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ていぱーく所蔵資料紹介⑳

簡易保険創業期のポスター

簡易保険創業の翌々年（大正７年）に簡易保険局が製作した最初のポスターで

す。雲間を飛翔する天女を描いた図案は日本画家の川崎臥雲の作によるものです。

大正時代には周知宣伝の重要性が認識され、簡易保険局においても新しい試み

としてこのポスターを製作したようです。その手法は、第一に宣伝すべき事業の

存在を知らせ、次にその概念を与え、更に詳細の説明に入る順序とし、ポスター

は第一次的方法、新聞広告類は二次的方法、詳細な印刷物や講演等は三次的方法

として行われました。

ポスターには「簡易保険に入っておけば後々の心配がなく毎日愉快に働けます。

一、医者の診査なし 一、掛金は十銭から 一、月々集金に参ります 一、何処

の郵便局でも扱ひます」と書かれています。

２０世紀デザイン切手第３集の簡易保険創業の意匠に、このポスターが使われて

います。

（表紙解説）
ゆぎょうじ

東海道五拾三次之内 藤沢 遊行寺

だいぎり

境川に架かる遊行寺橋（大鋸橋）の手前から江戸に向かって藤沢宿を描いている。

手前の大きな鳥居は江の島弁才天の一番目の鳥居で、ここから江の島道が分かれている。

江の島までは一里程であった。
しょうじょうこうじ

山の上にあるのは藤沢道場と呼ばれる時宗総本山の遊行寺（清浄光寺）である。
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北米や北欧と比べ相当遅れていた日本のインターネット普及率がこの１、２年急上

昇している。政府も「IT基本法」案をこの秋の臨時国会に提出し、５年以内に米国

を超える超高速インターネット大国「日本型情報技術（IT）社会」の早期実現を目

指すという。日本も数年内に本格的なIT社会となるのは確実のようである。

ITというとその技術的進歩やインフラ整備に関心が集りがちであるが、問題はむ

しろIT社会化がどのような社会変動をもたらすかにある。

ITの普及発達は既存の経済社会体制を抜本的に変革させる。この「IT革命」は産

業・就業構造を転換させ、近年固定化してきた社会階層構造の流動化をも促している。

それは社会を活性化するという意味で歓迎すべきことであるが、他方で少数のIT勝

者と多数のIT敗者（経済的社会的弱者）を生み、所得格差を拡大させ、社会不安を

増大させる可能性がある。IT関連の消費は年齢や所得・教育水準、地域等により大

きな格差があり、インターネット等の情報通信手段に対するアクセス機会や情報通信

技術の習得機会について世代や所得水準、地域等による「情報格差」は拡大している。

IT社会化が進んでも、高齢者、低所得者、地方在住者等で情報弱者となる者はけっ

して減少しないのではないかと予想される。IT社会化に伴うこうした社会的摩擦の

増大にどう対処するかは今後の重要な政策課題である。

インターネットを用いた電子商取引では企業と顧客が直接取引できることから、卸

売商等の仲介業者を減少させ、流通機構を激変させる可能性がある。またIT革命に

よりどの市場でも参入障壁が低くなり、異業種からの進出も容易になるため、国内的

にも国際的にも競争は激化する。銀行・保険等の金融機関も業界再編の嵐の中で効率

化を追求するために顧客の選別強化や店舗の統廃合を進めている。その結果、市場原

理重視の英米では既に低所得者層や地方在住者が民間企業の金融・保険サービス等を

享受できなくなるという金融排除や社会排除の問題が真剣に議論されている。

IT革命が進んでも、多くの市場で、電子商取引を好まず、店舗販売を選好する者

「日本型IT社会」と郵便局ネットワーク

一橋大学大学院商学研究科教授 下和田 功

巻 頭 言
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はそれほど減少しないのではないかと思われる。また�１大幅に標準化された商品、�２
詳細な説明を必要としない商品、�３比較的低価格の商品、�４取引者間の情報交換が頻
繁に必要な商品等がネット販売に適した商品といわれるが、そうでない商品では今後

も対面販売が主流となる。専門的助言等を多く必要とする保険商品はその一例である。

インターネット大国の米国における最近の予測調査により２００５年についてみると、家

計保険分野では「インターネットと接続していない顧客」が支払う保険料のシェアが

４４％を占め、「接続しているが保険購入にはインターネットを利用しない顧客」２８％、

「インターネットで商品・価格情報を入手するが、契約は伝統的方法で行う顧客」

２０％、これらを合計すると９２％となり、他方、「保険商品の購入、即ち契約締結まで

オンラインで行う顧客」のシェアは１９９９年の０．２％から２００５年には８％に増加するに

止まるという興味ある結果がでている。つまり、ネット販売が普及すると予想される

証券分野等とは異なり、保険分野ではIT社会となる将来も、外務職員や代理店、窓

口等による対面販売を選択する個人顧客が圧倒的に多いと予測されている。

IT社会化は郵便局のあり方にも重大な影響を与えるが、職員と一連のITシステム

をセットにして全国に配置された郵便局ネットワークはむしろ今後その役割を増すと

考えられる。情報弱者や社会的弱者を支援する施策、収益性強化と効率性重視で合理

化を進める民間企業の金融・保険商品等に国民がアクセスする機会を提供するために

郵便局ネットワークを一層オープン化し、対面販売の場を地方でも確保する施策等が

重要となるからである。米英で社会問題化している社会排除や金融排除の問題を解決

する方法は郵便局の活用にある。地域社会における「情報、安心および交流の拠点」

としての郵便局数の確保を目的とする「郵便局設置義務法」の制定も一考に値する提

案である。国民に身近な郵便局ネットワークを維持し、それを国民共有の生活インフ

ラとしていかに活用するかは２１世紀の「日本型」IT社会の課題である。

３ 郵政研究所月報 ２０００．１１



１ はじめに

家計が金融機関に口座を持つ場合、決済のため

の口座（普通口座）と貯蓄目的の口座を別々に持

つことが一般的である。その際、決済目的口座と

貯蓄目的口座が同じ金融機関にあれば、１つの金

融機関にアクセスするだけで決済と貯蓄の両方の

手続きを済ますことができるので、同じ金融機関

に目的別の口座を持つのが望ましいと予想される。

もし、家計が決済目的と貯蓄目的に異なる金融

機関の口座を選択するならば、その原因として、

１）金融機関によって金利が大きく異なる、２）

金融機関の破綻が生じる危険性に備えて金融資産

を複数の金融機関に分散する、３）異なる金融機

関にアクセスする場合の機会費用の差が小さい、

といったことが予想される。

本研究では、家計レベルの個票データを利用し、

家計が決済目的にも貯蓄目的にも主だって利用し

ている金融機関が同じであるか、あるいは決済目

的と貯蓄目的の目的別に異なる金融機関を利用し

ているのかについて、特に利便性が大きな影響を

与えているのかに着目し、実証的に分析すること

を目的としている。

奥井［２０００］は、同様の研究を行ったが、正確

な利便性に関する情報は得られなかった。今回の

分析で利用したデータからは、家計にとって自宅

や勤務先から最も近い金融機関の情報が得られる

ので、各家計にとっての相対的な利便性が金融機

関の選択に与える影響が分析できる。

本研究では、以下、最も預貯金額（投資額）の

多い金融機関、すなわち貯蓄目的主要金融機関と、

決済口座としての利用金額が最も多い金融機関、

すなわち決済目的主要金融機関とが同じである場

合、その家計は「総合口座を利用している」とい

うことにする。

奥井［２０００．b］では、本研究で利用したデー

タを用い、総合口座利用の有無に家計の属性が与

える影響について分析している。しかし、その中

ではむしろ家計の金融機関選択に重点をおいてい

るため、総合口座に関する分析は簡単なものに終

わっている。ここでは、奥井［２０００．b］の研究

をもとに、総合口座と利便性との関係についてよ

り深く分析を行うものである。

推計結果より、１）総合口座を利用する家計は、

金融機関の選択理由として利便性を重視する傾向

がある、２）総合口座選択確率の推計結果より、

貯蓄総額が低いほど、また勤務先から最も近い金

融機関を決済目的主要金融機関としている家計ほ

ど、総合口座を利用する、３）利用金融機関に対

して収益性を求める家計は、総合口座を利用する

確率が低くなることが示された。

本文の構成は以下の通りである。次節では、利

用データについて説明する。３節では、家計の金

融機関選択状況に関する集計値をみる。４節では

調査研究論文

家計の総合口座選択と金融機関の利便性に関する実証分析

前第二経営経済研究部 リサーチ・アソシエート

奥井めぐみ

４郵政研究所月報 ２０００．１１



推計方法について、５節では推計結果について説

明する。６節はむすびである。

２ 利用データ

分析に利用したのは、郵政研究所が委託して行

うアンケート調査「金融機関利用に関する意識調

査（平成１１年度）」（以下、１９９９年意識調査）であ

る。このアンケート調査は平成元年（１９８９年）か

ら全国４，５００世帯を対象に２年ごとに実施してい

る調査で、今回が６回目にあたる。調査地域は全

国で、抽出方法は二段階無作為抽出法による。調

査対象となるのは、世帯人員２名以上の普通世帯

である。調査方法は留置記入依頼法により１）、面

接対象者は世帯主又はその配偶者である。調査の

対象期間は１９９９年１１月２５日～１２月１２日で、回収さ

れたサンプルは３２６７（回収率７２．６％）であった。

５回調査以前と比較して今回の調査で特徴的な

ことは、自宅や勤務先から最も近い金融機関、二

番目、三番目に近い金融機関について尋ねる項目

があるという点である。したがって、それぞれの

家計にとっての金融機関の相対的利便性について

の情報が得られた。

サンプルには以下の限定を加えた。１）世帯主

年齢が２０―５９歳で、世帯主の職業が常勤労働者で

ある、２）決済目的主要金融機関として、都銀、

地銀・第二地銀、長期信用銀行・信託銀行・商工

中金・農林中金、外資系金融機関、信用金庫・信

用組合・労働金庫、郵便局のいずれかを選択して

いる２）、３）自宅や勤務先から最も近い金融機関

について回答している３）。限定を加えた結果、分

析の対象となったサンプル数は９８０となった。

主な変数の特性を図表１に示す。

１）抽出された調査対象世帯に対し、調査員が調査表を持参して調査項目等を説明の上記入を依頼し、数日後に調査員が再び訪問
して記入済みの調査表を点検、回収するもの。

２）サンプルの限定の結果、利用サンプルにおいて、決済目的主要金融機関として長信銀・信託銀行・商工中金・農林中金と外資
系金融機関を選択している家計は０であった。

３）自宅や勤務先の近く（自家用車、自動車、徒歩等、日常利用する交通手段で１０分以内）にある金融機関が無い、と回答してい
る家計はサンプルに含む。

図表１ 変数の特性

変数名 平 均 値 標準偏差 最 小 値 最 大 値

総合口座の有無ダミー変数 ０．６５９ ０．４７４ ０．０００ １．０００

世帯主年齢 ４４．５ ９．０ ２１．０ ５９．０

年収 ６５５．５ ３２１．７ １００．０ ２４００．０

貯蓄総額 ６２２．８ ８５９．８ １００．０ ６０００．０

借入金総額 ６８２．９ １１５７．０ ０．０ ６０００．０

家族人数 ３．９ １．２ ２．０ ８．０

家族内勤労者比率 ０．５１４ ０．２３９ ０．１４３ １．０００

持ち家ダミー変数 ０．６５７ ０．４７５ ０．０００ １．０００

１２大都市ダミー変数 ０．２０２ ０．４０２ ０．０００ １．０００

人口１５万人以上都市ダミー変数 ０．３５７ ０．４７９ ０．０００ １．０００

人口５万人以上都市ダミー変数 ０．２０９ ０．４０７ ０．０００ １．０００

人口５万人未満都市ダミー変数 ０．０４８ ０．２１４ ０．０００ １．０００

郡部ダミー変数 ０．１８４ ０．３８７ ０．０００ １．０００

自宅から最も近い金融機関＝決済目的主要金融機関 ０．５３６ ０．４９９ ０．０００ １．０００

勤務先から最も近い金融機関＝決済目的主要金融機関 ０．５２２ ０．５００ ０．０００ １．０００

サンプル数 ９８０

５ 郵政研究所月報 ２０００．１１



３ 家計の金融機関選択状況

３．１ 金融機関構成比

家計が総合口座を利用している場合、１）決済

目的主要金融機関を貯蓄目的主要金融機関として

も利用するケース、２）貯蓄目的主要金融機関を

決済目的主要金融機関としても利用するケースの

二つが考えられる。１）のケースは、普段使って

いた金融機関に貯蓄口座を開設したという場合で

あるから、別の金融機関を利用した場合の収益性

よりも別の金融機関を利用することで生じる費用

の方が上回っていることが予想される。一方、

２）のケースはローンがある場合、借入を行う金

融機関は貯蓄目的主要金融機関である可能性が高

く、ローン返済の決済にその金融機関が利用され

るようになったと考えられる。このようなケース

では、総合口座の利用は家計の意思ではなく外生

的に生じたものといえる。

決済目的主要金融機関の構成とその金融機関が

総合口座として利用されているか否かを図表２に

示す。

対象としているサンプルは、決済目的主要金融

機関として、都銀、地銀・第二地銀、長信銀等、

外資系、信金・信組、郵便局を選択している家計

に限っている。このうち、長信銀や外資系金融機

関を決済目的主要金融機関として選択しているサ

ンプルは０であった。総合口座を利用する家計は

対象サンプルの６５．９％である。決済目的主要金融

機関では金融機関によって総合口座の有無にそれ

ほど差は大きくないが、決済目的主要金融機関が

郵便局である場合に、総合口座として利用される

比率が高い（７２．６％）ことがわかる。

３．２ 選択理由と総合口座

総合口座を利用している家計はそうでない家計

と比べて、金融機関の選択理由が異なるのであろ

うか。図表３に、最も多く利用している金融機

関４）の選択理由と総合口座利用の有無について示

図表２ 決済目的主要金融機関と総合口座の有無

決済目的主要金融機関／総合口座の有無 有 無 比率（％）

都市銀行 ２０２ １２５ ６１．８
地方銀行・第二地方銀行 ２８０ １４３ ６６．２
信用金庫・信用組合・労働金庫 １０３ ４３ ７０．５
郵便局 ６１ ２３ ７２．６

合計 ６４６ ３３４ ６５．９

注：比率は総合口座有の比率を示す。

図表３ 最も多く利用している金融機関の選択理由と総合口座の有無（複数回答）

選択理由／総合口座の有無 有 無 合 計 比率（％）

自宅や勤務先、よく行く場所に近いから ５６０ ２９１ ８５１ ６５．８
商品の利率、利回りが良いから １６ １４ ３０ ５３．３
金融以外のサービスを同時に受けられるから ４５ ２２ ６７ ６７．２
外務員が訪問してくれるから ６８ ３３ １０１ ６７．３
いろいろな相談にのってくれるから ２３ １１ ３４ ６７．６
店舗数が多いから １６８ ９４ ２６２ ６４．１
名の通った金融機関で信頼が高いから １１５ ７８ １９３ ５９．６
勤め先との関係で １７０ ８９ ２５９ ６５．６
経営内容が優れているから １３ ８ ２１ ６１．９

合計 ６４６ ３３４ ９８０ ６５．９

注：図表２に同じ
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す。金融機関の選択理由は複数回答である。

自宅や勤務先に近いこと、金融以外のサービス

を受けられること、外務員のサービスなど、利便

性を重視した理由を選択している家計では、総合

口座を利用している比率が高いことがわかる。一

方、商品の利率、利回りを選択理由として選択し

ている家計では、総合口座を利用している比率が

若干低くなることがわかる。総合口座を選択する

家計では、収益よりも利便性を重視する傾向があ

ることが伺える。

３．３ 利便性と決済目的主要金融機関

図表３にあるように、最も多く利用している金

融機関の選択理由で一番多いのは、「自宅や勤務

先、よく行く場所に近いから」である（９８０中８５１）。

そこで、決済目的主要金融機関は実際に自宅や勤

務先から最も近い金融機関が選択されているのか

をみることにする。図表４では、自宅から最も近

い金融機関、勤務先から最も近い金融機関と、決

済目的主要金融機関とのクロス表である５）。

表から、都銀、地銀・第二地銀、信金・信組に

ついては、これらの金融機関が自宅や勤務先から

図表４ 自宅や勤務先から最も近い金融機関と決済目的主要金融機関

自宅から最も近い金融機関

決済目的主要金融機関

都 銀 地 銀 信金等 郵便局 合 計

都銀 １５７ １２ ６ ５ １８０
地銀・第二地銀 ３７ ２３７ １０ １３ ２９７
長信銀・信託銀行・商工中金・農林中金 ０ ２ １ ０ ３
信用金庫・信用組合・労働金庫 ３２ ２７ ８５ ８ １５２
郵便局 ８５ １０２ ３７ ４６ ２７０
農協・漁協 ７ ２３ ６ ８ ４４
証券会社 １ ０ ０ ０ １
金融機関共同の自動機械 ７ ２０ ０ ３ ３０

合計 ３２６ ４２３ １４５ ８３ ９７７

自宅の近くにはない ３

勤務先から最も近い金融機関
決済目的主要金融機関

都 銀 地 銀 信金等 郵便局 合 計

都銀 １８８ ４０ １２ １５ ２５５
地銀・第二地銀 ２６ ２１６ １７ １３ ２７２
長信銀・信託銀行・商工中金・農林中金 １ ２ ０ ０ ３
信用金庫・信用組合・労働金庫 ２２ ２０ ６８ ６ １１６
郵便局 ５０ ７２ ２８ ４０ １９０
農協・漁協 ４ １１ ５ ３ ２３
生命保険会社 １ ２ １ ０ ４
消費者金融会社 ０ １ ０ ０ １
金融機関共同の自動機械 １７ ４１ ５ ３ ６６

合計 ３０９ ４０５ １３６ ８０ ９３０

勤務先の近くにはない ５０

４）利用したアンケート調査からは決済目的主要金融機関や貯蓄目的主要金融機関の選択理由についての情報は得られないが、
「ATM／CDを利用する、支店も窓口へ行く、営業員に訪問してもらう、電話やインターネットでやりとりするなど、取引の
ため日ごろ接触する頻度が最も高い金融機関」の選択理由について尋ねているので、それを利用した。

５）ただし、ここでは金融機関の業態までしかわからないので、自宅や勤務先から最も近い金融機関と決済目的主要金融機関とが
同じ業態である場合は、同じ業態の異なる金融機関を選択している可能性がある。しかし、郵便局ではそのような問題は生じ
ないし、手数料はかかるが銀行間の決済は可能であることから、それほど大きな問題とは思われない。
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最も近い金融機関であれば、決済目的主要金融機

関としてもその金融機関が選択される比率が高い

ことがわかる。一方、自宅や勤務先から最も近い

金融機関が郵便局である場合は、郵便局以外の金

融機関、特に地銀や都銀が決済目的主要金融機関

である比率の方が高い。図表３より、勤め先との

関係を選択理由としているサンプルも多く（９８０

中２５９）、距離以外の要因も決済目的主要金融機関

の決定に影響していることがわかる。そうはいっ

ても、この節の結果から、決済目的主要金融機関

の選択には利便性が少なからず重視されているこ

とが明らかである。

４ 分析方法

家計が総合口座を利用する場合は、３．１節で述

べたように二つのケースが考えられる。それぞれ

のケースによって、家計の総合口座選択過程は異

なる段階を踏むことになる。まず、１）のケース

では、一段階目で決済目的主要金融機関をどこに

するかという選択がなされ、２段階目で決済目的

主要金融機関を総合口座として利用するかという

選択がなされる。一方、２）のケースでは、一段

階目で貯蓄目的主要金融機関の選択がなされ、２

段階目で貯蓄目的主要金融機関からの借入が生じ

ていた場合に、その金融機関が決済口座としても

利用されることになるというものである。した

がって、２）のケースでは、ローン返済等の必要

性から家計の意思と独立して決まると考えられる

ので、本研究では特に１）のケースに着目するこ

ととする。

推計はプロビット・モデルにより行う。家計が

総合口座を利用している場合に１、利用していな

い場合に０をとるダミー変数を被説明変数とし、

それを、家計の属性や利便性の代理変数で回帰す

る。利便性の代理変数には、決済目的主要金融機

関と自宅から最も近い金融機関とが同じ金融機関

である場合に、「自宅からの利便性を重視するダ

ミー変数」、決済目的主要金融機関と勤務先から

最も近い金融機関とが同じ金融機関である場合に、

「勤務先からの利便性を重視するダミー変数」と

して、説明変数に加えた。その他の説明変数は、

世帯主年齢、年収対数、貯蓄総額対数、借入金額

対数、家族人数、家族内勤労者比率６）、持ち家ダ

ミー変数、都市規模ダミー変数７）である。

家計が利用する決済目的主要金融機関を総合口

座として利用する場合、貯蓄目的主要金融機関と

して他の金融機関を利用する場合に比べて、機会

費用を削減することができる。一方で、他の金融

機関を貯蓄目的主要金融機関として選択していた

場合に得られたはずの収益が失われる。このよう

な費用と便益との関係を考慮して、家計は総合口

座の利用を決定するとしよう。この時、説明変数

の予想される符号は以下のようになる。

まず、世帯主年齢が高いほど遠くの金融機関に

アクセスするのが億劫となるのであれば、総合口

座を選択することによる便益が大きいため、世帯

主年齢はプラスの符号が予想される。年収が高い

家計、あるいは家族内の勤労者比率が高い家計で

は、遠くの金融機関にアクセスした場合に、アク

セスせずに働いていたら得られたはずの所得、す

なわち、機会費用が大きいため、総合口座を利用

した場合の便益が大きい。そのため符号はプラス

となることが予想される。一方、貯蓄総額が高い

家計は、金利を重視して預けた方が収益が高くな

るので、マイナスの符号が予想される。

さらに、自宅や勤務先から最も近い金融機関が

６）職業を持っている人の人数を家族人数で割った値。
７）都市規模は１２大都市を基準として、人口１５万人以上都市、人口５万人以上都市、人口５万人未満都市、郡部の４つのダミー変

数を加えた。
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決済目的主要金融機関となっている家計では、そ

の金融機関を貯蓄目的主要金融機関とすることで、

機会費用を低く抑えることができる。そのため、

自宅や勤務先からの利便性重視ダミー変数の符号

はプラスが予想される。

また、家計の属性等を考慮した後も、どの金融

機関を決済目的主要金融機関としているかが、家

計の総合口座利用の選択に影響を与えているかを

考慮し、決済目的主要金融機関ダミー変数を加え

た。決済目的主要金融機関ダミー変数は、都銀を

ベースとして、地銀、第二地銀、信金・信組、郵

便局のそれぞれを選択している場合に１、それ以

外は０とするダミー変数である。

５ 分析結果

５．１ 総合口座選択確率の推計結果

プロビット・モデルによる、総合口座選択確率

の推計結果を図表５に示す。

右列は説明変数に決済目的主要金融機関ダミー

変数を加えた推計結果である。図表では限界効果

を示している。これは、説明変数が平均周りで１

単位変化した時に総合口座の選択確率が何ポイン

ト変化するかを示すものである。ダミー変数に関

しては、ダミー変数が１である場合に０である場

合に比べて選択確率が何ポイント変化するかを示

している。

まず、左列の結果からみよう。貯蓄総額対数が

マイナスに、勤務先からの利便性重視ダミー変数

がプラスに有意であるが、それ以外の変数は有意

ではない。貯蓄総額対数がマイナスに有意である

ことは、貯蓄総額が多いほど、決済目的主要金融

機関と異なる金融機関に貯蓄目的の口座を設ける

ことによって生じるコストよりも、それによって

得られる収益の方が高くなることを反映した結果

であるといえよう。自宅からの利便性ダミー変数

は有意ではなかったが、勤務先からの利便性重視

図表５ 総合口座選択確率推計結果（プロビット・モデル）

変数 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差

世帯主年齢 ０．００１８ ０．００２１ ０．００１４ ０．００２１

年収対数 －０．００７８ ０．０４０２ ０．００２３ ０．０４０６

貯蓄総額対数 －０．０７５９ ０．０１６６＊＊＊ －０．０７７３ ０．０１６７＊＊＊

借入金総額対数 －０．００６７ ０．００５３ －０．００６７ ０．００５３

家族人数 －０．０１７０ ０．０１５３ －０．０２０４ ０．０１５４

家族内勤労者比率 ０．０７５１ ０．０７８８ ０．０６４６ ０．０７９３

持ち家ダミー変数 ０．０３２５ ０．０４０５ ０．０３６９ ０．０４１１

自宅から最も近い金融機関＝決済目的主要金融機関 ０．０２１１ ０．０３２３ ０．０１３１ ０．０３２７

勤務先から最も近い金融機関＝決済目的主要金融機関 ０．０８１０ ０．０３２２＊＊ ０．０８９４ ０．０３２５＊＊＊

決済目的主要金融機関（地銀） ０．０３８２ ０．０３７１

決済目的主要金融機関（信金・信組） ０．０８８７ ０．０４６０＊

決済目的主要金融機関（郵便局） ０．１１３４ ０．０５３２＊

人口１５万人以上都市ダミー変数 ０．００２０ ０．０４２５ －０．００３７ ０．０４２９

人口５万人以上都市ダミー変数 ０．０４３３ ０．０４７０ ０．０３２９ ０．０４８０

人口５万人未満都市ダミー変数 ０．０７８２ ０．０７２９ ０．０６５０ ０．０７５７

郡部ダミー変数 ０．０４３２ ０．０５００ ０．０１９０ ０．０５３０

選択確率 ０．６５９２ ０．６５９２

説明変数の平均値における選択確率 ０．６６４７ ０．６６５７

擬似決定係数 ０．０３５２ ０．０３９８

サンプル数 ９８０ ９８０

＊＊＊……１％水準で有意、＊＊……５％水準で有意、＊……１０％水準で有意。
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ら、３．金融以外のサービス（郵便局の郵便など）を同時に受けられるから、４．外務員が訪
問してくれるから、５．いろいろな相談にのってくれるから、６．店舗数が多いから、７．名
の通った金融機関で信頼が高いから、８．勤め先との関係で、９．経営内容が優れているから、
である。�

ダミー変数はプラスであり、これも予想された結

果である。

続いて、説明変数に決済目的主要金融機関ダ

ミー変数を加えた結果をみることにする（右列）。

決済目的主要金融機関ダミー変数のうち、信金・

信組と郵便局が有意にプラスとなる。この結果よ

り、家計の属性をコントロールしても尚、信金・

信組や郵便局が決済目的主要金融機関である場合

に、都銀が決済目的主要金融機関である場合に比

べて総合口座として利用される確率が高くなると

いうことが示された。地銀が決済目的主要金融機

関である場合は、総合口座として利用される確率

は都銀と差がない。他の要因をコントロールした

後も、金融機関によって総合口座として利用され

る確率に差が生じるという結果は興味深い。

５．２ 金融機関選択理由を考慮した総合口座選択

確率の推計

総合口座選択確率の推計結果より、他の要因を

取り除いても、決済目的主要金融機関が信金・信

組や郵便局である場合に、都銀に比べて総合口座

として利用される確率が高くなることが示された。

この結果から、選択されている金融機関によって、

家計の属性とは独立した隠れた要因との相関が存

在していることが予想される。例えば、年収や貯

蓄総額、世帯主年齢、家族人数といった属性が同

じであっても、利便性や収益に対する考え方には

個別の差がある８）。

８）西久保［１９９８］は、ラダリング法といわれる手法を用い、消費者が金融商品を選択する際、いくつかの心理的なステップを含
んでいることを明らかにした。この方法は労力やコストはかかるが、消費者の心理の変化を追うには優れているものと思われ
る。

図表６ 最も利用する金融機関の選択理由の決済目的主要金融機関別比率
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そこで最も利用する金融機関の各選択理由（複

数回答）の構成を、決済目的主要金融機関別に示

してみよう（図表６）。

図表より、金融機関によって、各選択理由の比

率にばらつきがあることがわかる。１の「自宅や

勤務先、よく行く場所に近いから」や、８の「勤

め先との関係で」を選択している家計は、金融機

関間でそれほど差がないが、３の「金融以外の

サービスを同時に受けられるから」は決済目的主

要金融機関が郵便局である場合に比率が高く、４

の「外務員が訪問してくれるから」では信金・信

組の比率が高い。これらの結果は、郵便局や信

金・信組のサービスの特徴をよく反映していると

いえる。６の「店舗数が多いから」は、信金・信

組で比率が低い。また、７の「名の通った金融機

関で信頼が高いから」は都銀や地銀で比率が高い。

この結果から、近年、都銀や地銀の破綻が相次い

でいるにもかかわらず、信頼性の高い都銀や地銀

は健在であることが伺える。

金融機関の選択理由が決済目的主要金融機関に

よってばらつきのあることが示されたことから、

決済目的主要金融機関ダミー変数が有意であると

いう推計結果より、家計による金融機関選択の際

の考え方の違いが総合口座の選択に影響している

可能性がある。そこで、説明変数に、金融機関選

択理由ダミー変数を加えた推計を行った。

主な選択理由として、「収益性」と「安全性」

に着目した。収益性のダミー変数は、最も利用す

る金融機関の選択理由として、「商品の利率、利

回りが良いから」を選択している場合に１、それ

以外は０をとる。安全性のダミー変数は、最も利

用する金融機関の選択理由として、「名の通った

金融機関で信頼が高いから」あるいは「経営内容

が優れているから」を選択している場合に１、そ

図表７ 総合口座選択確率推計結果（プロビット・モデル）

説明変数に金融機関選択理由を追加

変数 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差

世帯主年齢 ０．００１４ ０．００２１ ０．０００９ ０．００２１
年収対数 －０．００３５ ０．０４０２ ０．００６６ ０．０４０６
貯蓄総額対数 －０．０６８４ ０．０１６９＊＊＊ －０．０７００ ０．０１６９＊＊＊
借入金総額対数 －０．００６８ ０．００５４ －０．００６６ ０．００５４
家族人数 －０．０１８１ ０．０１５３ －０．０２０７ ０．０１５４
家族内勤労者比率 ０．０６９０ ０．０７９０ ０．０６０７ ０．０７９５
持ち家ダミー変数 ０．０２９８ ０．０４０８ ０．０３４５ ０．０４１２
自宅から最も近い金融機関＝決済目的主要金融機関 ０．０１９１ ０．０３２４ ０．０１２４ ０．０３２７
勤務先から最も近い金融機関＝決済目的主要金融機関 ０．０７９６ ０．０３２３＊＊ ０．０８７５ ０．０３２６＊＊＊
決済目的主要金融機関（地銀） ０．０３０５ ０．０３７３
決済目的主要金融機関（信金・信組） ０．０８０４ ０．０４６９
決済目的主要金融機関（郵便局） ０．１１６６ ０．０５３２＊＊
人口１５万人以上都市ダミー変数 ０．００３２ ０．０４２６ －０．００１４ ０．０４３０
人口５万人以上都市ダミー変数 ０．０４１５ ０．０４７３ ０．０３３４ ０．０４８１
人口５万人未満都市ダミー変数 ０．０７６９ ０．０７３２ ０．０６７０ ０．０７５６
郡部ダミー変数 ０．０４０６ ０．０５０３ ０．０１９２ ０．０５３１
金融機関選択理由（収益性） －０．１２００ ０．０５５６＊＊ －０．１２５６ ０．０５６２＊＊
金融機関選択理由（安全性） －０．０３４７ ０．０３３８ －０．０２５６ ０．０３４０

選択確率 ０．６５９２ ０．６５９２
説明変数の平均値における選択確率 ０．６６５１ ０．６６６１
擬似決定係数 ０．０４０４ ０．０４４８
サンプル数 ９８０ ９８０

＊＊＊……１％水準で有意、＊＊……５％水準で有意、＊……１０％水準で有意。
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れ以外は０をとる。

推計結果を図表７に示す。推計結果より、収益

性のダミー変数が有意にマイナスとなった。一方

で、決済目的主要金融機関ダミー変数を加えた右

列の結果では、決済目的主要金融機関が信金・信

組のダミー変数は有意でなくなった。安全性のダ

ミー変数は有意でなかった。利用金融機関に収益

性を求める家計では、総合口座を利用せず、貯蓄

目的主要金融機関には収益性を重視した金融機関

を選択しているといえる。この結果より、家計の

属性をコントロールしてもなお収益性に対する家

計の考え方の違いが総合口座利用の選択に影響を

与えていることがわかる。

６ むすび

本研究では、家計が決済目的主要金融機関と貯

蓄目的主要金融機関として同じ金融機関を利用す

る場合に、その家計は「総合口座を利用する」と

定義し、家計の属性が総合口座の利用の有無にど

のような影響を与えるかを、特に利便性との関係

から分析した。結果より、１）総合口座を利用す

る家計は、金融機関の選択理由として利便性を重

視する傾向がある、２）総合口座選択確率の推計

結果より、貯蓄総額が低いほど、また勤務先から

最も近い金融機関を決済目的主要金融機関として

いる家計ほど、総合口座を利用する、３）利用金

融機関に対して収益性を求める家計は、総合口座

を利用する確率が低くなることが示された。

奥井［２０００．b］では、自宅から最も近い金融

機関を決済目的主要金融機関としている場合に１、

それ以外は０をとるダミー変数も総合口座選択確

率に対してプラスに有意であったが、本研究では、

サンプルの限定や利用した説明変数が異なること

もあり、この変数は有意ではなかった。しかし、

それ以外の有意な変数は、奥井［２０００．b］の結

果と同じである。

また、推計結果より、家計属性や金融機関の近

さに加えて、収益性、安全性といった家計の金融

機関選択に対する考え方の影響を取り除いた後も、

郵便局を決済目的主要金融機関としている家計で、

総合口座を利用する確率が高くなるという結果が

得られている。図表１より、「金融以外のサービ

スを同時に受けられるから」という選択理由が、

郵便局で特に高くなっており、金融以外のサービ

スの存在が、総合口座の利用を決める際にも影響

を及ぼしている可能性があろう。

金融市場の規制緩和が進むにつれ、今後はます

ます金融機関間の競争が激しくなることが予想さ

れる。金融機関にとって、家計の総合口座として

利用されることは、リテール部門の充実に繋がる

であろう。本研究結果は、金融機関が今後の戦略

を考える上でも示唆を与えるものと思われる。

本研究は１時点のクロスセクション分析による

ものであるが、ここで得られた結果が、普遍的な

ものであるのか、その時点における経済状況等、

外生的な要因が大きく影響しているのかを知る必

要がある。そのためにも、今後は異時点間での比

較が必要となろう。
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［要約］

本研究では、最近の諸外国における輸送ネットワーク改革を参考に、更なる送達速度の

向上及び効率化を求め、小包郵便物と通常郵便物について分離した輸送ネットワークを想

定した。本稿では小包輸送ネットワークモデル案の中から、１つのモデル案の検討結果を

紹介する。

１ 小包輸送ネットワーク・モデル案

最適な小包輸送ネットワークを目指すために、このモデルでは人口、地域性を考慮して、

小包郵便物を専用に取扱う集配局、地域区分局をそれぞれ３９０局及び３０局に集約した。

集配局の中に他の集配局の郵便物を集中処理するステーション局を、また、地域区分局

の中にも一定のエリア内の郵便物を集約し、大量一括輸送するためのセンター局を想定し

た。地域区分局は輸送拠点であるため、輸送に有利な高速道路の近傍に設置した。

２ シミュレーション内容

モデル案と現行（再現）のシミュレーションを行い、翌日配達エリア、輸送車両台数、

総走行距離、車両の総稼働時間等を算出し比較する。

なお、シミュレーション対象地域について、地域間は本州及び四国、地域内は中国地方

とした。

３ シミュレーション結果

モデル案と現行（再現）とでは、翌日配達エリアはほとんど変わらなかったが、午前配

達エリアは大幅に拡大した。これは、本モデル案が通常郵便物の影響を受けない小包専用

便としたためである。しかし、モデル案では地域区分局から受持集配局までの輸送時間を

２時間と想定したことから、これを超える集配局の受持エリア（約３割）は、この午前及

び午後配達エリアから除外され、翌々日配達となってしまう。

シミュレーションでは車両台数、総走行距離、車両の総稼働時間等を求めたが、モデル

案の方が現行（再現）と比べ、いずれも少なくなっていることから、輸送コストは本モデ

ル案の方が有利である可能性がある。一方で、集配コスト増の可能性がある。

４ 今後の課題

本モデルは、現実とはかなり乖離したものではあるが、どの要素がどのように影響する

調査研究論文

郵便の区分・輸送ネットワークに関する調査研究
―小包輸送ネットワーク―

通信経済研究部技術開発研究グループ研究官 田村 佳章
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１ はじめに

郵便サービスは、時代の進展に伴うニーズの変

化とともに成長すべき永遠の課題である。１９８４年

（昭和５９年）２月には輸送ネットワークの抜本的

な見直しを行い、鉄道輸送から自動車・航空機輸

送へ輸送形態の変更を行った。自動車輸送は鉄道

駅の位置や鉄道ダイヤの影響を受けることなくフ

レキシブルな輸送ネットワーク構築が可能となり、

翌日または翌々日配達体制を確立することができ

た。その後も郵便送達の向上を図るため運送施設

の変更を何度となく実施し、現在に至っている。

しかし、その後１６年の歳月が流れ、郵便取扱量

は当時と比較し大きく増加している中、お客様か

らは更なるスピードアップが求められている。

また、諸外国の輸送ネットワークを見ると、最

近欧州において、特にドイツ、オランダでは、通

常郵便物と小包郵便物の処理形態の見直しが行わ

れ、新たな区分・輸送ネットワークが構築されて

いる。

このような状況を踏まえ、本研究では時代の

ニーズに的確に対応できる新たな輸送ネットワー

ク構築の可能性を検討する。

本稿では、小包輸送ネットワークの１モデル案

の検討結果を紹介する。

２ 日本と諸外国の小包輸送ネットワーク

日本の小包輸送ネットワークは、図１に示すと

おりである。現在の輸送ネットワークは、通常郵

便物と小包郵便物が同一の輸送ネットワークと

なっており、集配局では小包郵便物を引受及び集

荷し、区分して地域区分局に輸送する。地域区分

局では、他の集配局から輸送されてきた小包郵便

物と合わせ、小包郵便物を地域区分局単位に区分

して、他地域の地域区分局に輸送する。他地域か

ら輸送されてきた小包郵便物は、到着側の地域区

かを検証する中でシミュレーション結果から、今後検討する内容について一つの方向性を

見出すことができた。今後は、集配局数、地域区分局数、輸送便数をパラメータとし、更

にいくつかのモデルを想定し、シミュレーションによりその有効性を検証する必要がある

と考える。

図１ 日本の小包輸送ネットワーク・イメージ図
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分局で集配局単位に区分し、集配局に輸送して、

集配局からお客様に配達する。こうした輸送にお

ける階層構造は、諸外国においても同様である。

しかし、様々な点において日本と異なる点も見受

けられる。表１に、諸外国と日本の主な違いを示

す。

［通常郵便物・小包郵便物の局間輸送ネットワーク］

日本の場合、通常郵便物と小包郵便物の輸送

ネットワークが同一の輸送ネットワークであるの

に対し、ドイツとオランダは別の輸送ネットワー

クが構築されている。日本とドイツ、オランダと

は地理的条件も異なることから単純に比較はでき

ないが、日本の輸送効率重視型に対し、ドイツ、

オランダは取扱う郵便の性格（交流状況、送達速

度のニーズ等）に着目した輸送ネットワーク構造

となっている。

［拠点局の配置］

区分・輸送の拠点局である地域区分局は、日本

の場合ほとんどが窓口を併設していることから、

利便性を考慮し都市の中心に位置していることが

多い。しかし、ドイツ、オランダでは、拠点局は

郵便工場的な存在と位置付けられていることから、

拠点間輸送に有利な郊外の高速道路のインター

チェンジ付近に設置されている。こうした考え方

は、日本の民間宅配事業者にも通じるものがある。

［拠点局数］

日本と国土面積において、ほぼ同様のドイツで

は、小包郵便物の拠点局数は３３と日本のそれと比

べると半数以下になっている。また、輸送方法に

おいては、ドイツはそれぞれの拠点局を直行便で

くもの巣状に結んでいるのに対し、日本では直行

便はあるものの、特に遠方地域についてはいくつ

かの拠点局を経由するパターンが多い。

ドイツは拠点局数を少なくし、取扱う小包郵便

物量を集め、拠点間輸送の効率化を重視した輸送

ネットワーク構造となっている。

［拠点間輸送便数］

拠点間輸送便数については、日本とアメリカは、

複数の便を走らせ処理の平準化によるコスト削減

を目指しているが、ドイツ及びオランダでは、１

日１便となっており集中処理による輸送効率を重

視している。

３ 概念設計

３．１ 本モデルの前提条件

今回のモデル案を検討するに当たっては、小包

表１ 各国の小包輸送ネットワーク（１９９６年データ）

日 本 アメリカ ドイツ オランダ

国土面積（万km２） ３７．８ ９６６．７ ３５．７ ４．１

人口（万人） １２，４９６ ２６，０６５ ８，２００ １，５５２

配達局数 ４，９４４ ３１，６２７ ４８０ ７５８

小包個数（百万個） ３８６ ９６０※１ ５４１ ８０

書状・小包の局間輸送

ネットワーク
同一ネットワーク 別ネットワーク

小包の拠点局数※２ ７４ ４９０ ３３ ４

拠点局の立地 都心 ― 郊外

拠点間輸送 複数／日 １便／日

（注）※１：スタンダードメールB（製本印刷物で、小包や把束郵便物という形で差し出される
もの。２日～１０日の間に配達する。）の物数である。

※２：地域区分局又は小包処理センター等の数である。
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郵便物の送達速度向上を図るための理想的な小包

輸送ネットワークのあるべき姿を求め、以下のよ

うに前提条件を定めた。

�１ 小包郵便物専用輸送ネットワークの検討

現在のように通常郵便物と小包郵便物が同時に

輸送されていると、取扱量の大半を占める通常郵

便物の処理形態に合わせた輸送ネットワークとな

る。つまり、通常郵便物よりも取扱量が少なく、

局内処理に時間のかからない小包郵便物が通常郵

便物の処理終了時刻まで待たされることになる。

このため、一先ず、小包郵便物専用の自動車輸送

ネットワークを検討することとした。

�２ 対象郵便物等

対象郵便物：一般小包郵便物及び冊子小包郵便

物（書留、速達扱いを除く）

物 量：現在の物量

�３ 現行の郵便番号にとらわれない

理想により近い輸送ネットワークを追求するた

めには、現行の郵便番号にとらわれず検討するこ

とも有益である。また、小包集配局の規模及び地

域区分局のカバーエリアを検討するためには、現

行の郵便番号にとらわれない方が、より自由度が

高くなる。

こうしたことから、現行の郵便番号にとらわれ

ず概念設計をすることとした。

�４ 現行の局にとらわれない

地域区分局については、拠点間輸送を考慮して

高速道路へのアクセスに有利な郊外設置も考えら

れることから、現行の地域区分局にとらわれない

こととした。

集配局の設置についても、人口と地域性を考慮

して設置する必要があることから、現行の集配局

にとらわれないこととした。

�５ 集配事務については、検討から除外する

集配業務については、重要な問題であるため十

分検討が必要であるが、本研究では、一先ず拠点

間輸送に着目し検討することから、集配形態につ

いては、本検討から除外した。

３．２ モデル案検討のための切り口

モデル案を検討するに当っては、諸外国の改善

例を参考にした。

集配局及び地域区分局数については、欧州のみ

ならずアメリカの国土面積と比較しても日本の集

配局及び地域区分局は、非常に多いことから集配

局と地域区分局の数及び配置の変更について検討

した。また、地域区分局の配置については、拠点

間輸送を考慮して、高速道路にアクセスし易いイ

ンターチェンジ付近に設置することについて検討

した。

地域間輸送便数については、これまでの処理の

平準化から輸送効率重視に視点を変え検討（３便

／日から１便／日に変更）することとした。

３．３ モデル案

�１ 基本コンセプト

小包輸送ネットワークには様々な形態が考えら

れるが、多くの要素が複雑に絡み合い、どの要素

がどの様に輸送ネットワークに影響を与えるか調

査する必要があることから、本案では、現在の輸

送ネットワークにとらわれないモデルを提案し、

その影響を調査することとした。

なお、シミュレーション対象地域は本州、四国

地域とし、局間輸送の荷姿は現行と同じロールパ

レットとした。
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集配局�

集配局�

差立集中�
区分の集中処理を行う�
自地域：未処理�
他地域：２けた区分�

パレット継越�

自地域：３、５けた区分�
他地域：パレット継越�

パレット継越�

パレット継越�

自地域：３、５けた区分�

ターミナル�
（地域区分局）�

ステーション�
（差立集中局）�

センター�
（統括地域区分局）�

センター�
（統括地域区分局）�

ターミナル�
（地域区分局）�

ステーション�
（差立集中集配局）�

�２ モデル案

本モデル案には、集配局、ステーション（集配

局の代表局：差立集中局）、ターミナル（地域区

分局）、センター（統括地域区分局：荷まとめ局）

の４種類の局を想定した。また、地域間便は、１

便／日とした。

以下、各局の機能について、述べる。

［集配局］

引受、集荷及び配達を行い、差立区分は行わな

い局である。

人口３０万人に１局を基準に地域性を考慮し、全

国に３９０局を設置することを想定した。

［差立側：ステーション］

ステーションは、集配局であるが、他の集配局

で引受、集荷した小包郵便物を差立区分する。

［差立側：ターミナル］

ターミナルでは、自地域の小包郵便物を３、５

けた区分（集配局別区分）する。他地域の小包郵

便物はパレットの継越を行い、更にセンターに輸

送する。

ターミナルは集配局と異なり、お客様との接点

が必要ないことから輸送時間の短縮を図るため、

高速道路のインターチェンジ付近に全国３０局想定

した。

［センター］

センターでは、受持エリア内のターミナルから

輸送されてきたパレットを集約の上、センター間

を直行便で大量輸送する。

センターもターミナル同様、お客様との接点が

必要ないことから、高速道路へのアクセスを重視

し、インターチェンジ付近に全国９局想定した。

［到着側：ターミナル］

センターから到着した小包郵便物を各集配局ご

とに区分し、集配局に輸送する。その際、時間的

に余裕がない場合には、集配局に直行便を出すこ

とになるが、可能な範囲でターミナル、ステー

ション間を大型車で輸送し、ステーションからは

小型の２～４t車両にパレットを積み換えて各集

配局へ輸送する。モデル案のイメージ図を図３に、

また、現行とモデル案の地域区分局数及び集配局

数を表２に示す。

図４に地域区分局の全国配置を、図５に中国地

図２ 各局の機能概要
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センター�

ターミナル�

ステーション�

地域区分局�

地域区分局�

地域区分局�
地域区分局�

地域区分局� 地域区分局�

地域区分局�

集配局�

集配局�集配局�

お客様�取次所�
お客様�

お客様�

集配局� 集配局�
集配局�

取次所�
お客様� お客様� お客様�

お客様� 集配局�
集配局�

モデル案�

地域区分局数：　 30�

集配局数   　：  390

地域区分局�

方を例に各局の配置を示す。

図３ モデル案イメージ図

表２ 現行とモデル案の比較

区 別 現 行 モデル案

地域区分局数 ７４局
ターミナル ３０局

（内センター ９局）

集 配 局 数 ４，９４４局
集配局 ３９０局

（内ステーション ４９局）

図４ モデル案による地域区分局の全国配置
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地域区分局�

差立集中集配局�

集配局�

４ モデル案の検証

４．１ シミュレーション装置

モデル案の検証を行うため、平成１１年度に調製

した小包輸送ネットワーク用シミュレーション装

置を用いて各種シミュレーションを実施した。

このシミュレーション装置には、地図データ

ベース、局の位置情報、各局への輸送データ（荷

量）、結束時間（納期データ）等を基に、車両台

数最小化を満足するような配車計画を立案するこ

とができる機能を備えている。配車計画をする場

合、こうした要素以外に輸送経路も問題となり、

これらの組合せは膨大な量になることから、短時

間に配車計画を立案することができるよう本シ

ミュレーション装置ではGA（遺伝的アルゴリズ

ム）を使った近似解を求める手法を取っている。

また、現行地域内輸送ネットワークの再現をす

る際に必要となるクロス・ドッキング機能も有し

ている。このクロス・ドッキング機能では、輸送

途中の集配局で小包郵便物を積み換え小型車両で

枝分かれ輸送する場合、どの集配局から枝分かれ

することが目的関数である車両台数最小化に有利

か、自動的に算出することができる。

４．２ シミュレーションによる検証

上記シミュレーション装置にある機能を活用し、

�１モデル案と�２現行の輸送ネットワークをシミュ

レーションにより比較することとした。

なお、ここで言う「現行」とは、現在の輸送ネッ

トワークについて、一定条件（小包郵便物の荷量

のみとする等）のもと、本シミュレーション装置

を使って最適化したもので、現実を忠実に再現し

たものではない。

シミュレーションの目的関数は、車両台数とす

るが、その時の総走行距離、総稼働時間等を十分

考慮して�１モデル案と�２現行を比較する。本モデ

ルでは局数を集約しているため、地域内の輸送で

あっても輸送距離が長くなる。そのため可能な限

り高速道路を使用し、車両の速度を一般道は３５

km／h、高速道路は７５km／hとして計算した。

シミュレーションをするに当っては、モデルを

単純化するため輸送手段を自動車のみとし、シ

ミュレーション対象地域は本州、四国に限定した。

図５ 各局の配置（中国地方）
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前提条件�

地域内輸送時間：２時間�

区分時間：１時間�

荷積・荷降：各10分�

評価項目�

車両台数、総走行距離�

総稼働時間、輸送時間�

目的関数：車両台数最小化�
対象地域区分局�

・広域を管轄�

・地理的状況�

・集配局の配置に偏り�

候補地３�

候補地１�

候補地２�

４．２．１ モデル案のシミュレーション

モデル案のシミュレーションを実施するに当っ

ては、まず地域区分局（ターミナル）の最適配置

を行った。次に、その最適配置を前提とした地域

内シミュレーションを行い、地域内における車両

台数、総走行距離、総稼働時間を求め、現行との

比較検討を行った。また、地域間輸送についても、

車両台数、総走行距離、総稼働時間を求め、現行

と比較検討した。地域間でのシミュレーションを

行う場合、輸送時間、積載率を考慮したシミュ

レーションを行い、その結果から、荷まとめ局

（センター）を選定し、再度データを加工してシ

ミュレーションを行い、必要車両台数、総走行距

離、総稼働時間を求め、現行との比較を行った。

�１ モデル案の地域区分局最適配置シミュレー

ション

本研究では、地理的条件を基に、一先ず各地域

の適当と思われる位置に地域区分局を仮配置した。

その内、広域をカバーする地域区分局、地形が複

雑な地域、あるいは地域内の集配局が偏って分布

している地域をカバーする地域区分局等を抽出し

て、地域区分局位置調整のための地域内シミュ

レーションを行った。

地域区分局の位置の最適化については、地域ご

とに地域区分局の候補地を数案選定し、車両台数

を目的関数とし、総走行距離、総稼働時間、各集

配局までの最大輸送時間及び他の地域区分局との

関係を十分考慮して決めた。

�２ モデル案の地域内シミュレーション

本モデル案を検証するに当たっては、地域内及

び地域間輸送が現行とどのように変わるかシミュ

レーションにより検証しておく必要がある。そこ

で、モデル案の中で地域区分局数が大幅に変わっ

た中国地方を対象に、地域内シミュレーションを

実施した。

�１で求めた地域区分局の配置を前提に、集配局

までの輸送時間を地域区分局の受持エリアごとに

決め、各集配局の荷量データを基に車両台数、総

走行距離、総稼働時間、積載率、最大輸送時間を

シミュレーションにより算出し、現行の輸送ネッ

トワークとの比較を行った。

なお、地域区分局受持エリアごとに集配局まで

の輸送時間を決める際には、直行便で間に合う局

が８割以上存在することを条件とした。

図６ モデル案による地域区分局の位置調整
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区分時間：１時間�

荷積・荷降：各10分�

アウトプット�

車両台数、総走行距離、稼働時間�

目的関数：車両台数最小化�

地域内輸送時間�

モデル案：２時間�

現行　　：１時間�

前提条件�

�３ モデル案の地域区分局間シミュレーション

�１で求めた地域区分局の配置を前提として、本

州と四国の２３の地域区分局を対象に、荷量及び結

束時間を基に車両台数、総走行距離、総稼働時間、

積載率、最大輸送時間をシミュレーションにより

算出し、現行の輸送ネットワークとの比較を行っ

た。

結束時間については、小包郵便物の引受終了時

刻を現行と同じ１９時とし、集配局から地域区分局

までの平均輸送時間を２時間、ステーションまた

はターミナルでの区分時間を１時間、到着側の集

配局への到着時間を近県の集配局で７時まで、中

距離の集配局で１２時まで、遠距離の集配局で１７時

までと定めシミュレーションを行った。

また、センター機能の有効性の有無を検証する

ため、最初は地域区分局を全てターミナルとして

シミュレーションを実行し、次にこのシミュレー

ション結果からセンター局（荷まとめ局）の候補

局を選定し、再度シミュレーションを実施し、車

両台数、総走行距離、総稼働時間等を求めた。

４．２．２ 現行の再現シミュレーション

現行の輸送ネットワークから小包郵便物のみを

切出し、４．２．１のシミュレーション結果と同レベ

ルのシミュレーションを実行し、比較を行った。

�１ 現行の地域内シミュレーション

モデル案との比較を行うため、モデル案におい

て実施した地域内シミュレーションと同じ中国地

方の地域内シミュレーションを行うこととした。

現行の地域区分局及び集配局を対象とし、荷量

データは小包郵便物のみを使用し、車両台数、総

走行距離、総稼働時間等を求め、モデル案と比較

した。

ここでは、先に述べたように、クロス・ドッキ

ング機能を使い集配特定局までを含め再現するこ

ととした。中国地方には現在８局の地域区分局が

あり、各地域区分局からそれぞれ５０～１００局程度

の集配局（集配特定局を含む）へ輸送している。

データとしては、小包郵便物のみの荷量とし、輸

送時間（納期データ）については、次の様に考え

必要車両台数、総走行距離、総稼働時間を求めた。

輸送時間については、現在の各局への輸送時間を

参考に８割以上が到着できるような時間を地域区

分局エリアごとに決めた。

また、荷量データは、モデル案と同様に現行の

図７ 地域間シミュレーション（本州・四国）
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３便／日を１便／日に換算して行った。

�２ 現行の地域区分局間シミュレーション

シミュレーション対象地域は、モデル案と同様、

本州及び四国とした。

現行の地域区分局間輸送シミュレーションでは、

対象となる地域区分局数が５６と輸送経路や荷量、

結束時間を含めるとその組合せは膨大な量となり、

シミュレーション装置の処理能力を超えてしまう

ため、対象地域を３つのブロック（東北・北陸、

関東・甲信越、東海・近畿・中国・四国）に分け

シミュレーションを行った。

荷量データは、地域内及び地域間ともそれぞれ

１便／日とし、納期データは、次に示す２つを設

定した。

�１ 郵便日数表をベースに、地域間輸送時間を設

定

現行の送達日数を基にした納期データによるシ

ミュレーションを行い、�１で求めた翌日配達エリ

アと車両台数、総走行距離、総稼働時間を求めた。

�２ 通常郵便物の影響を取り除いた場合の地域間

輸送時間を想定

引受終了時間を１９時、集配局から地域区分局ま

での輸送時間及び地域区分局での区分時間をそれ

ぞれ１時間とし、集配局への到着時間を７時まで、

１２時まで、１７時までと想定した場合の納期データ

を基にシミュレーションを行い、翌日配達エリア

と車両台数、総走行距離、総稼働時間を求めた。

４．３ シミュレーション結果

�１ 地域区分局の位置調整

モデル案では、どの地域区分局も広域をカバー

する必要があるため、集配局までの輸送時間が、

現行と比べ非常に伸びている。出来るだけ均一な

サービスを提供するためには、集配局の分布状況

を考慮しつつ集配局までの最大輸送時間を短縮す

ることが必要である。

集配局が多数ある地域に近い位置に地域区分局

があれば、経由局が増え結果として車両台数を少

なくすることができるが、地域区分局を偏った位

置に配置すると、集配局への輸送時間が長くなる

場合がある。中には、片道５時間を超える集配局

も存在する。しかし、地域間輸送を考えると、地

域区分局は高速道路沿いに設置することが有利で

あることから、高速道路の近傍に地域区分局を配

置することとした。

�２ 地域内シミュレーション結果

ここでは、地域内の輸送状況を現行と比較する

ため、中国地方のシミュレーション結果を表３に

示す。

モデル案は車両台数、総走行距離、総稼働時間

とも、現行と比べ格段に減少している。このよう

に地域内の輸送コストは減少すると思われるが、

一方で本研究の検討外となっている集配コストの

増加が考えられる。

また、当初予定したステーションによる差立集

中は輸送時間２時間では発生せず、各集配局から

表３ 中国地方の地域内

モ デ ル 案 現 行

地域区分局：２局 集配局：２６局 地域区分局：８局 集配局：５３０局

車両台数 総走行距離 総稼動時間 車両台数 総走行距離 総稼動時間

２～４t

２９台／目
５，５００km／日 １００時間／日

軽自動車～４t

３２１台／日
４４，６００km／日 １，３００時間／日
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地域区分局：　74局�

集配局　　：4,944局�

東京小包局を基点�

（通常・小包併送）�

地域区分局：　30局�

集配局　　：390局�

東京小包局を基点�

地域区分局：　74局�

集配局　　：4,944局�

地域内輸送時間：１時間�

区分時間　　　：１時間�

東京小包局を起点�

地域区分局へ直行便が出されている。ステーショ

ンで差立集中を行うには、地域内輸送時間を３時

間程度以上見込まなければならないが、この場合、

地域区分局相互間の輸送時間が縮小され、送達速

度が下がることになる。従って、本モデルではス

テーションでの差立集中は行わず、現在と同様地

域区分局で区分する方が良いことが分かる。

�３ 地域間シミュレーション結果

地域間シミュレーション結果は、表４に示すと

おりで、地域区分局間においては、モデル案の方

が現行より車両台数、総走行距離、総稼働時間に

おいて有利であることがわかった。

地域区分局間輸送において、荷まとめ局である

センターを設置するとしないとでは、車両台数に

おいて約２割、総走行距離及び総稼働時間で約４

割程度相違があることが判明した。このことから、

本モデル案の場合、輸送コスト削減の１方策とし

てセンターの設置は有効であることが検証された。

�４ 翌配エリアの変化

図８に引受終了時刻を１９時とした場合の東京小

包局を基点にした現在の翌日配達エリアを、図９

にモデル案の翌日配達エリアを、また、図１０には

現行の地域区分局で通常郵便物の処理の影響を受

けずに小包郵便物が処理されたと仮定した場合の

翌日配達エリアを示す。図の網掛け部分が翌日配

達エリアであり、薄い網掛け部分は、翌日の午前

に配達が可能なエリアである。

表４ 地域間シミュレーション結果

車両台数 総走行距離 総稼動時間

モデル案
２t～１０t車

１８５（２１８）台／日
１５８，０００（２２７，０００）

km／日
２，４００（３，３００）

時間／日

現 行
２t～１０t車

８６６台／日
６２１，０００km／日９，８００時間／日

（ ）内は、センター機能を設定しない場合

図８ 現行の翌日配達エリア（１９時締め）

図９ モデル案の翌日配達エリア（１９時締め）

図１０ 通常の影響を除いた翌日配達エリアを想定

（１９時締め）
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図８、９から、モデル案の翌日配達エリアは、

現行（現状の通常郵便物・小包郵便物併送）と比

較しあまり変わらないが、午前配達エリアは拡大

していることがわかる。現行は、通常郵便物と小

包郵便物を併送しているため、小包郵便物より長

い通常郵便物の局内処理時間を考慮した輸送ネッ

トワークとなっている。通常郵便物の処理時間の

影響は特に早朝発生するため、モデル案のように

通常郵便物と切り離した場合の午前配達可能エリ

アの拡大は、もっともな結果と言える。つまり、

午前配達エリアの拡大は地域区分局の統合の影響

ではなく、小包郵便物専用便としたためである。

しかし、モデル案の午前、午後配達エリアで表示

されている地域の中で、地域区分局から片道２時

間を超える集配局（３割程度）については、翌日

の午前または午後配達エリアとはならないことか

ら、一部の地域については現行より送達速度が低

下することになる。

図１０に現行のシステムにおいて、通常郵便物の

影響を除いた場合の翌日配達エリアを地域内輸送

時間及び区分時間を各１時間として想定してみた。

図９、１０からわかるように、モデル案と現行シス

テムから通常郵便物の影響を取除いた場合を比較

すると、後者の方が翌日配達エリアと午前配達エ

リアが広いことがわかる。しかし、現行の７４地域

区分局と４，９４４集配局体制では荷量がまとまらな

いため、現行のシステムから単純に小包郵便物を

切り離すことは、輸送コストの増加を招くなど現

実的でない。

５ まとめ

５．１ モデル案の評価

本モデル案は、送達速度の向上を目指し、小包

郵便物専用の輸送ネットワークを検討するため、

地域区分局数３０、集配局数３９０と現在の輸送ネッ

トワークと比べ、非常に少ない局数を想定した。

シミュレーション結果から、送達速度の向上を

図るため小包郵便物専用の輸送ネットワークを構

築することは意味があると思われるが、過度の局

の集約は送達速度に悪影響を及ぼすことがわかっ

た。

また、輸送コストという面では、最終的には通

常郵便物に係る輸送コスト及び集配業務を考慮し

なければ判断できないが、局の集約は、輸送コス

ト削減の可能性があることがわかった。

以下に、本モデル案の主な特徴を示す。

［メリット］

・午前配達エリアの拡大（約３割の集配局受持エ

リアを除く）

翌日配達エリアは現在と変わらなかったが、

午前配達エリアは大幅に拡大した。しかし、対

象地域は、地域内輸送が２時間以内であり、こ

れを超える地域（３割程度）は午後配達または

翌々日配達となる。

・局間輸送コストの削減の可能性

小包郵便物専用の輸送ネットワークにおける

現行・モデル案との比較では、輸送コストの削

減の可能性はあるが、最終的には通常郵便物に

かかる輸送コストを踏まえて検討する必要があ

る。

・作業の効率化

現在、手作業で行っている区分作業を機械に

より集中処理することができる。

［デメリット］

・集配業務への影響

本モデルのシミュレーション結果から、輸送

コストは現行より減少する可能性はあるが、集

配コストは増加の可能性がある。

・集中化の影響

局舎施設については増築または新築が必要と

なる。また、区分機は集配局レベルにおいても

必要となる局があり、現在と比べ必要台数が増
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えることになる。

小包追跡システムにおいては、リアルタイム

な情報入力が必要であるが、短時間にこれまで

の１０倍以上の荷量を処理するため、要員増の可

能性がある。

５．２ 本モデル案が抱える課題

�１ 集中化の影響分析

�１ 局舎施設

集配局で１２パレット／局以上、地域区分局で１５０

～２００パレット／局の到着処理をするため、現行の

局舎を使用することは困難であり、増築または新

築する必要がある。

�２ 区分機

現在の地域区分局体制と比べ、相当数の区分機

が必要となると考えられることから、イニシャル

コスト及びランニングコストが増える。また、現

行システムと比べ機械処理率は向上するものの、

機械の総稼働率は２～３時間／日と低いため、機

械処理に関する詳細な分析が必要と思われる。

�３ 小包追跡システム

集配局では、追跡システムのデータ入力を携帯

端末機で行っているが、短時間にこれまでの１０倍

以上の小包郵便物の処理を行うことになるため、

追跡システムに伴う要員増が考えられ、詳細な分

析が必要と思われる。

�２ 地域内輸送コストの詳細分析

集配局への荷量が、地域内で使用する最大車両

の４t（１２パレット搭載可能）を超すため、地域

区分局から１つの局に対し、複数の車両で輸送す

ることになり、２台目以降の車両は片荷となる。

また、複数の車両を使用しないためには、車両ト

ン数に応じ各集配局の発着場等の整備が必要とな

る。

�３ 輸送ネットワーク構造から見た送達速度と輸

送コストの分析

モデル案は、送達速度の向上を第１目的にした

が、より効率的な輸送についても考慮し、多階層

の輸送ネットワークを提案した。しかし、一般的

には多階層の場合、中継地点の増加による時間的

ロス（待ち時間）が問題となる。この待ち時間は

送達速度と輸送コストに影響を及ぼすことになる

ため、待ち時間をどの程度にするかは重要である。

従って、送達速度と輸送コストのバランスを考慮

した検討が必要と考える。

�４ 郵便番号の付定方法

本モデル案は、小包郵便物輸送の理想像を目指

したもので、現在の集配局ごとに定められた郵便

番号（７けたの番号の上３または５けた）を考慮

していない。結果的には、現在の郵便番号とモデ

ル案の小包集配局が一致していないため、通常郵

便物と小包郵便物の区分方法が異なってくること

になる。この問題を解決する方策として、小包郵

便物の専用の郵便番号を付定することが考えられ

るが、郵便番号の複数化が、お客様や郵便物処理

システムにどのように影響するか検討する必要が

ある。

�５ 集配業務への影響

本モデルを検討するに当っては、地域区分局間

輸送に着目したため、集配形態については検討し

ていない。しかし、今後様々な輸送ネットワーク

モデルを検討するには、集配形態についての検討

も必要である。

本モデルにおける集配への影響として、次のよ

うなものがあげられる。

�１ 配達エリアの最適化

集配局の受持エリアは、現在の平均約１０倍とな

り、配達エリアまでの輸送時間も現在と比べ２倍
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を超えることも考えられる。

従って、配達エリアの広域化が可能かどうかの

検討及び広域化が可能な場合において、配達エリ

アをどの程度にすれば最適化が図れるかという検

討が必要となる。

�２ 配達方法

配達エリアまでの輸送距離が長いため、昼に一

時帰局することは困難である。

従って、朝、地域区分局から到着した下り１号

便を配達する職員と、遠方から地域区分局に届き

昼に集配局に到着する下り２号便を配達する職員

は別になることが考えられることから、要員増と

ならないような配達方法を検討する必要がある。

�３ 集荷、再配達依頼への対応

配達エリアが広く、また局から配達エリアまで

の距離が長いことから、お客様から集荷や再配達

依頼があっても、迅速な対応が難しいためサービ

ス低下とならないような仕組みを検討する必要が

ある。

�４ 持ち戻り郵便物の対応

本モデル案では、集配局までの距離が長いこと

から、お客様が窓口受取りすることは考え難く、

結果的に翌日配達とならないケースが増えるため、

サービス低下とならないような仕組みについて検

討する必要がある。

�５ 取集方法

取次所や無集配局から小包郵便物を取集する場

合、長距離少量輸送が増え取集コストが増加する

可能性がある。

�６ 総合局における配達システムの検討

現在は、総合局のような小規模な集配局におい

ては小包郵便物と通常郵便物を一緒に配達してい

る。しかし、本モデル案では、小包郵便物専用の

配達網を構築することを前提としたため、通常郵

便物の輸送ネットワークのみならず配達ネット

ワークの再構築が必要となる。

また、小包郵便物及び通常郵便物の配達は、ダ

ブルネットワークになると思われるが、現在のシ

ステムと比較し、配達要員増とならないよう配慮

されなければならない。

�７ 配達車両の大型化

現在、小包郵便物の配達は軽自動車で行ってい

る。しかし、本モデル案では、広域配達をするこ

とになるため、車両の大型化につながる。従って、

小包郵便物配達受託者を含め、車両の大型化への

対応の可能性について検討する必要がある。

５．３ 今後の課題

本モデルは現実とはかなり乖離したものではあ

るが、どの要素がどのように影響するかを検証す

る中でシミュレーション結果から、今後検討する

内容について一つの方向性を見出すことができた。

今後は、集配局数、地域区分局数、輸送便数を

パラメータとし、更にいくつかのモデルを想定し

シミュレーションによりその有効性を検証する必

要があると考える。
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今回から三回にわたって、ITと金融の関わり

について述べていきたい。ITが現代の経済を本

質的に変化させるものであるかどうかは、意見が

分かれるところである。しかし、日本の金融業の

場合は、これまで先送りしてきた変革が一挙に発

生する時期と重なっために、ITがなおいっそう

この変革を加速する可能性が高い。以下ではIT

が果たす役割を概論ふうに述べるのではなく、む

しろ個別の（しかもまだそれほど知られていない）

題材について重点的に採り上げるので、一見かな

り風変わりなものになるかもしれない。しかし近

い将来にこれらの要因は極めて重要になると筆者

は考えている。まず第一回として今回扱うのは、

電子取引所と金融の関わりである。なお、必要に

応じて筆者が既に雑誌などに発表した材料も含め

ていくことをお断りしておく。

銀行業参入については、ソニーとイトーヨーカ

ドーなど「異業種」からの算入構想が話題になっ

てきた。両社は消費者ないし個人を主な顧客（預

金者・貸出先）として想定している。既存銀行が

新設したネット銀行も同様である。これに対して、

いわゆるB２B（Business to Business、企業間電

子商取引）市場の付随サービスとして、金融機能

が注目されるようになってきた。B２B市場はイ

ンターネットの普及によって初めて出現した現象

である。そこから派生する金融機能は、これから

の企業金融、とくに中小企業金融のあり方や銀行

貸出の存在意義を根幹から変えてしまう可能性を

持っている。

EDIから電子取引所（MP）へ

９０年代半ばまで、企業間電子取引ないし電子商

取引の構想は、もともと取引関係のあった企業１

社と別の１社が、財・サービスの価格・規格・数

量のデータを電話やFAXではなくデジタルで（コ

ンピュータ同士のデータ通信で）交換して、取引

を迅速・正確に行おうというものであった。デー

タ交換の方法としては、１社と１社の専用線を開

設し、大型のホストコンピュータを使うことが想

定されていた。簡単に言えば、これがEDI（Elec-

tronic Data Interchange）である。そして次の段

階として、売り手１社（例えば電子機器のCisco

Systems社）が、多くの買い手を募ったり、逆に

買い手１社（例えばGM）が多くの売り手（部品

メーカー）を募るような、オークション型に発展

した。調達したい部品や販売したい部品の仕様・

規格・数量などのデータをインターネットで流し

て、応札する企業を募るのである。この場合の

データ交換は、多くの参加者が加わる必要性から、

専用線ではなくインターネットが用いられるよう

になった。そのため専用線を使ったEDIの簡易版

という意味でEDI Liteとも呼ばれている。これに

よって、従来事実上参加できなかった中小零細企

業も、電話回線とパソコン１台さえあればオーク

視 点

ITと金融�１ 電子取引所の金融機能

東京都立大学教授 日向野幹也
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ションに加われるようになって、裾野が一挙に広

がった。

さらに進んで、売り手も買い手も多数で、取引

される品目だけが同一分野に属しているような多

対多の電子取引所とでも呼ぶべきもの（MP, mar-

ketplace）が現在急速に発展しつつある。自動車

部品を例にとれば、当初オークション型でそれぞ

れ 独 立 し て い たGM系 のTrade Exchangeと

フォード系のAuto Exchangeという部品調達

ネットワークにダイムラークライスラーを加えた

３社合同で、多対多の電子取引所が準備されてい

る。我が国においても、鉄鋼流通、物流（空荷情

報の交換）、家電補修部品の受発注などにMPを

用いる試みが始まっている。

オールドビジネスのIT活用

こうした新型の電子商取引について注目すべき

点をいくつか挙げておこう。第一に、こうした展

開が可能になったのはITのうちでも特にここ４、

５年のインターネットの普及の力が大きいことは

いくら強調しても強調しすぎることはない。単に

コンピュータをネットワークで結んでデータを処

理するというだけなら、古くから行われてきたこ

とである。全銀システムもそうである。ところが、

公衆電話回線やCATVなど、多様でだれにでもア

クセスできる回線と小型のパソコンだけで参加で

きるネットワークつまりインターネットで企業間

のデータ交換ができるようになったことの意義は

極めて大きい。大型で高価なホストコンピュータ

も専用線も要らないからである。

第二に、電子取引所設立の動きは、これまで

IT革命をリードしてきたベンチャー企業ではな

くて、自動車部品などの古い産業でむしろ盛んな

ことである。取引の電子化率でみると自動車と電

気・電子産業が今のところずば抜けているが、こ

れらに続いて、鋼材など各種素材や運輸・物流、

紙・事務用品など、むしろオールドビジネスとい

うべき産業で電子化率が高まっている。このよう

に、電子取引所・オークションには、ベンチャー

が開発してきたITの成果を、古い大企業が取り

入れて積極的に利用するようになってきたという

面がある。

証券取引所とMP

金融業全般を考えてみると、MPに相当するも

のはすぐに見つかる。証券取引所はその最も伝統

的な（IT以前からある）形であると言ってもよ

い。昔からの証券取引所に加えて最近は店頭市場

を電子的に再組織してさらに効率的に証券（とく

に債券）を取引しようという動きがある。私設の

ネット債券取引所である。ある意味では、いま起

きているMP設立ブームは、一般の財に関して証

券取引所や商品取引所を作ろうとしているような

ものと言ってもよい。それと並行して、証券の中

でも従来取引が薄く流動性が低かった社債につい

てもITの力を借りて、より効率化しようという

動きが生じている。それがネット債券取引所なの

である。

ところで、経済学から見ると、MPの流行は現

実の方から理論に向かって歩み寄ってきたかの観

がある。というのは、取引所においては他の場所

に比べて価格や財の種類の情報が周知徹底されて

いて、一物一価が成立しやすい。これはミクロ経

済学が前提にしている状態である。MPはITの力

を借りて一般の財についてもそのような状態を作

り出す役割を持っているのである。逆に言うと、

MP開設以前の財の市場においては、一物一価の

成立度がより低かったものと考えられる。

最近になってそうなってきたのは、インター

ネットのように、足回りを選ばず、比較的小規模

のデータ交換にもコスト不利にならないような通

信インフラが出来てきたからに他ならない。また、
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従来から地理的には集中しておらず、いわゆるテ

レホンマーケットである外国為替市場などについ

ても、今後ますますネットを利用した効率化が行

われていく可能性があるだろう。このように、

ITの普及によって、「しじょう」（market）と「い

ちば」（marketplace）の違いがますます小さく

なっていくのである。その行き着いた先が、経済

学の想定する価格メカニズムであるとも言えよう。

なぜ銀行貸出にはMPがないか

ところが銀行業とくに貸出については企業間の

MPにあたるものは見あたらない。確かに消費者

向けのネット銀行は存在する。それから、逆の極

端として、既に述べたように社債やCPについて

ネット上のMPで流通市場を構成するビジネスが

始まりそうである。しかし、例えば社債を発行で

きないような中小企業が借り入れを行いたいとい

う申し入れに対して、貸し手が直接に応札する

オークションやMPは今のところ見あたらない。

なぜ中小企業への貸出についてMPのようなもの

が無いか。この問題に対しては経済学はかなり前

から、「財の質が、借り手の将来の支払い能力に

直接依存するため、財の規格化・標準化が困難だ

から」という解答を与えている。ここから、中小

企業に対する貸出は伝統的な銀行業の最後の牙城

であるとも言えなくもない。規格化・標準化が困

難であれば、質を左右する個別の事情を調べて自

ら貸し出すかどうか審査する。そうした事前の審

査と事後のモニタリングにおいて、（社債やCPを

買う）投資家に比べて専業の利益と規模の利益を

発揮できればそれが銀行（およびノンバンク）の

存在意義になると考えられるからである。ここで

言う専業の利益とは、ひらたく言えば、貸出ばか

りしている企業の方が効率的に審査とモニタリン

グを行える、という前提であり、他方規模の利益

とは、単発で貸すのでなく頻繁に多くの貸し手に

貸す企業の方が効率的に審査とモニタリングを行

えるという前提である。この二つの前提条件をク

リアしている企業の筆頭が銀行という業態の企業

であるならば、なるほど中小企業金融は銀行の牙

城であろう。ところが、この規模の利益・専業の

利益は銀行やノンバンクの外側にも発生しうる。

その一つは実はいままで説明してきたMPである。

一般財のMPに生ずる債権債務

金融サービスではなく、部品や鉄鋼といった一

般の財の電子取引所（MP）で取引が成約したと

しよう。その売買契約から財の引き渡し債権債務

と、代金債権債務が発生する。このうちまず代金

債権債務について考えよう。買い手が銀行口座経

由で払っても構わないが、例えば取引所が会員制

で、会員間に発生する代金債権債務については取

引所がさまざまな形で追加サービスを供給するこ

とができる。例えば株式のように、保証金を積ん

だ上での信用取引。または、一定期間後に差額だ

けを決済する（株式の清算取引のような）方式。

あるいは売り手には即金で取引所が立て替え払い

し、買い手が取引所に対して債務を負って後から

弁済する方式。さらに、買い手の債務に対して取

引所が支払い保証をつける方式もありうる。

これらはいずれも実質的な貸出を必要とする

サービスである。そして貸出は取引所が行っても

良いし、取引所と提携する銀行やノンバンクが

行ってもよい。強調すべきことは、取引所会員が

個別に取引している銀行から必ずしも借りなくて

よいこと、さらに、取引所がまとめて会員に貸す

として、取引所が提携するのは銀行でなくても構

わないということである。例えば、代金債権を取

引所がまとめてリース会社に債権譲渡してもよい。

実はこれは鉄鋼を取引する我が国のMP「メタル

サイト」で計画されていることである。鉄鋼の売

買が成約すると、売り手となった会員はリース会
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社のwebサイトに行って、売掛債権をただちに

リース会社に売却すればキャッシュを得ることが

できる。

こうしたファクタリングは、リース会社やファ

クタリング会社がこの会員の支払い能力を評価す

る材料を持っていない場合には、買い取り値は低

く、つまり割引金利・手数料が高くなってしまう

であろう。が、このMPのように、平素から会員

の取引状況・支払い状況の情報をMP側・それと

提携しているリース会社等がリアルタイムで把握

できる場合には、審査とモニタリングのための情

報には事欠かない。むしろ銀行よりも情報上有利

な可能性すらある。会員のキャッシュフローを相

当程度まで把握できるからである。信用力が劣る

新会員・中小会員に対しては手数料をとって支払

いを保証するようなサービスも可能であろう。こ

れらはいずれも、新しい形の（中小）企業金融を

含んでいると言ってよい。

MPの金融機能は「異業種」か？

もちろんこうした審査・モニタリング・貸出

（売掛債権買い取りや支払保証）を行うのが銀行

であってもよい。銀行であってもよいのだが、銀

行の情報上の武器と言われて久しい「決済口座」

はここではあまり優位として威力を発揮できない

のである。というのは、MP上で常時発生し続け

る代金債権債務の情報はMPに蓄積するが、この

全てに銀行が関与できる保証はなく、相殺の済ん

だ最後の帳尻部分の法的な決済だけで銀行が使わ

れるということも充分にありうるからである。

この例からも分かるように、ふつうに「決済」

と呼ばれるサービスには二種類のレベルがある。

一つはMPで言えば会員間にグロスに発生する代

金債権債務を弁済すること。これは必ずしも銀行

を使う必要はなく、会員間で相殺したり、売り手

会員がリース会社に代金債権を売って得たキャッ

シュで代金債務を返済することなどが可能である。

もう一つはそうした第一レベルの調整を済ませた

後、最終的に銀行預金の振り替えによって法的な

債権債務関係を解消するために行われる決済であ

り、資産について行う登記の変更に相当する手続

きである。銀行が関与を約束されているのはこの

第二のレベルだけであり、しかも審査やモニタリ

ングのための情報源としては不足になりがちであ

ろう。MPに関しては銀行は第一レベルの決済や

以下にふれる物流も取り込んで全体で低料金で利

用できるようなパッケージを提供する等の工夫が

ないと独自性を発揮しづらいのである。その意味

では、MPで代金債権債務が発生したらその現場

でただちに資金を手当てするサービスは金融業と

してはむしろ自然な姿であるばかりか、より効率

的である可能性もあるので、これを「異業種」と

呼ぶのは単にこれまでの経緯を指しているだけで

あるとも言えよう。

MPの物流面とエスクローサービス

MPで発生するもう一つの債権債務関係は財の

引き渡し債権債務である。確実な質の財が確実に

納品されることが買い手にとって重要である。こ

れが保証されなければそのMPは利用されなくな

るだろう。そこで、MP主催者が売り手を審査・

監視して契約を確実に守らせる必要がある。その

意味でMP主催者が会員間の財の物流を把握しよ

うとするのは自然なことである。ある会員企業が

納期を守れない事態に陥った時には他企業からさ

しあたり代わりに納品させるようなサービスに対

しても需要があるかもしれない。以上を要するに、

会員同士の売買注文をマッチングさせる一方、会

員の供給能力と支払能力を把握し、物流と決済を

管理すること。これがMP主催者の条件になるだ

ろう。現状ではエスクローサービスと呼ばれるビ

ジネスがこれに最も近い。
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電子商社金融の可能性？

筆者は２年ほど前、MPの金融機能をもっと拡

張したものを空想して「電子商社金融」と呼んだ

ことがある。現状のMPは、一つの同じ分野の財

について一つずつ成立しているものが多い。今後

もっと品目を増やしていって、例えばある製造業

の企業が調達する原材料全てと、生産販売する製

品の全てを一カ所のMPで売買できるようになる

可能性はないだろうか。もしそうなると、この企

業が売買する全ての財がこのMPを通ることにな

り、従ってこの企業のキャッシュフローはMPで

全て把握されることになる。従って運転資金を借

り、余裕資金を運用する相手としてはこの拡張型

MPが一番効率的であろう。審査とモニタリング

の即時性・効率性において銀行は太刀打ちできな

い可能性がある。

MPの主催者が電子的な商社とも言えることか

ら、このような金融のことを、電子商社金融と呼

んだのである。これが果たして現実のものとなる

かどうかは今後のITの動向、とりわけコスト次

第ではないかと思われる。
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○日銀短観（12年９月調査）・・全国大企業・製造業の業況判断は＋10と７四半期連続の改善だが改善幅は�
縮小� 

全国大企業・業況判断D.I.の推移� 全国中小企業・業況判断D.I.の推移�

（注）12年12月の値は予測値。� （注）同左。�

《ポイント》�
・日銀短観（企業短期経済観測調査､９月）によると､全国大企業・製造業の業況判断は７四半期連続で�
改善し､＋10となった｡前回６月調査時の＋３から７％ポイントの改善で､水準も97年６月調査時の＋�
13以来の高い水準となった｡しかし､改善の幅は６月調査時に比べて５％ポイント縮小しており､次�
回12月の予測についても＋11と改善は続くものの､さらに改善の幅は縮小すると見込まれている｡�
・全国大企業・非製造業の業況判断は▲９と､６月調査時の▲12から３％ポイント改善した｡次回12月の�
予測については▲４と､さらに改善することが見込まれている｡�

・中小企業の業況判断は､製造業が▲17と６月調査時の▲21から４％ポイント改善し､非製造�
業も▲24と､６月調査時の▲27から３％ポイント改善した｡次回12月の予測については､製造業が▲�
15､非製造業も▲22と､さらに改善はするものの､低迷を脱しきれない状況は続くと見込まれている。�

（出所：日本銀行10月３日発表）�

【概　要】�
全体�

内需面�
・８月の実質家計消費支出：前年同月比－4.1％（４か月連続の減少）。�
・８月の新設住宅着工戸数：年率換算値で103.6万戸（４か月連続の減少）。�
・８月の機械受注（船舶･電力を除く民需）：前月比＋26.6％（２か月ぶりの増加）。�
・８月の公共工事請負金額（前払金保証実績）：前年同月比－7.1％（３か月連続の減少）。�
外需面�
・８月の通関貿易黒字：前年同月比－12.6％（２か月連続の縮小）。�
生産面�
・８月の鉱工業生産指数：前月比＋3.3％（２か月ぶりの上昇）。�
・８月の在庫率指数（＝在庫／出荷）：前月比－5.9％（２か月ぶりの低下）。�
雇用面�
・８月の完全失業率：4.6％（前月比0.1％ポイント改善）。�
・８月の有効求人倍率：0.62倍（３か月連続の改善）。�
物価面�
・８月の全国消費者物価（生鮮食品を除く総合）：前年同月比－0.3％。９月の国内卸売物価：同＋0.1％。�

（｢良い｣-｢悪い｣、％ポイント）� （｢良い｣-｢悪い｣、％ポイント）�
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月例経済・金融概観�

日 本 経 済 �

景 気 の 現 状 �

・景気は緩やかな改善を継続｡各種の政策効果やアジア経済の回復等の影響はやや薄らいでいるものの､�
企業部門を中心に自律的回復に向けた動きが続いている｡個人消費は収入が下げ止まってきたが､概ね横�
ばい｡住宅建設はマンションの着工が減少したが､全体では概ね横ばい｡設備投資は持ち直しの動きが続�
いており､公共投資は前年に比べて低調な動き｡輸出は欧米向けに減速がみられるものの､アジア向けを�
中心に緩やかに増加。生産は堅調に増加｡雇用情勢は依然として厳しいものの､残業時間や求人が増加傾�
向にあるなど改善の動きが続いている｡�

郵政研究所月報 ２０００．１１ 32



○実質家計消費支出･････８月は前年同月比－4.1％と4か月連続の減少�

（注）シャドーは景気後退期を示す�

家　　　　　計�

《ポイント》� 
・実質家計消費支出は､「家具・家事用品」��
が前年同月比２桁減となったのをはじめ�
「交通・通信」や「住居」等のマイナス寄�
与が大きく､全体では同－4.1％と４か月�
連続で減少した｡�
・小売業販売額は､７業種中「燃料」や「自動�
車」小売業など３業種がプラスに寄与した�
が､「各種商品」や「飲食料品」小売業など�
が大幅に減少し､全体では前月より0.7％�
ポイント悪化の前年同月比－1.3％と41か�
月連続の減少となった｡�

（出所：総　務　庁　10月５日発表�
通商産業省　９月27日発表）�

○鉱工業生産･････８月の鉱工業生産指数は前月比＋3.3％と２か月ぶりに上昇�

生　　　　　産�

《ポイント》�
・出荷指数は前月比＋3.7％と２か月ぶりに�
上昇した。在庫指数は同＋0.1％と２か月�
ぶりに上昇した。在庫率指数は前月比－�
5.9％と２か月ぶりに低下した。�

・生産予測指数は、９月が前月比－2.5％、�
10月が同＋1.7％と一旦低下した後、再び�
上昇と見込まれている。�

・通産省は、｢生産は上昇傾向で推移してい�
る｣とし、総括判断を９か月ぶりに上方修�
正した。�

（出所：通商産業省　９月28日発表）�

○機械受注（船舶･電力を除く民需、季節調整値）･･････８月は前月比26.6％�

設　備　投　資�

《ポイント》�
・製造業が前月比＋10.0％、非製造業が同�
＋40.7％と非製造業が極めて高い伸びと�
なった。通信業（同＋72.6％）が極めて大�
きなプラス寄与となったほか、金融･保険�
や電気機械などの寄与も大きい。�

（出所：経済企画庁10月10日発表）�
・８月の資本財出荷指数（除く輸送機械、季�
節調整値）は前月比＋7.8％。�

（出所：通商産業省９月28日発表）�
・８月の建築着工床面積（民間非居住用）は�
前年同月比＋14.8％。�

（出所：建設省　９月29日発表）�
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○完全失業率（季調値）･････８月は4.6％と前月比0.1％ポイント改善�
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（注）四半期平均。Ｈ12.Ｑ３は７、８月平均値。�
　　　シャドーは景気後退期を示す。�

雇� 用�

《ポイント》�
・完全失業者数は､前年同月比10万人減少し�
非自発的離職者､自発的離職者ともに減少�
した｡雇用者数は４か月連続で増加してい�
るが､自営業主等の減少から就業者数全体�
では同31万人の減少となっている。�
・有効求人倍率（季調値）は､0.62倍と前月�
を0.02ポイント上回った｡これは､有効求�
職者数が前月比で1.0％増加したことに対�
し､有効求人数が前月比で2.9％増加した�
ことによる上昇である｡また､新規求人倍率�
（同）は､前月比横ばいだった｡�

（出所：総務庁　９月29日発表�
労働省　９月29日発表）�

○通関貿易収支･･････８月の通関貿易黒字は前年同月比－12.6％と２か月連続の縮小�
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年�

国　際　収　支�

《ポイント》�
・輸出は､アジア向けが前年同月比で15か�
月連続のプラスとなり､米国向け及びＥ�
Ｕ向けも２か月ぶりのプラスとなったこ�
とから､全体でも同＋12.5％と10か月連�
続のプラスとなった｡�

・輸入は､ＥＵからの輸入が３か月ぶりのプ�
ラスとなり､米国及びアジアからの輸入�
もプラスを続けたため､全体でも同＋�
18.3％と10か月連続のプラスとなった｡�

・この結果､通関貿易黒字は､前年同月比�
－ 1 2 . 6 ％の 6 , 0 9 0 億円となり ､２か�
月連続で前年同月の水準を下回った。�

（出所：大蔵省　９月27日発表）�

完全失業率�
（左軸）��

有効求人倍率�
（右軸、逆目盛）��
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〇雇用の現状･･･９月の非農業部門雇用者数は、前月差＋25.2万人の増加�

（注）シャドーは景気後退期を示す。�

《ポイント》�

・９月の非農業部門雇用者数は、前月差＋25.2万人の増加となり、３か月ぶりに増加に転じた。電話会�
社のストと、国勢調査のための臨時雇用の影響を除くと同＋20.4万人の増加となる。内訳をみると、建�
設業が同＋3.0万人増加したものの、製造業は同－6.6万人となり、財生産部門では同－3.7万人の減少�
となった。サービス生産部門では、政府雇用が同－3.6万人減少したものの、全体では同＋28.9万人の�
増加となり、堅調な推移に戻った。�

・失業率は、前月より0.2％ポイント低下し、４月と並び30年来の低い水準となった。この１年間は3.9
～4.1％の間での推移が続いているが、依然として雇用の逼迫が緩和されていないことを示している。イ�
ンフレ関連指標とされる平均時給は、前月比＋0.2％の上昇となった。９月の総労働投入量は、前月比＋�
0.3％の増加となったが、７－９月期では前期比＋0.1％と92年１－３月期以来の低い伸びとなってお�
り、実質ＧＤＰ成長率の伸び率の鈍化を予想させる結果となっている。（出所：労働省　10月６日発表）�

〇生産者物価指数（８月）…季節調整済み前月比－0.2％の下落�
消費者物価指数（８月）…季節調整済み前月比－0.1％の下落�
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《ポイント》�
・８月の生産者物価指数は、前月比－0.2％�
の下落となった。ガソリンが同－2.8％下�
落したこともあり、エネルギー全体では同�
－0.7％の下落となっている。変動の大き�
い食品・エネルギーを除いたコアは、同＋�
0.1％の上昇となっている。�

・８月の消費者物価指数は、前月比－0.1％�
と、86年４月以来の下落となった。生産�
者物価と同様に、エネルギーが同－2.9％�
下落しており、コアは同＋0.2％の上昇と�
なっている。�

（出所：労働省　９月14日発表）�
同　　　９月15日発表）�
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上昇傾向の管内�

横ばい傾向の管内�

下降傾向の管内�

（○：上昇、―：横ばい、×：下降）�
７月� ８月� ９月� 10月� 11月� 12月� 12年１月� ２月� ３月� ４月� ５月� ６月� ７月�

北海道� ×� －� －� ○� ○� ○� ○� ○� ○� －� ×� ○� ○�
東　北� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
関　東� ×� ×� －� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
東　京� －� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
信　越� ○� ○� －� ×� －� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
北　陸� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
東　海� －� －� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
近　畿� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
中　国� ×� －� －� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� －�
四　国� －� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
九　州� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�
沖　縄� －� ×� ×� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� －� ○� －�

全国� －� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○� ○�

総 合 的 な 指 標 の 動 き �

７月の鉱工業生産指数（季節調整値）は､全管内で前月比下降となった｡有効求人倍率（季節調整値）は､�
東北､中国､沖縄管内が前月比下降､その他９管内が同上昇となった｡大型小売店販売額（店舗調整済）は､沖�
縄管内が前年比増加､その他11管内が同減少となった｡建設関連の指標のうち新設住宅着工戸数は､沖縄等�
７管内が前年比減少､その他５管内が同増加となった｡建築着工床面積は､北海道､東京､四国管内が前年比�
減少､その他９管内が同増加となった｡新車販売台数については､沖縄等８管内が前年比減少､その他４管内�
が同増加となった｡実質家計消費支出は､東海等８管内が前年比減少､四国等４管内が同増加となった｡�

（資料）①：通商産業省、各都道府県　②：労働省　③：通商産業省　④：建設省　⑤：日本自動車販売協会連合会　⑥：総務庁�
　　　　なお、管内ごとのデータについては、各都道府県別データをもとに郵政研究所にて集計�

《７月の動き》�

・上昇傾向の管内　：北海道、東北、関東、東京、�

信越、北陸、東海、近畿、�

四国、九州�
・横ばい傾向の管内：中国、沖縄�
・下降傾向の管内　：なし�

※　以下の指標を用いて郵政局管内別地域経済総合指標（ＣＩ）を�
作成し、後方３か月移動平均後の前月比増減をもとに傾向を判�
断する。�

一致指標…鉱工業生産（季節調整値）、有効求人倍率（季節調整�

値）、大型小売店販売額（店舗調整済）、入域観光客数�

（沖縄のみ）�

先行指標…新設住宅着工戸数、建築着工床面積（商工業・�

サービス用）、新車販売台数（乗用車）�

遅行指標…実質家計消費支出�

※　景気判断には10月10日現在発表の指標を用いており、今後新�
しい指標の公表や改定により判断を変更する場合がある。�

地 域 経 済 �

主 要 経 済 指 標 の 動 き �

北海道�東北� 関東� 東京� 信越� 北陸� 東海� 近畿� 中国� 四国� 九州� 沖縄� 全国�
鉱工業生産指数（季節調整値、前月比）� -1.0� -1.7� -6.3� -2.8� -3.1� -4.5� -2.4� -1.3� -5.5� -2.6� -3.3� -3.6� -0.9�
有効求人倍率（季節調整値、前月差）　　　� 0.06� -0.01� 0.02� 0.01� 0.05� 0.02� 0.01� 0.02� -0.01� 0.02� 0.01� -0.04� 0.01�
大型小売店販売額（店舗調整済、前年比）� -4.6� -4.4� -5.6� -5.0� -3.6� -3.3� -6.4� -5.8� -3.4� -3.2� -2.9� 0.9� -5.0�
新設住宅着工戸数（前年比）� 10.1� -4.6� -3.7� -3.0� -0.9� 0.6� -2.6� 7.6� 7.6� 2.0� -6.6� -9.4� -0.8�
建築着工床面積（商工業･ｻｰﾋﾞｽ用、前年比）� 16.5� 87.4� 87.1� -49.8� 50.5� 21.1� 38.0� 28.9� 56.0� -13.2� 37.0� 68.4� 38.4�
新車販売台数（乗用車、前年比）�（�� ��

①�
②�
③�
④�
④�
⑤�
⑥�
�

-3.1� 4.2� -0.6� -5.5� 3.8� 1.3� 0.3� -3.4� -3.9� -0.4� -1.7� -40.1� -1.5�
実質家計消費支出（前年比）�（�� -9.2� -4.5� -6.2� -4.4� -0.1� -1.5� -10.0� -0.4� 0.7� 4.8� 1.3� 2.1� -3.6�
ＣＩ平成３年＝100、後方３か月移動平均) 80.6� 81.6� 66.0� 75.8� 67.3� 72.0� 65.4� 82.1� 74.9� 80.8� 82.1� 99.9� 73.0�
ＣＩ平成３年＝100、後方３か月移動平均、前月比）�2.8� 0.4� 0.6� 1.1� 2.0� 0.7� 1.7� 1.1� -0.5� 1.0� 0.9� -0.5� 1.1�

郵政研究所月報 ２０００．１１ 36



管内別地域経済総合指標（平成３年＝100、後方３か月移動平均）の推移�
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・９月の無担保コール翌日物金利は、28日まで0.24～0.26％で推移した。29日は期末要因から0.28％に小幅上�
昇した。� （無担保コール翌日物加重平均金利：0.28％　９月29日現在）�
・９月のＣＤ３か月物金利は、27日に0.33％で取引が成立した。�

（ＣＤ３か月物金利0.33％　９月27日現在）�
・９月上旬の10年最長国債利回り（業者間）は、蔵相や経済企画庁長官の金利上昇を容認するような発言、補�
正予算に伴う国債の需給悪化観測、国債格下げの観測等を背景に６日に1.990％まで上昇。その後は、法人企業�
統計季報での設備投資の予想を下回る数字や国債増発に慎重な蔵相発言、日銀総裁が年内利上げを否定したと�
の一部報道や予想を下回る機械受注統計を受けて８日に1.845％まで急低下。国債格下げ発表後の金利上昇は限�
定的だった。�
中旬は、11日の４－６月期ＧＤＰ統計が予想をやや上回ったが影響は限定的で、株価の下落を受けて1.835％�

に小幅低下。14日に10年債発行予定額の据え置きが発表されたが、先々の発行額増額は避けられないとの見方�
から1.885％まで上昇。�
下旬は、株価をにらみながらの展開で、1.8％台後半を中心とした小動き。５年債や10年債入札に対する警�

戒感から1.900％まで上昇する場面もあったが、29日はポジション調整から1.840％まで低下。�
（10年最長国債業者間利回り引け値：1.840％　９月29日現在）�

利付金融債利回り� 
（５年､店頭基準気配）� 

10年最長国債業者間利回り�

（週終値ﾍﾞｰｽ）�

公定歩合� 

ＣＤ３か月物金利（気配値､仲値）�

国　内　金　利�

マネーサプライ�

10年最長国債�
業者間利回り�
 （日足チャート）�

（％）�
（％）�

無担保コール翌日物金利（加重平均）�

金 融 市 場 （９月期）�

・９月のＭ２+ＣＤ（平残）は前年同月比+1.9％。預金通貨が前年同月比+5.2％と前月（同+6.7％）に比べて�
1.5％ポイント低下。準通貨は同－1.7％と10か月連続のマイナス。�
・９月の貸出平残の５業態計は、前年同月比－4.0％と33か月連続でマイナス。マイナス幅は３か月連続で�
縮小。�
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日本主要経済指標�１

１９９９
１Q ２Q ３Q ４Q

２０００
１Q ２Q

１９９９
８ ９

鉱工業生産 ９８．２ ９７．８ １００．４ １０１．８ １０２．６ １０４．３ １０１．２ １００．８
前期比 １．６ －０．４ ２．７ １．３ ０．８ １．７ １．９ －０．４
前年比 －３．９ ０．２ ２．７ ５．３ ４．５ ６．６ ５．６ ３．２

鉱工業出荷 １００．２ ９９．１ １０２．１ １０４．１ １０４．６ １０６．５ １０２．５ １０２．７
前期比 １．７ －１．０ ３．０ ２．０ ０．４ １．８ １．５ ０．２
前年比 －２．９ ０．３ ３．１ ５．７ ４．４ ７．５ ５．５ ３．４

うち資本財（除く輸送機械） １０２．９ ９８．９ １０１．９ １０１．９ １０９．５ １０７．４ １０１．８ １０２．９
前期比 ３．１ －３．９ ３．０ ０．１ ７．４ －１．９ ０．９ １．１
前年比 －１２．９ －６．７ －２．３ ２．１ ６．４ ８．６ ０．８ －１．６

鉱工業在庫 ９８．２ ９６．７ ９５．１ ９４ ９４．８ ９５．７ ９５．２ ９５．０
前期比 －３．１ －１．６ －１．６ －１．２ ０．９ ０．９ ０．０ －０．２
前年比 －９．０ －９．３ －８．８ －７．３ －３．５ －１．０ －８．５ －８．０

在庫率指数 １０７．７ １０５．２ １０１．２ ９９．２ ９９．３ １００．２ １００．５ １００．９
前期比 －１．８ －２．４ －３．８ －１．９ ０．０ ０．９ －１．７ ０．４
前年比 －３．４ －６．８ －８．８ －９．６ －７．９ －４．８ －１０．１ －８．６

稼働率指数 ９４．８ ９３．１ ９６．２ ９６．７ ９８．５ ９９．０ ９６．５ ９６．８
前年比 －４．７ －１．６ １．４ ３．２ ３．９ ６．３ ２．２ ２．２

第三次産業活動指数 １０２．８ １０３．２ １０３．９ １０４．２ １０４．８ １０６ １０４．４ １０３．８
前月比 １．１ ０．４ ０．７ ０．２ ０．６ １．２ ０．８ －０．６
前年比 －０．７ １．５ １．８ ２．５ ２．０ ２．８ ２．４ １．４

実質可処分所得（勤労者世帯） １００．２ ９９．６ ９８．３ ９７．３ ９８．７ ９８．４ ９７．４ ９９．５
前期比 ０．１ －０．６ －１．３ －１．１ １．５ －０．３ －０．６ ２．２
前年比 －１．１ －０．２ －３．１ －２．８ －１．５ －１．２ －５．４ －１．３

実質消費支出（勤労者） ９６．７ ９８．８ ９７．７ ９５．８ ９６．５ ９８．７ ９７．３ ９６．０
前期比 －２．２ ２．１ －１．１ －１．９ ０．７ ２．３ －２．４ －１．３
前年比 －１．９ －０．８ －０．７ －３．１ －０．２ －０．１ －１．０ －３．７

消費水準指数（勤労者） ９７．７ ９９．３ ９７．８ ９６．２ ９６．５ ９９．７ ９７．４ ９６．３
前期比 －２．１ １．６ －１．５ －１．６ ０．３ ３．３ －２．４ －１．１
前年比 －１．９ －０．９ －１．２ －３．５ －１．２ ０．４ －１．６ －４．０

平均消費性向（勤労者） ６９．９ ７１．８ ７１．９ ７１．３ ７０．８ ７２．７ ７２．３ ６９．９
小売販売（商業販売統計） ９３．７ ９３．８ ９３．３ ９３ ９０．９ ９１．４ ９３．６ ９３．１

前期比 －０．６ ０．１ －０．５ －０．３ －２．３ ０．６ ０．４ －０．５
前年比 －４．４ －２．６ －１．９ －１．４ －３．０ －２．５ －１．６ －１．８

東京百貨店売上（店舗調整） －２．５ －１．７ －３．５ －１．８ ０．９ －２．８ －４．９ －５．４
大型小売店販売（店舗調整） －５．０ －４．６ －３．８ －４．８ －３．２ －５．４ －４．９ －１．４
新車登録台数（年率・万台） ４２３．８ ４２４．９ ４１９．６ ３９９．９ ４３６．７ ４４１．２ ４３９．３ ４２１
（含む軽） 前期比 １．７ ０．３ －１．３ －４．７ ９．２ １．０ １０．３ －４．２

前年比 ５．６ ４．８ １．８ －４ ３．０ ３．８ ６．８ ３．０
有効求人倍率 ０．４８ ０．４７ ０．４７ ０．４９ ０．５２ ０．５７ ０．４７ ０．４８

前年差 －０．１２ －０．０８ －０．０３ ０．０２ ０．０４ ０．１０ －０．０３ －０．０１
新規求人倍率 ０．８７ ０．８５ ０．８７ ０．９ ０．９５ １．０３ ０．８５ ０．８８
完全失業者（万人） ３１５ ３２０ ３２０ ３１４ ３２６ ３１７ ３１７ ３１５

前年差 ２５ １６ １１ ５ ４ －１ ２３ ２２
完全失業率 ４．６ ４．７ ４．７ ４．６ ４．８ ４．７ ４．７ ４．６
所定外労働時間（製造業：３０人以上） １３．０ １３．０ １３．５ １４．７ １４．７ １５．０ １３ １４．２
NSA 前年比 －８．９ －２．８ ４．６ ７．８ １３．６ １５．７ ４．０ ７．６
常用雇用指数（５人以上） １０１．８ １０１．５ １０１．５ １０１．５ １０１．６ １０１．２ １０１．６ １０１．６

前期比 ０．１ －０．３ ０．０ ０．０ ０．１ －０．４ ０．２ ０．０
前年比 －０．３ －０．４ －０．２ －０．２ －０．２ －０．３ －０．２ －０．１

現金給与総額（５人以上） １０１．６ １００．６ １００．５ １００．１ １０２．２ １０１．７ １００．５ １０２．１
前期比 ０．８ －１．０ －０．２ －０．４ ２．１ －０．６ １．７ １．６
前年比 －１．６ －１．２ －０．６ －０．７ ０．６ １．０ －０．３ ０．６

取引停止処分 １９４９ ２５９８ ２７２５ ２９７７ ３０２８ ３０１６ ８８２ ９３３
前年差 －１４３０ －１１５２ －６１９ ９４ １０７９ ４１８ －１４７ －１５８

倒産負債総額（１０億円） ４７４９ ４４２１ ２９４９ １４３４ ２４５８ ４４９７ ９３５ ６５９
前年差 ２０ ４８ －４０ －４３ －２２９１ ７６ －７１ －２３８１

単位労働コスト＊ １０５．４ １０４．５ １０１．６ ９９．９ １０１．３ ９８．７ １００．９ １０２．９
前期比 －０．６ －０．９ －２．８ －１．７ １．４ －２．６ ０．０ ２．０
前年比 ２．１ －１．７ －３．４ －５．８ －３．９ －５．５ －４．１ －２．２

（注）注記なきものは、季節調整済み系列。単位労働コストは、常用雇用指数×現金給与総額／鉱工業生産指数で定義。
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１０ １１ １２
２０００
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

１００．９ １０２．２ １０２．２ １０２．１ １０１．６ １０４ １０３．４ １０３．７ １０５．７ １０４．８ １０８．３
０．１ １．３ ０．０ －０．１ －０．５ ２．４ －０．６ ０．３ １．９ －０．９ ３．３
１．５ ７．０ ６．０ ６．１ ８．２ ４．５ ６．３ ７．６ ７．２ ４．２ ８．３
１０３．０ １０４．９ １０４．５ １０４．３ １０３．８ １０５．７ １０５．１ １０５．８ １０８．７ １０６．７ １１０．６
０．３ １．８ －０．４ －０．２ －０．５ １．８ －０．６ ０．７ ２．７ －１．８ ３．７
２．２ ７．４ ５．９ ５．２ ８．８ ４．７ ７．７ ８．１ ７．８ ４．６ ９．０
９７．８ １０５．０ １０３．０ １０７．３ １０６．０ １１５．２ １０４．５ １０５．５ １１２．２ １０８．４ １１６．９
－５．０ ７．４ －１．９ ４．２ －１．２ ８．７ －９．３ １．０ ６．４ －３．４ ７．８
－５．７ ７．６ ２．３ ７．３ ８．８ ７．７ ８．４ ７．１ １０．８ ６．３ ６．３
９４．２ ９４．３ ９３．４ ９４．３ ９４．４ ９５．６ ９６．０ ９５．５ ９５．５ ９５．４ ９５．５
－０．８ ０．１ －１．０ １．０ ０．１ １．３ ０．４ －０．５ ０．０ －０．１ ０．１
－８．９ －６．８ －６．６ －４．１ －４．２ －２．２ －１．４ －１．１ －０．７ ０．２ ０．２
１００．３ ９８．４ ９９．０ １００．２ ９７．６ １００．０ １０１．５ １００．５ ９８．５ １０１．６ ９５．６
－０．６ －１．９ ０．６ １．２ －２．６ ２．５ １．５ －１ －２ ３．１ －５．９
－９．８ －１０．３ －８．７ －７．８ －１０．８ －４．８ －３．６ －６．２ －４．５ －１．０ －１．０
９５．５ ９７．８ ９６．７ ９７．７ ９７．９ ９９．８ ９８．１ ９８．６ １００．４ １００．０
１．１ ４．６ ４．０ ３．５ ４．１ ４．０ ７．１ ４．９ ７．０ ５．０
１０３．５ １０４．４ １０４．６ １０５．３ １０３．６ １０５．５ １０４．９ １０５．８ １０７．４ １０６．２
－０．３ ０．９ ０．２ ０．７ －１．６ １．８ －０．６ ０．９ １．５ －１．１
２．１ ２．７ ２．６ １．６ １．６ ２．７ ２．０ ２．６ ３．７ ２．５
９９．１ ９７．７ ９５．０ ９９．４ ９９．９ ９６．８ １０１．８ ９８．７ ９４．８ ９７．７ ９８．０
－０．４ －１．４ －２．８ ４．６ ０．５ －３．１ ５．２ －３．０ －４．０ ３．１ ０．３
－２．７ －１．６ －４．２ －１．７ －０．１ －２．８ ３．４ －１．７ －５．１ －０．３ ０．６
９６．６ ９６．９ ９３．９ ９６．１ ９８．６ ９４．７ １０１．０ ９９．２ ９５．８ ９６．１ ９４．４
０．６ ０．３ －３．１ ２．３ ２．６ －４．０ ６．７ －１．８ －３．４ ０．３ －１．８
－２．５ －２．５ －４．３ －３．１ ３．９ －１．４ ３．６ －１．２ －２．６ －３．６ －３．０
９６．９ ９７．３ ９４．５ ９６．７ ９６．６ ９６．３ １０２．０ １００．２ ９６．９ ９７．３ ９５．２
０．６ ０．４ －２．９ ２．３ －０．１ －０．３ ５．９ －１．８ －３．３ ０．４ －２．２
－３．０ －３．２ －４．４ －３．１ ０．５ －０．９ ３．８ －０．８ －１．７ －２．５ －２．３
７０．６ ７１．８ ７１．６ ７０．０ ７１．５ ７０．８ ７１．９ ７２．９ ７３．２ ７１．３ ６９．７
９３．８ ９２．７ ９２．５ ９１．６ ９０．６ ９０．５ ９０．２ ９１．３ ９２．８ ９２．３ ９２．６
０．８ －１．２ －０．２ －１．０ －１．１ －０．１ －０．３ １．２ １．６ －０．５ ０．３
－０．６ －２．３ －１．２ －２．２ －３．５ －３．２ －４．１ －２．４ －１．１ －１．０ －１．１
０．３ －４．７ －１．１ ２．０ １．６ －１．０ －０．６ －２．５ －５．４ －５．６ －１．７
－０．３ －８．２ －５．９ －５．８ －０．９ －２．８ －５．２ －６．０ －５．０ －４．３ －５．７
３８４．４ ４０４．３ ４１１．０ ４６０．８ ４３１．４ ４１８．０ ４２１．４ ４４４．３ ４５７．９ ３９５．６ ４６１．１
－８．７ ５．２ １．７ １２．１ －６．４ －３．１ ０．８ ５．４ ３．１ －１３．６ １６．６
－６．９ －２．９ －２．２ ３．７ ４．７ ０．７ １．７ ３．６ ６．２ －０．７ ５．０
０．４８ ０．４９ ０．５ ０．５２ ０．５２ ０．５３ ０．５６ ０．５６ ０．５９ ０．６ ０．６２
０．００ ０．０２ ０．０３ ０．０４ ０．０４ ０．０５ ０．０９ ０．１０ ０．１２ ０．１３ ０．１５
０．９１ ０．８９ ０．９１ ０．９６ ０．９３ ０．９７ １．０２ ０．９７ １．１ １．０８ １．０８
３１４ ３１０ ３１８ ３１７ ３２９ ３３２ ３２７ ３０８ ３１６ ３１４ ３０７
２２ ５ １７ １１ １４ ９ ４ －６ －８ －１３ －１０
４．６ ４．６ ４．７ ４．７ ４．９ ４．９ ４．８ ４．６ ４．７ ４．７ ４．６
１４．４ １４．６ １５．０ １３．４ １５．０ １５．８ １５．６ １４．３ １５．１ １５．３ １４．９
５．１ ８．１ １０．３ １３．６ １２．８ １４．５ １６．４ １４．４ １６．２ １４．２ １４．６
１０１．５ １０１．５ １０１．６ １０１．６ １０１．７ １０１．６ １０１．２ １０１．２ １０１．２ １０１．４ １０１．４
－０．１ ０．０ ０．１ ０．０ ０．１ －０．１ －０．４ ０．０ ０．０ ０．２ ０．０
－０．２ －０．２ －０．１ －０．２ －０．２ －０．１ －０．４ －０．３ －０．２ ０．０ －０．２
１０２．０ １０２．１ ９６．２ １０２．８ １０２．６ １０１．３ １０２．３ １０２．３ １００．４ ９８．７ １００．２
－０．１ ０．１ －５．８ ６．９ －０．２ －１．３ １．０ ０．０ －１．９ －１．７ １．５
－０．１ ０．１ －２．１ １．３ １．１ －０．６ ０．６ ０．７ １．８ －０．１ －０．３
９５４ ９４９ １０７４ ９３５ ９０５ １１８８ １０１７ ９７３ １０２６ １０５６ １０６４
－２１６ ５ ３０５ ３３６ ３３７ ４０６ ２１５ ５４ １４９ １４６ １８２
６３３ ４０９ ３９３ ６０４ １２０７ ６４７ ９４６ １６７６ １８７５ ４２６４ １３７８
－１０７ －２４１ －７１５ －１４８ ３９４ －２５３７ －２０ ６２ ３４ ２９０９ ４４３
１０２．６ １０１．４ ９５．６ １０２．３ １０２．７ ９９．０ １００．１ ９９．８ ９６．１ ９５．５ ９３．８
－０．３ －１．２ －５．７ ７．０ ０．４ －３．６ １．２ －０．３ －３．７ －０．７ －１．８
－４．１ －５．４ －８．０ －３．６ －３．１ －５．０ －６．９ －４．４ －５．２ －５．３ －７
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新設住宅着工戸数（年率、万戸） １２１．０ １２４．７ １２３．３ １１６．８ １２６．８ １２３．６ １２６．８ １２５．９
前期比 ６．０ ３．０ －１．１ －５．２ ８．６ －２．５ ８．２ －０．７
前年比 －７．０ ２．２ ７．１ ２．３ ４．８ －０．９ ８．３ １０．５

公共工事請負金額 ２２１３ ２０５９ ２０４５ １８６１ ２０４２ １８００ １７８６ ２２２９
前期比 ３．８ －７．０ －０．７ －９．０ ９．７ －１１．９ －１５．７ ２４．８
前年比 ５２．７ －８．１ －８．２ －１２．７ －７．７ －１２．６ －６．６ －１５．３

機械受注（船舶電力除く民需） ８３５７ ８０８７ ８２６９ ８９９１ ９４３６ ９７２５ ８２４１ ８５１４
前期比 －１．３ －３．２ ２．３ ８．７ ４．９ ３．１ ２．３ ３．３
前年比 －１６．２ －９．４ －６．０ ６．２ １２．９ ２０．３ －３．８ －６．７

建築着工床面積（鉱工業商業サービス） ３．８９ ３．６３ ３．６０ ４．０９ ４．８６ ４．５１ ３．７７ ３．６７
前期比 ４．９ －６．８ －０．７ １３．５ １９．０ －７．３ １２．２ －２．７
前年比 －１５．５ －１７．１ －１５．５ １０．２ ２４．９ ２４．３ －６ －１０．７

通関収支（兆円） ３．３５ ３．１１ ３．２１ ２．５６ １．０７ １．００ ０．９５ １．１０
前年差 ０．０ －０．７ －０．４ －０．７ －２．３ －２．１ －０．２ －０．１

通関輸出数量 １１０．６ １１０．８ １１５．９ １１８．８ １２５．５ １２５．６ １１５．５ １１８．５
前期比 １．５ ０．２ ４．６ ２．５ ５．７ ０．０ １．７ ２．６
前年比 －３．０ －１．５ ４．１ ９．０ １３．５ １３．４ ５．１ ６．１

通関輸入数量 １０８．１ １０９．１ １１１．０ １１７．８ １１９．３ １２３．２ １１４．５ １１２．９
前期比 ６．９ ０．９ １．７ ６．１ １．３ ３．２ ８．３ －１．４
前年比 ４．１ ８．９ ９．４ １６．４ １０．４ １２．９ １３．８ １０．６

原油価格（通関・ドル） １１．３１ １４．８８ １８．９３ ２３．５９ ２５．９６ ２６．６ １８．９６ ２０．８５
前期比 －１８．２ ３１．６ ２７．２ ２４．６ １０．１ ２．４ １１．８ ９．９
前年比 －２８．８ １４．５ ４３．４ ７０．６ １２９．６ ７８．７ ４５．９ ５３．７

貿易収支（兆円） ３．８１ ３．５８ ３．４５ ３．１２ １．１９ １．１６ １．１１ １．１６
前年差 －０．１３ －０．７ －０．５１ －０．７８ －２．６２ －２．４２ －０．２６ －０．１４

経常収支（兆円） ３．３３ ３．３１ ３．１３ ２．７１ １．２２ １．１６ １．０５ ０．９０
前年差 －０．４９ －０．５３ －１．０２ －１．１９ －２．１１ －２．１５ －０．３４ －０．６４

証券投資（兆円） －１．９０ １．４６ －１．４７ －０．５４ ０．８７ －１．４０ －０．４３ －３．５９
前年差 １．８１ ３．４６ ３．２８ －５．０５ ２．７７ －２．８５ ０．３２ －０．８８

対米貿易収支（億ドル） １２４．２ １４４．６ １７８．６ １６８．５ ５７．６ ５７．３ ４７．１ ７１．１
前年差 ８．９ ２７．０ ４７．１ １８．３ －６６．６ －８７．２ １７．４ １６．８

ドル相場（月中平均） １１６．５ １２０．８ １１３．１ １０４．４ １０７ １０６．７ １１３．２ １０６．９
前期比 －２．５ ３．７ －６．４ －７．７ ２．５ －０．３ －５．１ －５．６
前年比 －９．１ －１０．９ －１９．２ －１２．６ －８．１ －１１．７ －２１．７ －２０．５

輸入物価（円ベース） ９９．７ １０３．１ １０２．７ １０１．５ １０４．４ １０４．２ １０２．７ １００．９
前期比 －４．４ ３．４ －０．４ －１．２ ２．９ －０．２ －１．７ －１．８
前年比 －１２．９ －９．９ －１１．０ －２．７ ４．７ １．０ －１２．６ －１０．４

国内卸売物価 ９６．２ ９５．８ ９６．１ ９６．０ ９６．１ ９６．１ ９６．１ ９６．１
前期比 －０．５ －０．４ ０．３ －０．１ ０．１ ０．１ ０．１ ０．０
前年比 －２．１ －１．８ －１．４ －０．７ －０．１ ０．４ －１．３ －１．３

消費者物価（東京都区部） １０２．０ １０１．６ １０１．８ １０１．４ １０１．２ １００．６ １０１．９ １０１．８
前期比 －０．７ －０．４ ０．２ －０．４ －０．２ －０．６ ０．３ －０．１
前年比 －０．２ －０．４ ０．１ －１．３ －０．８ －１．０ ０．３ －０．１

消費者物価コア（東京） １０１．９ １０１．７ １０１．７ １０１．６ １０１．５ １０１．１ １０１．７ １０１．７
前期比 －０．１ －０．２ ０．０ －０．１ －０．１ －０．４ ０．０ ０．０
前年比 －０．１ －０．２ ０．０ －０．４ －０．４ －０．６ －０．１ ０．０

M２＋CD（平残） ６１０ ６１７ ６１８ ６２０ ６２４ ６３１ ６１９ ６１５
（兆円） 前期比 １．４ １．０ ０．３ ０．３ ０．６ １．２ －０．２ －０．７

前年比 １１．８ １２．０ １１．３ １０．９ １１．１ １１．３ ３．５ ３．３
銀行貸出（５業態、平残前年比） －４．２ －５．５ －６．３ －５．７ －６．１ －４．５ －６．５ －６．３
特殊要因調整済み －１．９ －１．７
貸出約定平均金利（新規） １．８１ １．７３ １．７９ １．８１ １．７３ １．７４ １．８０ １．７７

前年差 －０．１ －０．２ －０．１ －０．１ －０．１ ０ －０．１ －０．１
TB３ヶ月金利 ０．１９ ０．０５ ０．０３ ０．０８ ０．０５ ０．０４ ０．０３ ０．０２

前年差 －０．２ －０．４ －０．３ －０．１ －０．１ ０ －０．４ －０．２
CD３ヶ月金利 ０．４８ ０．１４ ０．１１ ０．２８ ０．１５ ０．１３ ０．１１ ０．１０

前年差 －０．５ －０．５ －０．６ －０．３ －０．３ ０ －０．６ －０．５
１０年国債利回り １．８５ １．５４ １．７８ １．７８ １．７９ １．７２ １．９０ １．７６

前年差 ０．２ ０．２ ０．７ ０．７ －０．１ ０．２ ０．７ ０．９
TOPIX １１２９ １３４５ １４７８ １５８９ １６７７ １６０８ １４６６ １４９６

前年比 －９．６ １１．３ ２５．９ ４７．０ ４８．６ １９．５ ２４．４ ３７．８
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１０ １１ １２

２０００
平成１２
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

１１４．７ １１９．７ １１６．１ １３５．２ １２１．２ １２４．１ １２３．６ １２０．７ １２６．６ １１６．４ １２１．９
－８．９ ４．４ －３．０ １６．４ －１０．３ ２．３ －０．４ －２．３ ４．９ －８．０ ４．７
－０．７ ８．６ －０．６ １６．７ ２．３ －３．７ ０．０ －１．２ －１．３ －０．６ －３．８
２４７３ １６５８ １４５２ １１８４ １２４９ ３６９４ １９４４ １６９６ １７５８ １７６６ １６６０
１１．０ －３２．９ －１２．５ －１８．５ ５．５ １９５．８ －４７．４ －１２．７ ３．６ ０．４ －６．０
－１８．４ －２．５ －１２．７ －６．１ －１．４ －１０．２ －２８．５ ８．６ －７．３ －１６．７ －７．１
８６８２ ８６３８ ９６５３ ９６２２ ９５７９ ９１０６ ９００４ ９４０６ １０７６５ ９５０１ １２０３１
２．０ －０．５ １１．７ －０．３ －０．５ －４．９ －１．１ ４．５ １４．４ －１１．７ ２６．６
５．４ －１．４ １４．９ ２０．３ １２．９ ６．０ １４．１ １７．８ ２８．４ １８．０ ４６．０
３．７５ ４．４９ ４．０２ ５．３９ ４．６０ ４．６ ４．３９ ４．８０ ４．３３ ４．６５ ４．５０
２．２ １９．７ －１０．５ ３４．１ －１４．７ ０．０ －４．６ ９．３ －９．８ ７．４ －３．２
０．８ ２２．３ ７．５ ４８．９ ９．５ １９．２ ４．３ ４７．７ ２６．６ ３８．４ １９．４
１．０８ ０．６９ ０．８０ １．０５ １．２３ ０．９４ １．１４ ０．７５ １．１１ ０．９３ ０．９
－０．２ －０．２ －０．３ －０．２２ ０．２７ －０．１８ ０．１０ －０．２５ ０．０３ －０．２４ －０．０６
１１７．３ １１９．２ １１９．９ １２１．５ １２８．１ １２７．０ １２４．０ １２１．４ １３１．４ １２０．６ １２９．７
－１．０ １．６ ０．６ １．４ ５．５ －０．９ －２．４ －２．０ ８．２ －８．２ ７．５
５．７ １１．２ １０．３ ６．７ ２０．０ １４．３ １１．９ １３．１ １５．１ ６．２ １２．３
１０８．２ １２２．８ １２２．４ １１３．４ １２０．０ １２４．６ １１５．９ １２８．９ １２４．８ １１７．５ １２９．６
－４．１ １３．５ －０．３ －７．３ ５．８ ３．８ －７．０ １１．３ －３．２ －５．８ １０．３
８．６ １９．８ ２０．８ ８．７ ７．３ １５．１ ４．７ ２０．１ １４．１ １１．２ １３．２
２２．６３ ２３．２２ ２４．９２ ２５．２８ ２５．３２ ２７．２９ ２７．３０ ２４．８６ ２７．６２ ２８．７５ ２９．１７
８．６ ２．６ ７．３ １．４ ０．２ ７．８ ０．０ －８．９ １１．１ ４．１ １．４
５３．１ ７２．３ ８８．６ １２１．３ １２５．７ １４１．９ １１１．０ ６２．７ ６８．１ ６９．４ ５３．８
１．２４ ０．９４ ０．９５ １．２９ １．３１ ０．９６ １．３６ ０．９９ １．１３ １．０７
－０．１７ －０．２８ －０．３３ －０．１８ ０．２０ －０．２６ ０．１９ －０．２７ －０．０２ －０．１０
１．１２ ０．８５ ０．７３ １．２８ １．５３ ０．８５ １．２８ １．１２ １．０８ １．０１
－０．１９ －０．４２ －０．５７ －０．０７ ０．４０ ０．０ ０．４４ －０．２０ －０．０８ －０．１７
２．０１ －０．２２ －２．３４ ４．３５ －０．０２ －１．７３ ２．１１ －２．３８ －３．９２ －０．２９
－０．３７ －２．１１ －２．５７ ４．４６ ０．８４ －０．８０ －０．２０ －２．８６ －２．５９ －２．８４
５８．４ ５２．１ ５７．９ ４５．２ ６２．８ ６４．８ ６８．６ ４３．１ ６０．３ ５７．４ ５０．３
－０．９ １２．２ ７．０ ２．３ ２７．３ １９．０ ２０．６ ０．６ ６．２ －３．０ ３．２
１０６．０ １０４．６ １０２．６ １０５．３ １０９．４ １０６．３ １０５．６ １０８．３ １０６．１ １０８．２ １０８．１ １０６．８
－０．９ －１．２ －２．０ ２．６ ３．９ －２．８ －０．６ ２．６ －２．０ ２．０ －０．１ －１．２
－１２．５ －１３．０ －１２．４ －７．１ －６．２ －１１．０ －１１．８ －１１．２ －１２．１ －９．３ －４．５ ０．０
１０１．８ １０１．６ １０１．０ １０２．０ １０６．４ １０４．７ １０３．７ １０４．７ １０４．１ １０６．９ １０７．４ １０６．２
０．９ －０．２ －０．６ １．０ ４．３ －１．６ －１．０ １．０ －０．６ ２．７ ０．５ －１．１
－４．１ －２．８ －１．０ ３．４ ６．６ ４．１ ２．２ ０．８ ０．２ ２．３ ４．６ ５．３
９６．０ ９６．０ ９６．０ ９６．０ ９６．１ ９６．１ ９６．２ ９６．１ ９６．１ ９６．３ ９６．３ ９６．２
－０．１ ０．０ ０．０ ０．０ ０．１ ０．０ ０．１ －０．１ ０．０ ０．２ ０．０ －０．１
－０．８ －０．６ －０．６ －０．３ －０．１ ０．１ ０．５ ０．３ ０．３ ０．３ ０．２ ０．１
１０１．５ １０１．５ １０１．２ １０１．２ １０１．２ １０１．１ １００．８ １００．６ １００．４ １００．８ １００．６ １００．４
－０．３ ０．０ －０．３ ０．０ ０．０ －０．１ －０．３ －０．２ －０．２ ０．４ －０．２ －０．２
－１．０ －１．４ －１．６ －１．０ －０．８ －０．７ －０．９ －０．９ －１．２ －０．８ －１．３ －１．４
１０１．６ １０１．６ １０１．６ １０１．５ １０１．５ １０１．４ １０１．２ １０１．２ １００．８ １０１ １００．９ １００．７
－０．１ ０．０ ０．０ －０．１ ０．０ －０．１ －０．２ ０．０ －０．４ ０．２ －０．１ －０．２
－０．３ －０．３ －０．５ －０．５ －０．４ －０．４ －０．５ －０．４ －０．９ －０．７ －０．８ －１．０
６１６ ６１７ ６２８ ６２７ ６２０ ６２４ ６３３ ６３０ ６２９ ６３３ ６３０
０．１ ０．２ １．８ －０．１ －１．０ ０．６ １．５ －０．４ －０．２ ０．５ －０．５
３．６ ２．９ ２．６ ２．６ ２．１ １．９ ２．９ ２．２ １．９ ２．０ １．７
－５．６ －５．７ －５．９ －６．０ －６．３ －５．９ －４．２ －４．７ －４．７ －４．５ －４．３
－１．６ －２．１ －２．２ －２．２ －２．４ －２．１ －１．８ －２．２ －２．２ －２．１ －２．０
１．８１ １．７９ １．８２ １．７６ １．７４ １．６７ １．７５ １．７４ １．７４ １．７６ １．７９
０．０ －０．１ －０．１ －０．１ －０．１ －０．１ ０．０ ０．０ ０．０ －０．１ ０．０
０．０３ ０．０５ ０．１７ ０．０７ ０．０４ ０．０５ ０．０５ ０．０３ ０．０３
－０．１ ０．０ －０．１ －０．２ －０．２ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
０．２５ ０．３４ ０．２５ ０．１５ ０．１５ ０．１５ ０．１３ ０．１２ ０．１２ ０．２２ ０．３１ ０．４０
－０．３ －０．３ －０．４ －０．５ －０．４ －０．１ ０．０ ０．０ ０．０ ０．１ ０．２ ０．３
１．７８ １．８１ １．７４ １．７２ １．８４ １．８２ １．７５ １．７１ １．７ １．７３ １．７７ １．８９
１．０ ０．９ ０．３ －０．１ －０．２ ０．１ ０．２ ０．４ ０．０ ０．０ －０．１ ０．１
１５１９ １６１２ １６３８ １６５８ １７１２ １６６２ １６６２ １５９５ １５６６ １５５３ １４９３ １４８４
４８．４ ４４．９ ４７．８ ５３．３ ５５．４ ３８．１ ２５．０ ２０．０ １３．７ ５．４ １．９ －０．８
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欧州経済

１９９９
１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ

２０００
１Ｑ ２Ｑ

ユーロ（EMU１１ヶ国）
実質GDP成長率 （前期比％） ０．８ ０．５ ０．９ ０．９ ０．９ ０．９

（前年同期比％） １．９ ２．１ ２．５ ３．２ ３．４ ３．７
鉱工業生産指数 （前期比％） ０．１ ０．７ １．８ １．５ １．０ １．６
生産者物価指数 （前期比％） －０．６ ０．６ １．０ １．１ １．５ １．４
消費者物価指数 （前期比％） ０．３ ０．６ ０．３ ０．３ ０．８ ０．７
失業率 （％） １０．２ １０．０ ９．９ ９．６ ９．４ ９．１
欧州中央銀行政策金利 （％） ３．００ ２．５０ ２．５０ ３．００ ３．５０ ４．２５
マネーサプライ（M３）（前年同期比％） ５．４ ５．４ ５．９ ６．０ ５．９ ５．９
為替相場 （期中平均、ドル／ユーロ） １．１１ １．０４ １．０７ １．０２ ０．９６ ０．９３

（期中平均、円／ユーロ） １３０．７ １２７．７ １１８．７ １０８．４ １０５．５ ９９．６

ドイツ
実質GDP成長率 （前期比％） ０．９ －０．１ ０．９ ０．８ ０．８ １．１

（前年同期比％） ０．６ １．０ １．６ ２．４ ２．３ ３．６
IFO業況指数 （９１年＝１００） ９０．６ ９１．３ ９４．８ ９８．１ １００．５ １０１．２
鉱工業生産指数 （前期比％） ０．８ ０．８ １．７ ０．７ １．１ １．９
製造業新規受注 （前期比％） ０．８ ２．３ ５．３ １．７ １．２ ５．３
設備稼働率 （％） ８４．９ ８５．３ ８６．０ ８７．０ ８８．０ ８７．７
小売売上数量 （前期比％） ３．０ －２．０ －０．２ －０．２ １．９ ２．５
新車登録台数 （前期比％） －４．１ ０．４ １．５ －５．３ －６．０
貿易収支 （億マルク） ３２２．７ ２９１．４ ３２２．７ ３２８．６ ３１２．９ ２７３．８
消費者物価指数 （前期比％） －０．２ ０．４ ０．１ ０．１ －０．３ ０．６
生産者物価指数 （前期比％） －０．９ ０．６ ０．５ ０．４ ０．７ １．０
失業率 統一ドイツ （％） １０．６ １０．５ １０．５ １０．４ １０．１ ９．６

旧西独 （％） ９．０ ８．９ ８．７ ８．５ ８．２ ７．７
旧東独 （％） １７．２ １７．４ １７．９ １７．９ １７．６ １７．３

マネーサプライ（M３）（前年同期比％） ９．０ １０．９ １０．４ ８．４ ７．５ ３．７

フランス
実質GDP成長率 （前期比％） ０．６ ０．８ １．０ １．０ ０．７ ０．７
鉱工業生産指数 （前期比％） ０．２ ０．５ １．９ １．４ ０．７ ０．０
設備稼働率 （％） ８３．８ ８３．９ ８４．４ ８４．８ ８５．２ ８６．０
工業品家計消費 （前期比％） １．２ ０．５ １．９ ０．３ １．９ ０．７
新車登録台数 （前期比％） ２．８ －２．０ １１．１ －５．０ １．２ ２．５
貿易収支 （億フラン） ２８６ ２７５ ３５６ １８９ １２５ １９７
消費者物価指数 （前期比％） ０．０ ０．６ －０．１ ０．５ ０．５ ０．６
失業率 （％） １１．５ １１．４ １１．２ １０．８ １０．２ ９．８
マネーサプライ（M３）（前年同期比％） ３．３ ４．１ ６．１ ８．７ ７．７ ６．４

イギリス
実質GDP成長率 （前期比％） ０．４ ０．８ １．０ ０．７ ０．５ ０．９

（前年同期比％） １．７ １．８ ２．３ ２．８ ３．０ ３．２
鉱工業生産指数 （前期比％） －０．６ ０．８ １．５ ０．１ －０．８ １．４
小売売上数量指数 （前期比％） １．２ １．１ １．３ １．２ １．４ ０．３
貿易収支 （億ポンド） －７６ －６２ －５７ －７２ －７０ －７５
消費者物価指数 （前期比％） －０．４ １．１ ０．１ ０．７ ０．４ １．９
失業率 （％） ４．５ ４．４ ４．２ ４．１ ４．０ ３．８
イングランド銀行政策金利 （％） ５．５０ ５．００ ５．２５ ５．５０ ６．００ ６．００
マネーサプライ（M４）（前年同期比％） ６．５ ５．５ ３．１ ３．８ ５．２ ６．７
為替相場 （期中平均、ドル／ポンド） １．６３ １．６１ １．６０ １．６３ １．６１ １．５３

（注１） ユーロ圏、ドイツ及びフランスの鉱工業生産指数は建設を除くベース。
（注２） イギリスのマネーサプライは末残ベース。
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３Ｑ
２０００
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

― ― ― ― ― ― ― ― ―
― ― ― ― ― ― ― ― ―
０．０ ０．８ ０．９ ０．５ ０．６ －０．４ ０．５
０．６ ０．５ ０．５ ０．３ ０．７ ０．４ ０．６ ０．２

０．７ ０．１ ０．４ ０．４ ０．１ ０．１ ０．５ ０．２ ０．０ ０．５
９．５ ９．３ ９．２ ９．１ ９．０ ９．０ ９．０ ９．０

４．５０ ３．００ ３．２５ ３．５０ ３．７５ ３．７５ ４．２５ ４．２５ ４．２５ ４．５０
５．２ ６．１ ６．５ ６．６ ５．９ ５．３ ５．１ ５．６

０．９０ ０．９７ ０．９６ ０．９６ ０．９１ ０．９４ ０．９５ ０．９３ ０．８９ ０．８８
９７．４ １０６．５ １０７．６ １０２．６ ９９．９ ９８．１ １００．７ １０１．４ ９７．８ ９３．１

― ― ― ― ― ― ― ― ―
― ― ― ― ― ― ― ― ―

１００．２ １００．９ １００．５ １０１．２ １０２．０ １００．３ ９９．１ ９８．９ ９８．０
－０．５ ３．１ －１．２ １．２ ２．５ －３．３ ２．８ １．１
－１．３ ５．１ ０．６ １．７ ２．１ ０．２ －０．１ ２．０
― ― ― ― ― ― ― ― ―
３．９ ０．９ －２．４ ５．０ －０．４ －２．３ ０．２ ０．１
－９．２ １．２ －１．３ －８．２ １８．７
８８．０ １１７．３ １０７．６ ８８．０ ８２．１ １０３．７ ８６．１ ７４．３

０．３ ０．２ ０．２ ０．２ ０．１ －０．２ ０．６ ０．２ ０．０ ０．７
０．４ ０．２ ０．０ ０．４ ０．６ ０．３ ０．７ ０．３
１０．１ １０．１ １０．１ ９．６ ９．６ ９．６ ９．５ ９．５ ９．５
８．３ ８．２ ８．２ ７．８ ７．７ ７．７ ７．７ ７．６ ７．５
１７．５ １７．５ １７．７ １７．３ １７．３ １７．３ １７．３ １７．４ １７．４
８．１ ８．０ ７．５ ６．５ ４．４ ３．７ ３．０ ２．８

― ― ― ― ― ― ― ― ―
０．３ １．０ ０．１ －０．５ ０．６ －０．６

８６．５ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
１．１ １．６ －１．４ －０．１ １．８ ０．２ １．４ －２．３
１．３ １．７ －０．６ ０．５ １．８ １．７ －２．７ －２．４
４４ ４５ ３６ ５ １１８ ７４ －６１ －１６

０．３ ０．０ ０．１ ０．５ ０．０ ０．２ ０．２ －０．２ ０．２ ０．６
１０．５ １０．２ １０．０ ９．９ ９．８ ９．６ ９．７ ９．６
８．７ ６．１ ６．３ ７．７ ８．３ ８．１ ６．４ ８．０ ７．６

― ― ― ― ― ― ― ― ―
― ― ― ― ― ― ― ― ―

－０．６ －０．４ ０．８ ０．８ ０．３ ０．２ ０．４ ０．６
１．３ １．６ －１．３ ０．４ ０．０ ０．４ ０．５ ０．２ ０．６ ０．６

－２５．６ －２２．３ －２１．６ －２８．０ －２３．１ －２３．９ －３０．０
０．２ －０．４ ０．５ ０．５ １．０ ０．４ ０．２ －０．４ ０．０ ０．７
３．６ ４．０ ４．０ ３．９ ３．８ ３．８ ３．８ ３．７ ３．６ ３．６
― ５．７５ ６．００ ６．００ ６．００ ６．００ ６．００ ６．００ ６．００
９．３ ３．２ ３．２ ５．２ ４．８ ５．１ ６．７ ６．９ ８．８ ９．３
― １．６４ １．６０ １．５８ １．５８ １．５１ １．５１ １．５１
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アジア経済

１９９９
１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ

２０００
１Ｑ ２Ｑ

中 国
実質GDP （前年同期比％） ８．３ ７．１ ７．０ ６．２ ８．１ ８．３
実質工業生産増加率 （付加価値ベース％） ９．７ ９．０ ９．０ ７．３ １０．７ １１．７
全国小売物価指数 （前年同期比％） －２．９ －３．５ －２．７ ２．５ －１．９ －１．９
貿易収支 （通関ベース原数値１００万米㌦） ４，２６７ ３，７１７ １１，６０４ ９，８２３ ５，２１９ ７，２１５
うち対日収支（１００万米㌦） －６２ －１，０２７ －１８ －２８１ －２４９ －７０

香 港
実質GDP （前年同期比％） －２．９ １．２ ４．４ ９．２ １４．３ １０．８
製造業生産指数 （前年同期比％） －９．７ －６．９ －６．２ －３．０ －０．７ ―
消費者物価指数�Ａ （前年同期比％） －１．５ －３．５ －５．０ －３．０ －４．１ －３．４
貿易収支（通関ベース原数値１００万香港㌦） －１２，９３０ －１２，２３２ －６，４５８ －１１，６７３ －２３，７１２ ２４，６９７
うち対日収支（１００万香港㌦） －１８，７１６ －２１，９９６ ２３，８７３ －２５，３２３ －２４，７５７ －２９，４０８

韓 国
実質GDP （産業総合・前年同期比％） ５．４ １０．８ １２．８ １３．０ １２．８ ９．６
鉱工業生産指数 （産業総合、前期比％） ４．８ ５．５ ７．０ ７．１ ２．４ １．１
消費者物価指数 （前年同期比％） ０．７ ０．６ ０．７ １．３ １．５ １．４
貿易収支 （通関ベース原数値１００万米㌦） ４，６８７ ６，９８２ ５，３２９ ６，９３５ ５０５ ３，６８７
うち対日収支（１００万米㌦） －１，６５４ －２，０７０ －２，２０１ ２，３５５ －２，８６３ －３，１９５

台 湾
実質GDP （前年同期比％） ４．２ ６．６ ５．１ ６．８ ７．９
鉱工業生産指数 （前年同期比％） ６．０ ９．６ ５．０ １０．１ １１．４ ７．５
消費者物価指数 （前年同期比％） ０．７ －０．１ ０．３ －０．１ ０．９ １．４
貿易収支 （通関ベース原数値１００万米㌦） ２，６３９ ３，５５５ １，４５０ ２，２６７ １，２９８ １，３８６
うち対日収支（１００万米㌦） －４，１２７ －４，２３４ ４，４５０ －５，８８０ －５，１４４ －６，０３０

シンガポール
実質GDP （前年同期比％） ０．８ ６．６ ６．９ ７．１ ９．８ ８．０
鉱工業生産指数 （総合、前年同期比％） ６．８ １４．９ １７．１ １６．４ １３．３ １３．４
消費者物価指数 （前年同期比％） －０．７ ０．０ ０．３ ０．５ １．１ ０．８
貿易収支 （通関ベース原数値１００万S㌦） １，８３８ １，７３９ ８４ ２，４８７ １，５４５ １５０
うち対日収支（１００万S㌦） －３，２１８ －４，１４４ －４，９８３ －４，５５９ －４，９２９ －５，５４９

タ イ
実質GDP （前年同期比％） ０．２ ２．５ ７．８ ６．５ ５．２
製造業生産指数 （前年同期比％） ６．５ １１．２ １９．０ ２０．４ ９．５ ３．４
消費者物価指数 （前年同期比％） ２．７ －０．７ －０．９ ０．１ ０．８ １．９
貿易収支（通関ベース原数値１００万バーツ） ５８，１８８ ７５，３４７ ９４，６１５ ７８，７１５ １０１，８４９ ４１，７３５
うち対日収支（１００万バーツ） －２５，０７８ －３７，４４２ －３８，５１０ －５１，５５５ －３３，２４３ －４７，４１４

マレイシア
実質GDP （前年同期比％） －１．４ ５．０ ８．６ １１．０ １１．９ ８．７
鉱工業生産指数 （総合、前年同期比％） －２．４ ６．６ １４．２ １７．９ ２３．５ １９．７
消費者物価指数 （前年同期比％） ４．０ ２．７ ２．３ ２．１ １．５ １．４
貿易収支（通関ベース原数値１００万リンギ） １５，５６５ １８，２２８ １８，７７８ １９，８０７ １６，５２７ １２，４９３

フィリピン
実質GDP （前年同期比％） ０．７ ３．６ ３．８ ４．９ ３．４
製造業生産指数 （前年同期比％） １．０ ７．２ １１．７ １５．４ １４．８ １６．２
消費者物価指数 （前年同期比％） １０．０ ６．８ ５．６ ４．５ ３．０ ３．９
貿易収支 （通関ベース原数値１００万米㌦） ５５０ １４８ １，７５４ ２，１１８ ７３１ １，５５０

インドネシア
実質GDP （前年同期比％） －７．０ ３．７ １．２ ５．０ ３．２
製造業生産指数 （前年同期比％） ４．９ ２５．７ ３７．０ ３４．８ ― ―
消費者物価指数 （前年同期比％） ５５．８ ３０．９ ６．６ １．７ －０．６ １．１
貿易収支 （通関ベース原数値１００万米㌦） ４，６０９ ５，５４５ ７，１８９ ７，３１９ ７，５８５

（注１） 香港の消費者物価指数は所得階層別に３種類発表され、�Ａは都市部家計の５０％をカバーしている。
（注２） シンガポールの鉱工業生産指数はゴム加工を除く。
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３Ｑ
２０００
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

８．２ ― ― ― ― ― ― ― ― ―
８．９ １２．０ １１．９ １１．４ １１．５ １２．２ １２．８ １２．８
－２．１ －１．４ －２．１ －２．４ －１．９ －１．４ －１．２ －１．３

４，５２８ １，５３９ １，３４７ ２，３３３ ２，１４０ ３，１８４ １，８９２ １，９８７ ２，５４１
－８６ －４２３ －４０ ２１４ ９４ ７５ －２３９ －２０６ １２０

― ― ― ― ― ― ― ― ―
― ― ― ― ― ― ― ― ―

－４．２ －４．２ －４．０ －３．３ －３．４ －３．５ －２．１
－３，２３１ －６，８８８ －１３，５９３ －１０，５２４ －７，８６１ －６，３１２ －８，１１９ －３，４７４
－７，２３２ －８，７９７ －８，７２８ －９，９６０ －９，６４２ －９，８０６ －１０，１６２ －９，０１７

― ― ― ― ― ― ― ― ―
３．１ －０．９ －１．７ －２．３ ６．０ ２．５
１．６ １．４ １．６ １．０ １．１ ２．２ ２．９ ２．７
－４２３ ７０４ ２２４ １８０ １，３８５ ２，１２２ ７９６
－８０７ －９２７ －１，１４９ －１，２３１ －９５５ －１，０４８ －１，０４５

― ― ― ― ― ― ― ― ―
１１．７ １３．３ ９．５ ５．０ ７．９ ９．５ ６．９
０．５ ０．９ １．１ １．２ １．６ １．４ １．４ ０．３
９０９ －２２ ４１１ １０１ ４４０ ８３５ １０５ ６６５ １，１７６

－１，７４４ －１，５８７ －１，８０８ －２，３２６ －１，９２０ －１，７８３ －２，０８１ －１，８３０ －１，８６６

― ― ― ― ― ― ― ― ―
２８．５ ９．７ ３．９ ９．６ ２０．１ １０．８ １１．３
０．９ １．２ １．２ １．１ ０．６ ０．８ １．１

１，７８０ －２３６ ６４３ １，１３８ －１０４ １，０７５ －８２１ ４５５ １，０４９ ２７６
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日本�

加入者数（万）�

１ はじめに

米国においては、インターネットが個人生活に

広く浸透し、経済分野でもIT（情報通信技術（注１））

産業の急成長やIT導入による企業の効率化が進

み、公共・行政サービス分野においても電子図書

館や電子政府による情報アクセスの充実が着実に

進められるなど、ITは社会経済全体に大きな影

響を及ぼしている。

これに対し、日本では、欧米と比べてインター

ネットの普及率や企業の情報化などの点で立後れ

ているだけでなく、アジア諸国と比べても、イン

ターネットや高速アクセスサービス（ADSL等）

の普及率（図１―１、１―２）、電子政府への対応

などでシンガポールや香港、韓国に遅れ、IT技

術者の養成ではインド（IT技術者数；約３０万）

に遅れている。アジアの中で経済危機からの復興

が遅れているインドネシア及びタイの両国ですら、

インターネットの加入者数そのものは少ないが、

商店、市場、公衆電話ショップ、郵便局など至る

ところに公衆インターネット端末として自由に使

えるパソコンが設置されているため、普及率の数

字で見るよりも、実際にインターネットを利用し

ている人の数はかなり多いものと思われる。

その一方で日本は、１，７２９万を超える携帯電話

インターネット（ｉモード等）加入者（８月時点）

を擁し、この分野で世界のトップを走っている。

この新しいIT端末は、消費者向け電子商取引の

メディアとして、また、企業の営業活動や社内情

報共有の端末としても活用されようとしており、

トピックス

個人及び企業におけるIT利用と効果
―調査分析の現状―

郵政研究所通信経済研究部長 杉山 博史

（注１）ここでは「ネットワークで結ばれたコンピュータ機能」の意味で用い、通信ネットワークを介して情報を蓄積・加工・流
通できるシステムを指す。電話機能のみの従来型携帯電話は含まず、ショートメッセージ機能やインターネット機能をも
つ携帯電話、インターネットTV、インターネット冷蔵庫などの「情報家電」を含む。

図１―１ 高速インターネット接続サービス普及率の比較（さくら総研及びFCC）
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さくら総研（2000.6～8）�

いわゆる「日本型IT」の一つのインフラとして

期待されている。

ITの利用形態を見ると、日本の大多数のイン

ターネット利用者は、メールでおしゃべりを楽し

み、個人的な趣味・娯楽や生活関連の情報を受身

で楽しむことで満足しており、ITの恩恵（注２）を十

図１―２ 各国のインターネット普及率

（注２）仕事や学問、文化的に自己を高めるためにITを活用できること。
この他に、国際大学の公文俊平は、ITにより「智業」（無償で、自分が良いとか美しいとか正しいとか思う情報や知識
を発表し、共通の目標を提示して、協働を通じてその実現を図る動き）が発生するとして、理念や主張を持つ個人が情報
通信網を通じて緩やかに繋がるNGO・NPO的なネットワーク組織を、国家や企業に対置させている（１）。
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分に活かしていないと言われている。特に日本が

最先端の携帯電話インターネットでは、今のとこ

ろ仕事や学術研究に必要な詳細な情報を収集する

ことは期待できず、娯楽・生活関連の利用傾向が

強い。また、日本型ITのもう一つの柱として期

待されている将来の「情報家電」も、同様に生活

を楽しく便利にするための道具という側面が強い

ように思われる。

しかしながら、現在の我が国において、コンテ

ンツ業界で世界に誇れるものはゲームとアニメで

あり、電子産業もオーディオ・ビデュアル（AV）

という娯楽性の強い分野が中心である。また、韓

国やシンガポールでは、対戦ゲームの流行やビデ

オ・オン・デマンドのサービスの魅力がインター

ネット接続や高速アクセスの普及を後押ししたと

いわれている。これらの娯楽的な産業の裾野が広

がり、日本経済の競争力が高まるとすれば、その

意味で「理念や主張」とは無関係な娯楽性の強い

利用も有意義なものと言わざるを得ない。

このように「ITを利用する」と一言でいって

も、ITの意味、利用目的、効果とも非常に多様

であり、また、ITリテラシーの向上がどのよう

な将来に結びつくのかは、その国の文化にも大き

く依存している。

本文では、ITの個人利用及び企業での利用に

焦点をあて、その利用目的、利用の現状、情報通

信格差、企業の生産性などへの経済的効果につい

て、これまでの内外の調査研究結果を概観するこ

とにより、既に解明された事項と今後さらに解明

が必要な事項を明確にする。

２ 個人のIT利用

�１ インターネット

ア インターネット普及率と利用機器

２０００年８月末時点での日本におけるインター

ネットの普及率は、図２―１のとおり３０．６％（最

近利用していない休眠利用者６．６％を除く）に達

している。インターネットを利用するための機器

図２―１ インターネット普及率（パソコン以外も含む）の推移

「インターネット普及率調査２０００年秋」日経BP社『インターネット視聴率センター』
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としては、パソコンを利用している人が圧倒的に

多く、インターネット・ユーザーの９１．８％がパソ

コンからアクセスしており、ｉモードなどイン

ターネットにつながる携帯電話等（PHSを含む）

からの利用は、１９．３％（他の機器の併用も含む）、

ザウルスなどのPDA（携帯情報端末）の利用は

３．４％。ゲーム機の利用はまだ１．６％に過ぎない。

さらに、パソコンの利用者では主にホームページ

を利用する人が７５．２％で、主にメールに使う人の

６７．７％より多いのに対し、携帯電話等の利用者で

はホームページが４９．２％、メールが８５．３％とメー

ル中心となっている。

また、図２―２のインターネット利用者数推移

に示すように、利用者数の増大に伴い、勤務先等

のみで利用する形態が減少し、家庭での利用者

（勤務先等でも利用するものを含む）が８割を超

えており、普及の裾野が広がっている。

イ インターネットの利用目的

インターネットの利用目的については、図２―

３及び図２―４の調査結果がある。これらのデー

タから分かるように、（携帯電話等を除く）イン

ターネットは我が国においても、趣味・娯楽や生

活の分野だけでなく、仕事にも３割程度とかなり

活用されている。一方、米国におけるインター

ネットの利用目的は、図２―５に示したとおりで

ある。図２―４と分類が異なるために、単純な比

較はできないが、仕事のためのビジネス情報の利

用度は日本と変わらない一方、電子メールでのコ

ミュニケーション、検索エンジンを利用した情報

の調査や、商品・サービスの調査など電子商取引

関連の利用度が７０～９０％以上と非常に高くなって

おり、ホームページ作成やソフトのダウンロー

ディングなどにも幅広く利用されている。また、

インターネットの利用時間数をみても、図２―６

図２―２ インターネット利用者数の推移
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図２―４ 日本のインターネット（パソコン通信を含む）用途（郵政省；通信利用動向調査）

図２―３ インターネット利用（携帯電話等を除く）の主目的

（日経BP社「第８回インターネット・アクティブ・
ユーザー調査（１９９９．６）」）
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週当たりネット接続時間別利用者分布の日米比較�

に示すように、日本では、半数の利用者が週に５

時間（月に２０時間）以下しか利用していないが、

米国においては４分の３の利用者が週に１０時間

（月に４０時間）以上利用している。

なお、日本におけるインターネットの用途につ

いて時間的な推移を見てみると、図２―７のよう

に、インターネットが普及するに伴い、趣味・実

用に利用する層が増大し、仕事及び学習・研究に

利用する割合は次第に低下している。これは、図

２―２で示したように、家庭での利用者が増加し

ていることに伴うものであり、インターネット利

用者の裾野が広がってきているとみるべきであろ

図２―５ 米国におけるインターネット用途（Jupiter／NFO（日刊工業新聞９．２０））

図２―６ インターネットの利用時間の日米比較（携帯電話等を除く）

（JRIニュースリリース（２０００．７．１８）日本総研）
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�２ 携帯電話インターネット

近年、携帯電話等を用いたインターネットの利

用が急速に普及し、８月には１，７２９万加入にまで

増大したが、その利用目的については、図２―８

のとおり、文字での通信（ショートメッセージ及

び電子メール）の他には、着信メロディ、天気予

報、ニュース、占いといった娯楽や生活関連情報

の取得が中心になっている。また、９月に発表さ

れた情報通信総合研究所の調査（ｉモードの有料

サービスのみを対象）でも、サービス購入の経験

者は４６．４％、平均利用月額は１，８４５円に達してい

るが、その利用サービス種類は、着信メロディが

６６．８％、画像（キャラクタを含む）が３８．９％、天

気予報、ニュース、占い等の情報提供サービスが

３７．２％、有料ゲームが３３．２％となっている。

このように、画面サイズと情報量が非常に小さ

いという制約もあり、仕事や学術研究のための利

用は殆ど見られず、趣味・娯楽が中心となってい

る。しかしながら、上記の有料情報サービスも、

広い意味で電子商取引の一種といえ、また、既存

サービスの代替というよりも携帯電話インター

ネット特有の新規市場を開拓したものが多く、電

子商取引の裾野を広げる意味でも注目に値する。

また、最近は、企業内の情報化などの目的でも、

以下のように、手軽な端末として携帯電話のイン

ターネット機能を活用する例が出てきた。

�１ 家庭への訪問サービス（修理等）の進行状

況の把握

�２ 営業担当者が出先から会社の情報にアクセ

ス

�３ 社内文書の稟議を出先からいつでも決裁

�４ 消費者に割引クーポンを配布

�３ 情報通信格差（デジタルデバイド）（７）

所得、年齢、居住地域、心身の障害など、様々

な差異から、コンピュータやネットワーク、或い

はそれを使った情報やサービスを利用する機会、

或いは能力に関する格差（情報通信格差「デジタ

ルデバイド（digital divide）」）が生じると言われ

ている。

図２―９は、日本における情報通信格差の現状

として、インターネット普及率の格差を示したも

のである。このうち世帯所得別のインターネット

普及率について、図２―１０に日米比較を示した。

図２―７ 日本のインターネット利用目的の推移（携帯電話等を除く）

（富士通総研「インターネットユーザー調査」）
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全体的にインターネット普及率は、米国の方が日

本よりも２倍以上高いが、所得によるインター

ネット普及率の格差についてみれば（所得の区分

が異なるため、正確な比較は困難であるものの）、

７倍程度と概ね日米で同程度と思われる。

図２―１１は、日本における性別、年齢別のイン

ターネット普及率である。男性と比べて女性の４０

代以上の普及率が低く、逆に２０代女性の突出振り

が際立っている。これは、インターネット利用者

数に携帯電話インターネットの利用者が含まれて

いるためと思われる。なお、米国については、

１９９８年末のデータのため直接比較できないが、１０

代以下が５．８％、２０代が２６％、３０代が２４．７％、４０

代が２３．５％、５０代が１３．１％、６０代以 上 が５．４％

（GVU’s WWWユーザー調査）と、４０代以上に

も相当普及している。

さらに、図２―１２に示すように、日本国内にお

いても、都道府県によりインターネット普及率は

図２―８ 携帯電話インターネットの利用目的（平成１２年通信白書）
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８倍もの開きがある。地域におけるこのような格

差は、所得格差の他に、地域情報のサイトが少な

いこと、パソコンの安売店がないこと、高齢者比

率が高いことなどが要因といわれている。

また、経済分野における将来の大きな課題とし

て、職業別のインターネット普及率が、サラリー

マンが３１．８％（管理職）及び２５．２％（事務・技術

職）であるのに対し、自営・商工業者が約５％と

図２―９ 日本におけるインターネット普及率（パソコン以外を含む）の格差（平成１２年通信白書）

図２―１０ 世帯における年収別インターネット普及率格差の日米比較

（NTIA報告「Falling through the Net」（７）、平成１２年通信白書）
（注） 日米の調査の所得区分が異なるため、平均部分は平均値を示した。
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著しく低い（日本リサーチセンター調査）ことが

挙げられる。日本における電子商取引の発展を促

進するためには、電子商取引の大きな潜在提供・

利用者であるはずの自営・商工業者に対し、イン

ターネット接続を支援していく必要がある。

ここで、所得の高い世帯と低い世帯の間に情報

リテラシーの格差が生じるという議論に加えて、

逆に、情報通信格差が賃金や雇用に影響を及ぼす

という主張もある。これについては、以下のよう

に様々な研究結果が出されているが、これらの研

究には、学歴その他の要因を正確に補正していな

い、調査対象をブルーカラーや製造業に限定して

いる、職場でのコンピュータ利用のみを扱ってい

るなどの問題点が指摘されている。

・Reilly（１９９５）、Autor等（１９９８）；コンピュータ

利用が賃金を上昇させると報告

・Haskel等（１９９９）；裁量的熟練労働者の需要

を増大させ、マニュアル労働者（熟練、非熟

図２―１１ 性別・年齢別インターネット普及率（携帯電話等を含む）格差（平成１２年通信白書）

図２―１２ 都道府県別のインターネット普及率（携帯電話等を除く）格差

（日本経済新聞プラス１（２０００．１０．７））
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練）の需要を減少させると報告

・DiNardo等（１９９７）、Troske（１９９９）；コン

ピュータ利用が賃金に影響していないと報告

・Chennells等（１９９７）；高賃金は技術革新の導

入につながるが、新技術の導入は賃金の上昇

に結びつかないと報告

そこで、郵政研究所では、ホワイトカラーを対

象とし、学歴等の要因をコントロールした研究（７）

を行い、以下のとおり、コンピューターを所有す

るような人的投資を行っている人は賃金が高いこ

とを示している（注３）。

�１ 受身的な職場でのパソコン利用は賃金に影

響しないが、家庭でもパソコンを所有する積

極的な対応は、賃金を３０％上昇させている。

�２ 学歴は賃金に影響していないが、パソコン

所有等の確率を上昇させている。

ただ、この研究においても、「情報通信格差」

と「収入格差」の間の相関関係の確認しか行われ

ておらず、「情報通信格差」が「収入格差」の原

因となっているという原因、結果を示す因果関係

は立証されておらず、また、雇用に与える影響に

ついても対象としていない。

このため、今後は、インターネット等を導入し

た世帯における収入及び雇用の変化を時系列で把

握し、「情報通信格差」により「収入格差」及び

「雇用格差」が生じるという因果関係について、

研究する必要がある。

３ 企業のIT利用

企業のIT化の動向を投資の尺度でみると、図

３―１に示すように、米国の情報化投資率が急上

昇しているのに対し、日本の情報化投資率は比較

的緩やかに変化しており、日米の格差が一層拡大

しつつあることが分かる。

�１ IT利用による企業の生産性向上

もし、IT化が企業の生産性を顕著に向上させ

るものであれば、図３―１に示した情報化投資に

おける日米格差の拡大は、将来の日本の競争力に

大きな問題を生じることになる。

IT投資が企業の生産性に与える影響に関して

は、ローチが１９７０年代～１９８０年代、コンピュータ

（注３）テレビゲームとの比較において、テレビゲーム機の所有は賃金に影響を与えないことを確認しており、パソコンと賃金の
関係はみせかけではない。なお、２５―３９才の年齢層については、賃金がパソコン所有に影響を与える関係が薄れ、所得に
関係無くパソコンを所有している。

図３―１ 情報化投資率（情報化投資／非住宅民間設備投資）の日米比較（富士通総研）

５８郵政研究所月報 ２０００．１１



8.5％�

8.0％�

7.5％�

7.0％�

6.5％�

6.0％�

5.5％�
90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00

実データ�
推定�

IT Producing Industries'�
Share of the Economy

120

110

100

90

80

70
1972 1976 1980 1984 1988 1992 1996 2000

実データ�

The Trend Rate of Nonfarm Productivity�
Grown Accelerated After 1995�
（Index 1992―100. log scale）�

年率1.4％増（1972～1995）�

年率2.8％増（1995～1999）�

相対値�
1992年=100�
（対数目盛）�

米国労働省労働統計局�

化がサービス産業における生産性の計測値の上昇

に寄与していないと発表（１９８７年）して以来、活

発な情報化投資にも関わらず米国におけるマクロ

経済及びミクロ経済の生産性が期待ほど上昇して

いない「生産性のパラドクス」として大きな議論

を呼んでいた。

その後、１９９０年代に入って、マクロ的な生産性

向上についての米国商務省のレポート「デジタ

ル・エコノミー」やミクロレベルで情報化投資が

生産性を上昇させているという研究が出され、

１９９７年夏には、米国経済についての「ニューエコ

ノミー」論が盛り上がった。

ア マクロ的分析（９）

生産性の伸び率が上昇シフトしたことが統計的

に検証できないという指摘に対して、直接的に答

えたものとして、米国商務省の「デジタル・エコ

ノミー」シリーズの最新版「デジタル・エコノミー

２０００」（１０）がある。

ここでは、IT産業が急成長しGDPに対する

シェアも着実に増大させている事実（図３―２）

とともに、新たに、生産性の上昇傾向を示すデー

タとして、図３―３の非農業生産性の推移が示さ

れ、１９９０年代後半にその傾きが上向いているとさ

れている。ただ、これについては、図３―３の生

図３―２ 米国IT産業のGDPに対するシェアの変化（デジタル・エコノミー２０００）

図３―３ 米国における非農業生産性の推移（デジタル・エコノミー２０００）
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１労働時間当たり生産性の成長率（非金融・非農業法人企業）�

純利子・法人利潤比率�
（非金融法人企業）�

？�

産性曲線を直線近似する際、２本目の直線を引く

ために十分な期間のデータがあるといえるのか、

疑問が残る。また、篠原三代平は、図３―３の大

統領経済報告のデータをもとに、米国では「投資

の加速」は生じているが、「GDP成長の加速」は

生じておらず、非金融・非農業の生産性上昇率に

関しても顕著な上昇は認められないと指摘してい

る（１１）。

米国における生産性の変化が統計的に現れない

理由については、様々な説が出されているが、こ

れらは概ね、以下の４類型に整理されている。

�１ 「時間的ラグ説」；革新的な技術の採用と生

産性向上までに相当の時間が必要

�２ 「技術革新効果相殺説」；新セクターの急拡

大と旧セクターの相対的縮小が同時に発生

（IT革命により、既存の企業間・企業／消

費者間の取引、流通経路が縮小など）

�３ 「統計不備説」；ソフト等の新たな財を統計

が補足していない、など

�４ 「資本蓄積過小説」；既存の資本ストックが

十分大きいため、情報化投資に伴う資本ス

トックの追加の影響が相対的に小さくなる

このうち、�１、�２及び�４については、郵政研究

所（９、１２）でも検討されており、そこでは、�４「資本

蓄積過小説」は妥当せず、�１「時間的ラグ説」及

び�２「技術革新効果相殺説」は妥当する、とされ

ている。また、�３「統計不備説」については、近

年、米国商務省がこれまで中間投入財として扱っ

てきたソフトウェアを無形固定資産に計上する制

度改正を行ったため、GDP成長率の上方修正幅

図３―４ 米国におけるGDP、生産性等の成長率の推移

（出所） Survey of Current Business. Economic Report of the President２０００

６０郵政研究所月報 ２０００．１１



が大きくなってきた。しかし、２０００年５月時点で

制度改正に対応するストック統計が発表されてい

なかったため、上記研究では考慮されていない。

このように、米国マクロ経済における生産性の

向上についても、まだ明確な結論が得られておら

ず、今後は、�３「統計不備説」に関して上記制度

改正の影響を反映した研究などを行う必要がある。

イ ミクロ的分析

ミクロ的分析については、米国での研究例があ

るが、日本ではほとんど研究が行われていない。

そこで、まず、米国における最近の研究結果を概

観し、日本企業におけるIT利用の現状と問題点

について検討する。

�ア 米国の研究例

IT利用による企業単位（ミクロ）の生産性向

上については、米国の１，３００社を対象とした研究

「生産性パラドクスを超えて」（１３）がある。ここで

は、従来のようにIT投資額だけを要因として生

産性への影響を分析するのではなく、組織の分権

化（フラット化）や人材育成の程度を考慮すべき

ことが指摘されており、表３―１のように、IT投

資に組織の分権化等が伴わないと生産性の向上が

期待できず、逆に、組織の分権化に否定的な企業

が大きなIT投資を行うと、そのIT投資がサン

ク・コストとなるため、却って生産性が低下する、

という結果が示されている。

この研究結果は、米国のIT導入企業での経験

とも良く一致している。米国のCIO（チーフ・イ

ンフォーメーション・オフィサー）も、５年程度

以前には現在の日本と同じように、その権限が情

報化のみに限定されていたため、期待されたよう

な成果が上がらなかった。その反省から、最近の

米国では、CIOに対し、企業の情報化だけでなく

組織や業務形態の見直しの権限を与えることが一

般的になっている。また最近では、更に一歩進め

て、企業の組織や業務形態の改善の目標がまずあ

り、その手段としてITを導入しないと成功しな

い、とも言われている。この点に関しては、次項

のように、日本においても同様の問題が生じてい

る。

�イ 日本企業における情報化の実態

日本の企業におけるIT利用の割合については、

図３―５に示したとおり、事務処理の単純な機械

化を含めたコンピュータの導入全体として見れば、

経理や人事等の総務分野を中心に、比較的導入率

が高いように思われる。

しかしながら、図３―６に示すとおり、外部の

ネットワークを介したBtoBやセクション横断的

な企業活動の統合・高度化・効率化を進めるため

のIT導入（注４）についてみれば、ERP（企業資源管

理）、SFA（営業活動統合支援）、SCM（サプラ

イ・チェーン・マネージメント）、KM（ナレッ

ジ・マネージメント）等のいずれのシステムにつ

いても、本格的に導入しているのは、大企業にお

いても数％程度に過ぎない。

さらに、ITを導入した企業でも、これを十分

活用できている企業はあまり多くない。

図３―７は、自社の情報システムに対する評価

の調査であるが、「大変便利で積極的に利用して

いる」のは僅か１８％で、「積極的に推進する責任

者がいない」が２７％、「使い難い」及び「操作が

表３―１ 米国におけるIT投資及び組織の分権化と生
産性の関係

IT投資

低 高

組織の分権化
低 ０％ －３．６６％

高 ＋１．６１％ ＋４．５５％

（注） 数字はIT投資、分権化ともに「低」を基準とした相
対値
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図３―５ 日本における企業規模別ネットワークの適用業務

「１９９９年度コンピュータ利用状況調査」（日本情報処理開発協会）

図３―６ 日本の大企業におけるITアプリケーションの導入状況

（JISA「情報システム化の現状と将来動向の調査（ユーザー企業アンケート）：経営企画部門」９９．９）

（注４）企業の情報化システム
EDI／CALS；伝票、設計等の情報の電子データ交換、

ERP；「エンタープライズ・リソース・プランニング；統合業務パッケージ又は企業資源管理」
経理、生産・販売管理の統合システム

SFA；「セールス・フォース・オートメーション；営業活動統合支援システム」
外出先の営業マンの営業報告、製品・在庫情報の問合せ等

DBM；顧客データベース・マネージメント（顧客の属性・嗜好に応じたマーケティング）
CTI；コールセンター
EC；電子商取引
SCM；「サプライ・チェーン・マネージメント」生産、販売、物流を最適化
KM；「ナレッジ・マネージメント」社内情報・ノウハウを共有し創造的な成果につなげる
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図３―７ 日本企業における自社の情報化に対する評価（日本総合研究所２０００．４）

図３―８ 日本企業におけるCIOの任命状況

（JISA（情報産業サービス協会）「ユーザー企業アンケート調査：経営企画部門」９９．９）

図３―９ 日本企業の情報化ランキング（経営科学研究所）

６３ 郵政研究所月報 ２０００．１１



できない」が合わせて３４％もある。

積極的に導入を推進する責任者の存在について

は、経営コンサルティング会社「経営科学研究所」

の「IT経営度調査（第１回）」（２０００．４）があ

り、これによれば、IT予算を執行する際には６

割近いCEOが積極的に関与しているが、IT戦略

を指揮するCIOについてはその４分の１が役員で

すらなく、７割が他の担当との兼務でCIOの業務

に裂く時間が３割以下、という貧弱な体制にある。

また、IT戦略を策定するメンバー（複数回答）

も、最高意思決定機関（４５％）に対して、社内の

情報システム部門（７４％）、経営企画（５０％）と、

全社的な対応を行っている社は少なく、また、

「IT部門が孤立化している」と答えた会社が３９％

もある。

さらに、図３―８に示すように、CIOを任命し

ている社の割合は、わずか３１％に過ぎない。また、

情報システムの構築や運用に当っての問題点とし

て、経営企画部門の４３．９％、情報システム部門の

４５．１％が、「業務プロセスの改善が進んでおらず、

情報化の効果が上がりにくい」ことが指摘されて

いる。

このように、我が国の企業においては、CIOの

育成・権限拡充を含めた体制整備が大きな課題と

なっている。

企業全体のITへの取組みについて、経営コン

サルティング会社「経営科学研究所」の「IT経

営度調査（第１回）」（２０００．４）によると、売上

高３００億円以上、従業員５００人以上の３，０６８社に関

し、�１トップの意識と行動、�２戦略とITの連携、

�３IT構築力、�４IT装備、�５IT経営効果、�６将来

性、についてまとめた総合ランキングは、図３―

９のとおりである。

一方、単純にIT装備だけで見ると、１位；日

立製作所、２位；セイコーエプソン、３位；安田

火災、４位；大日本印刷、５位；三菱電機、６

位；リコー、７位；松下電工、８位；日本シスコ、

９位；日本航空、１０位；キャノンとIT企業が続

いているが、このうち、総合ランキングの上位１０

位に残っているのは、リコー、松下電工、日本シ

スコの３社のみである。

このように、必ずしもIT企業やIT装備が充実

している企業が総合的に高いランキングに位置付

けられているわけではなく、IT導入とその効果

の関係が複雑であることを如実に示している。

「情報化はトップダウンでなければ成功しな

い。」「社員の情報リテラシー向上の努力が欠かせ

ない。」というのは既に常識化している。これら

の点をクリアした先進的な企業でも、現場が動か

ないというトラブルに直面することが多い。その

場合、「本当にトップの意気込みが現場に伝わっ

ているか」「現場が情報化の活用メリットを実感

しているか」「システムを使わずに済む逃げ道を

与えていないか」のチェックが不可欠といわれて

いる。

このような全社的な取組みがあって初めてIT

投資が活き、企業の生産性も向上していくものと

思われる。この現状を分析していくためには、

個々具体的な成功・失敗・改善努力といった具体

的な事例を集めていく必要がある。

�２ 電子商取引（EC）市場

日本における電子商取引の市場規模は、表３―

２のとおりであり、企業間のBtoBに比べて消費

者向けBtoCの規模は非常に小さい。この傾向は、

米国においても同様であるが、アマゾン・ドッ

ト・コムのような著名な大規模BtoCサイトが日

本に生まれていないことが、大きな違いである。

また、情報通信格差の項で述べたように、日本に

おける電子商取引市場の一角を担うべき自営・商

工業者のインターネット普及率が極めて低いこと

も問題である。
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ア 消費者向け電子商取引（EC）

１９９９年におけるBtoCの市場規模については、

表３―２のとおり、日本の３，５００億円に対し、米国

は３．９兆円と、１１倍もの格差が生じている。また、

米国の大手BtoCサイトの売上は表３―３のとおり

であり、書籍販売のアマゾン・ドット・コムが他

社を大きく引き離している。このほか、個人間

オークション及びエージェント（顧客に代わって

条件に合う商品を探すサービス）が急速に売上を

伸ばしている。

BtoCの代表格で急速に規模を拡大しているア

マゾン・ドット・コムにおいても、依然として巨

額の赤字を抱えている（注５）。これは、設立当初か

ら顧客サービスシステムの構築と莫大な営業広告

費用（宣伝、販促）により、そのブランドネーム

を不動のものにしようとしているためである。例

えば、AOL、ヤフーなどのポータルサイトで優

先的な扱いを受けるために、何千万ドルもの特別

料金を支払っている。また、同社は当初、デルコ

ンピュータのビジネスモデルを真似て在庫を持た

ないシステムを採用したが、書籍の単価が低いた

めに大手取次店が１冊単位の取引に対応しないこ

となどの問題が生じた。このため、売れ筋の本に

ついて注文後直ちに倉庫から発送できるよう、ま

た、出版社からの直接一括購入により仕入れ値を

下げるために、在庫を持つシステムに変更した（１５）。

このためのシステム作りにも、巨額の資金が必要

となった。さらに、最近では、海外での積極投資

が大きな負担となっている（注５）。

同社は、短期的な収益性の改善に集中するつも

りはなく、むしろ市場シェアを拡大し、電子商取

引のプラットフォームを確立するために、巨額の

営業費をつぎ込み続けている（注６）。このブランド

至上主義ともいうべき戦略は、現在のところ成功

しているように思われる（注７）が、同社にとっても

表３―３ 米国の大手ECサイト（「情報通信ハンドブック２０００年版」情報通信総合研究所）

業 種
売 上 高（ドル）

１９９８年 １９９９年第２四半期

Amazon.com 書籍販売 ６億１，０００万 ３億１，４４０万

Etrade ブローカー ２億５，０００万 １億５，０００万

Cyberian Outpost コンピュータ販売 ８，５００万 ３，２７０万

Peapod スーパー ６，９３０万 １，７１０万

Cdnow 音楽CD販売 ５，６４０万 ３，４６０万

Ebay 個人間オークション ４，７４０万 ４，９５０万

１―８００―Flowers 花、ギフト販売 ３，０２０万 ―

Priceline エージェント ３，５２０万 １億１，２００万

AutoWeb.com 自動車販売 １，３００万 ７００万

（注５）１９９９年７～９月期の売上３億５，６００万ドルに対し１億９，７００万ドルの赤字を計上。ただし、書籍部門に限れば、同期に初め
て黒字に転換した。また、２０００年７～９月期には、売上が前年同期比７９％増の６億３，８００万ドルに対し２億４，１００万ドルの
赤字を計上している。ただし、米国での書籍、音楽ソフト、ビデオ販売で２，５００万ドルの黒字となっている。

表３―２ 日本の電子商取引の市場規模

（平成１２年通信白書）

分 類 市場規模

最終消費財市場（BtoC） ３，５００億円

原材料取引市場（BtoB） １４兆４，２９８億円

合計（電子商取引市場） １４兆７，７９８億円
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大きな賭け（注８）であることは間違いない。一方、

日本においては、このように戦略的にブランドを

確立したネット企業が現れず、小規模ショップが

乱立している状況にある。

このアマゾンのビジネスは、基本的には既存書

籍販売業界の市場を奪う形で成長している。これ

は、オンライン書店に乗出したブロック＆モルタ

ル型の大型書店チェーン「バーンズ・アンド・

ノーブル（注９）」が、オンライン部門での販売が既

存の店舗販売と共食いになるという問題を抱えて

いることからも明らかである。しかしながら一方

で、流通ルートの未整備や高値で販売されていた

ために規模が小さかった海外での洋書販売市場の

拡大、また、絶版本の探索・販売といった新しい

市場を作り出したことも確かである。

日本のBtoC市場については、アンダーセン・

コンサルティング「日本のBtoC市場規模調査」

（１９９９年１０～１１月）によると、不動産と自動車の

２分野で市場の半分を占めており、以下、パソコ

ン関連、旅行と続いている。日本のBtoCは、世

界最先端の携帯電話インターネット、コンビニ決

済、多彩な宅配便メニューというインフラを活用

すれば、大きく発展する可能性を秘めているが、

アマゾンのような強力なブランドを確立できてい

ないこと、家電業界などで既存の強力な系列販売

店を無視できないこと、などが本格的なBtoC導

入への足かせとなる可能性もあり、予断を許さな

い。

イ ビジネス間の電子商取引

表３―４に示したように、日本のBtoB電子商取

引の市場規模も、BtoCほどではないが米国と比

べてかなり小さい。しかしながら、日本でもよう

やく、３．�１イ項で述べた企業の情報化に伴い、

流通システムの中抜き現象が起きようとしている。

貿易取引の仲介などで利益を稼いできた総合商社

は、その存在自体が中抜きの対象となりかねない

ため、ネットワークの中で鋼材、化学製品、電子

部品、繊維、食品、電力、運送といった分野別の

マーケットプレイスを立ち上げ、取引のリスクを

肩代わりするエスクローサービスなどを提供する

ことにより生残りを図ろうとしており、今後の動

向が注目される。

４ おわりに

以上みてきたように、日本におけるインター

ネット利用は、携帯電話インターネットを除き、

普及率及び用途の多様性のいずれにおいても米国

に遅れている。利用分野も、趣味・娯楽や生活の

情報が中心となっており、特に携帯電話インター

表３―４ 日米のBtoB電子商取引の規模（１９９８）

（アンダーセン・コンサルティング）

日 本 米 国

８．６２兆円 １９．５兆円

（注６）アマゾンでは、在庫はわずか１５～１８日分で従来の書店の１０分の１程度。キャッシュは出荷から２日以内にクレジット会社
から入金され、取次会社に入金するまでの４６～６６日間、無利子の余裕資金（１９９８年で２，５００万ドル以上）となる。収益は
赤字でもキャッシュ・フローでプラスを維持できれば、生き残ることが可能（１４、１５）。

（注７）玩具のｅトイズが、「トイザラスが怖いと思ったことは一度もないが、アマゾンが玩具販売に手を出すのではないかとい
う懸念はある。」と語っているように、他のｅコマース企業たちが、アマゾン・ドット・コムの参入を最も怖れている。
既にアマゾンは、参入から僅か３ケ月で音楽CDのオンライン販売でトップに立ち、ペット用品のペッツ・ドット・コム
やドラッグストア・ドット・コムの株も取得した（１４）。

（注８）サン・マイクロシステムズの設立者ヴィノッド・コースラは、「起業家とは、あえて夢を見て、しかもそれを実現させよ
うと思うくらい馬鹿な人間」という言葉で、起業家がいかに正しい行動をとろうとも、物事がうまく行くためにはタイミ
ングと運が必要であり、起業家はそれでもなお夢を追求できるくらい常識はずれでなければならないことを指摘してい
る（１４）。

（注９）１９９８年の売上高で、アマゾンの６億１千万ドルに対し僅か７千万ドルと低迷（１４）。
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ネットでは、その傾向が非常に強い。しかしこれ

が日本の特色であるのなら、改めていうまでもな

く携帯電話インターネットを企業の情報化や電子

商取引のプラットフォームとして活用し、日本の

強みに変えていくしかない。

情報通信格差については、所得に対するイン

ターネット普及率の格差は日米で同程度であるが、

地域と自営・商工業者の普及率が非常に低いため、

これらに焦点を当てた対策が必要である。また、

郵政研究所の研究において、情報通信格差のうち

パソコン所有と所得の関係については、有意な相

関が存在することが示されているが、今後はその

因果関係を解明すること、また、その他のメディ

アとの関係や雇用に与える影響についても研究す

る必要がある。

米国企業におけるIT利用のマクロ的経済的効

果については、郵政研究所でも検討が行なわれた

が、まだ明確でない部分があるため、新しい統計

制度のデータを基に再検討が必要である。また、

米国企業を対象としたミクロの分析においては、

IT投資と共に組織の分権化等が不可欠なことが

示されている。このためにもCIOの任命と権限強

化、CEOのリーダーシップが必要であるが、日

本企業はようやくこの点を認識した段階であり、

情報化の動向を把握するためには、日本企業の情

報化についてのミクロの実態調査が必要である。

電子商取引のうち、日本のBtoCについては、

現在のところ米国の１割以下の市場規模しかない。

今後、世界最先端の携帯電話インターネット、コ

ンビニ決済、多彩な宅配便メニューというインフ

ラを活用すれば、大きく発展する可能性を秘めて

いるが、アマゾンのような強力なブランドを確立

できていないこと、業界によっては既存の強力な

系列販売店を無視できないこと、などが本格的な

BtoC導入への足かせとなる可能性もある。一方、

BtoCよりも遥かに市場規模の大きなBtoBについ

ては、商社等の生き残りをかけた参入が続いてい

る。これらの動向を把握するためには、今後、

各々の分野における個々の事例を詳細に分析し、

ITが日本の社会・経済に及ぼす影響を解明して

いく必要がある。

参考文献

�１ 公文俊平「情報化の展望と課題」（１９９８．６ GLOCOMホームページ）

�２ 平成１２年 通信に関する現状報告（通信白書；郵政省）

�３ インターネット白書２０００（インプレス）

�４ パソコン白書１９９９―２０００（日本電子工業振興協会）

�５ 情報サービス産業白書２０００（情報サービス産業協会）

�６ 情報メディア白書２０００（電通総研）

�７ 清水方子、他「技術革新への対応とホワイトカラーの賃金：賃金とパソコン所有の相互関係」（郵

政研究所ディスカッションペーパー№１９９９―０４（１９９９．５））

�８ NTIA報告「Falling through the Net」１９９９．７

�９ 池田琢磨 「情報化による生産性向上について」（郵政研究所月報№１２４（１９９９．１）トピックス）

�１０ 「デジタル・エコノミー２０００」（米国商務省）

�１１ 篠原三代平「異説・IT革命論」（エコノミスト２０００．１０．３）

�１２ 池田琢磨「続・情報化による生産性向上について」（郵政研究所月報№１４０（２０００．５）トピック

６７ 郵政研究所月報 ２０００．１１



ス）

�１３ エリック・ブリンジョルフソン、ロリン・ヒット「生産性パラドクスを超えて」（１９９８年８月）

�１４ アンソニー・パーキンス他「インターネット・バブル」（日本経済新聞社）

�１５ ロバート・スペクター「アマゾン・ドット・コム」（日経BP社）

６８郵政研究所月報 ２０００．１１



はじめに

昨今、バイオテクノロジーやヒトゲノムといっ

た単語が新聞紙上に載らない日はないといっても

過言ではない。遺伝子情報の解読を通して、バイ

オテクノロジーの医療分野への幅広い応用が広が

る一方で、克服すべき新たな問題が生じている。

その一つとして、新技術を用いることによる人体

への危険性や環境問題が挙げられるが、特に、昨

年来、遺伝子組み替え食品に関する安全性につい

て、その表示問題を契機に世界的に論争が生じて

おり、解決の糸口を見つけるには更なる時間が必

要な状況となっている。

本稿では、遺伝子組み替え作物の普及、拡大を

巡る一連の動きを調べ、遺伝子組み替え作物が穀

物市場にどのような影響を生じさせたかについて

考察し、今後の課題を整理することとする。

１ 遺伝子組み替え作物（GMO：Genetically

Modefied Organisms）とは

従来、新しい品種を作り出すためには、同じ種

類同士のおしべとめしべの交配を通し、その中か

ら優れた性質を見出す方法で行われてきた。つま

り、品種改良といっても、あくまでもその種の延

長線にあるものであった。

しかし、遺伝子組み替え技術は、異なる二つの

種の生物が持つ細胞から遺伝子を切り出して、そ

の一部を張り合わせてまったく新しい遺伝子を作

る技術であり、新しい遺伝子は、二つのそれぞれ

の特徴を兼ね備えたものとなる。このことは、植

物の枠を超えて動物と植物との組み替えも可能で

あり、これまでの技術では考えられない大きなイ

ンパクトを持つものともいうことができる。

こうした遺伝子組み替え技術であるが、この新

技術を推進する最大の目的は、人口増加に伴う食

糧危機を回避し、安定した食糧供給を図ることと

一般的にいわれている。国連による将来の人口予

測（UN，１９９９）では、９５～９７年の平均人口であ

る５７．５億人をベースとして、２０１５年では７１．５億人、

２０３０年では８１億人、２０５０年で８９億人に増加すると

見込まれている。９５～９７年の平均で飢えに苦しん

でいる人が７．９億人との報告されていることから、

将来危惧される深刻な食糧不足を解決するために

は、農業の生産性を高める新技術が不可欠である。

その解決策の一つが遺伝子組み替え技術である。

この遺伝子組み替え技術により、農業の敵とされ

ている害虫、病気、雑草に強い品種や耐寒性、耐

乾性、耐塩性等の品種開発により、生産性の向上

や耕地面積の拡大も可能となり、生産量の拡大に

寄与するものとして期待されている（図表１）。

実際、このような期待を担った遺伝子工学の研

究は１９７０年代後半から開始され、９０年代には加速

的な発展を見せ、９０年代中頃からは遺伝子組み替

え作物が実際に商業化されるようになった。商品

化された最初のものは９４年にアメリカで行われた

「日持ちの良いトマト（フレーバー・セイバー）」

トピックス

遺伝子組み替え作物と穀物市場

第三経営経済研究部研究官 山根 浩三
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で、それ以来、除草剤耐性、害虫抵抗性の作物が

開発、商業化されていった。

では、なぜこれほどまでに遺伝子組み替え作物

の商業化が急速に拡大していくことになったのか、

その背景について、生産者サイドから主要生産地

である米国の農業政策との関連を中心に見ていく

こととする。

２ 生産者にとっての遺伝子組み替え作物の意義

２．１ 米国農業戦略の転換―「１９９６年農業法」に

よる米国農業経営の変化

９６年農業法の成立、実施は米国の農業政策にお

いて、大きな転換ともいえるものであるが、同法

は遺伝子組み替え作物の市場への登場と時期をほ

ぼ同じくするものであり、遺伝子組み替え作物の

積極的な推進に大きな役割を果たすものとなった。

この９６年農業法は、政治問題化していた米国財

政赤字削減を目的とする７年の時限立法であるが、

従来の減反計画（生産調整）を前提とした所得保

障制度である不足払い制度を廃止する代わりに、

生産調整を条件とはしない直接固定支払制度や、

価格支持融資制度といった部分的所得保障制度へ

と転換するものであった（図表２）。

この農業政策の転換は、「穀物の作付けの自由

を農家に保障する代わりに、米国政府が農家の所

得保障の責任は負わず、農家が市場におけるリス

図表１ 人口及び穀物需給の予測

（FAO: Food and Agricaltural Organization of the United Nations.
Agricalture: Towards２０１５／３０, Technical Interim Report, April２０００）

図表２ 固定支払いと不足支払い（旧）との相違
（解説）米国小麦価格が下落して価格支持水準（１）（２．５８

ドル／ブッシェル）を越えて下がった場合の９６年

農業法以前の不足支払いの場合とそれ以降の固定

支払いによる所得保障の違いは、旧不足支払いの

場合は旧目標価格（２）（上記の４．００ドル／ブッシェ

ル）からの下落幅１．４６ドル分がすべてが不足し払

いでカバーされたが、固定支払いによる補償では、

０．６６ドル分（相場価格として３．３４ドル）に限定さ

れるため、価格支持水準との差（１．４２ドル分）と

比較としても４６％しかカバーされない。

注（１）生産費をベースとした政府によるコスト・所得

保障価格。

注（２）種子代や肥料代などの現金費用をカバーしてい

る部分で全体生産コストの約３分の２程度の水

準。
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クの管理を行なうこと」を意味するものであり、

生産者にとっては、安定的所得保障制度である不

足払い制度を７年間の固定補償額という手切れ金

で放棄したことを意味している。

このような政策転換の背景には、穀物価格が世

界的な低水準の穀物在庫により９４年頃から９６年夏

場にかけて上昇し、生産者は市況の如何によらな

い固定補償額に加えて、上昇した販売価格から利

益を上げることができることとなり、従前の不足

払い制度に比較して生産者にプラスに働く環境と

なったためである。

このように、生産調整を廃して市場原理が導入

されたことにより、生産者は市場におけるリスク

を直接受けることとなったため、マーケットの動

向を重視した収益増大や費用削減を目指した農業

経営が不可欠となった。

２．２ 穀物相場の下落と遺伝子組み替え作物の広

がり

穀物相場の推移から分かるように、穀物相場は

９７年をピークに下落に転じ、９９年にかけて続落し

た。これは、アジア経済危機でアジアの穀物輸入

が減る一方で、米国を中心とした穀物生産が９６年

以降３年連続して天候に恵まれたことや９６年農業

法で自由化となった大豆、トウモロコシの作付け

面積が過去最高となったこと等により、史上１、

２位を争う大豊作となったためであった（図表３）。

この結果、９８年９月には、小麦、大豆、トウモ

ロコシの価格はいずれにおいても、種子代や肥料

代などの現金費用をカバーする価格支持水準（生

産コスト全体の約３分の２の水準で、米政府が価

格の下落を支えるための融資単価）を下回るよう

になった（図表３）。

９６年農業法により市場原理が導入された米国農

家にとって、穀物相場の下落により経営状況は厳

しいものとなり、少しでも所得を多く確保するた

めの方策として、小麦やトウモロコシよりも販売

単価が高く収益性の高い大豆へと作付けの移行が

促進され、更には減反農地の再利用による大豆の

作付け面積が増大することとなった（図表４）。

特に、減反農地の利用には除草と耕起作業が必

要のため、大量の除草剤を何度となく散布しなけ

ればならない従来タイプの大豆よりも、容易に導

入しやすい除草剤耐性を有する遺伝子組み替え大

図表３ シカゴ穀物相場と在庫の推移

７１ 郵政研究所月報 ２０００．１１
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豆の作付け需要が高まり、それ以降、遺伝子組み

替え作物が急速に拡大していった。遺伝子組み替

え大豆は種子代は高いものの、導入のしやすさに

加え、農薬代や労働力も節約でき、生産コストを

下げるというメリットも需要を喚起させた要因と

考えることができる（図表５）。

また、米国農業は好景気を反映した労働力の不

足や農業従事者の高齢化という問題が深刻化して

おり、その対処として農業作業の単純化や大型機

械化が進んでいることも、遺伝子組み替え作物が

拡大していった背景としても捉えることができる。

２．３ WTOにおける米国の農業戦略

８６年から７年余りにわたったガット・ウルグア

イ・ランドにおける交渉の合意に基づき、WTO

（World Trade Organization）は９５年１月に発足

図表４ 穀物の作付け面積の推移

図表５ 遺伝子組み替え作物作付け面積の推移
（万ha）

１９９６ １９９７ １９９８ １９９９

米 国 １７０ １，１００ ２，０５０ ２，８７０

カ ナ ダ ２８０ ４００

アルゼンチン ４３０ ６７０

中 国 ３０

オーストラリア １０ １０

そ の 他 １０ １０

世 界 全 体 １７０ １，１００ ２，７８０ ３，９９０

（James, C,１９９９：種子販売量からの推定）

うち米国

１９９８―９９年 １９９９―２０００年

作付け
面 積

比 率
（％）

作付け
面 積

比 率
（％）

大 豆 １，０８０ ３８ １，６４０ ５４

トウモロコシ ７８４ ２５ ８００ ２５

その他（綿花等） １８６ ４３０ ６１

計 ２，０５０ ２，８７０

９８年はバイオテクノロジー産業協会発表
９９年は米農務省「Agricultural Outlook」

１）ウルグアイ・ランドまでの農業交渉・合意は、もっぱら、国境措置（関税や輸入制限）を巡るものであったが、ウルグアイ・
ランドでは、国内保護（価格による支持を行なうことによって生産を刺激し、貿易を歪曲する政策）及び輸出補助金（輸出競
争力を高めるために助成されるものであり、人為的に輸出価格が引き下げられるため、貿易の著しい歪みが生じる）の削減を
自由貿易の阻害要因とみなして交渉の対象とした。

７２郵政研究所月報 ２０００．１１



した。ウルグアイ・ランドの特徴の一つは、米国

が農業を交渉のターゲットとして設定したことで

ある。自由貿易の阻害要因となる国境措置、国内

保護、輸出補助金１）の完全撤廃による完全自由化

を主張する米国と、漸進的削減を主張するEUや

日本との激しい交渉の結果、９３年１２月に、原則的

に削減としながらも現実を考慮した柔軟な対応を

認めることを内容とするWTO協定が合意された。

米国が農業にターゲットを絞って完全自由化を

主張した背景には、８０年代初頭の米国貿易赤字が

激増した一因として、米国農産物に関する貿易黒

字額が激減したことがある。当時、軍拡による財

政赤字の拡大と併せて、貿易収支赤字は双子の赤

字として政治問題化していたことを考えると、米

国農産物の輸出を阻害する障壁を取り除くことが

米国の緊急課題であったことを容易に理解するこ

とができる。

上述した９６年農業法の施行は、農産物自由化を

テーマとした２０００年から開始されるWTO交渉を

念頭に置かれたものではないが、米国農業者が市

場原理に基づく経営を行なうためには、輸出を通

して米国農産品の販路を拡大し、市場価格競争力

を維持することができる仕組み作りが不可欠で

あった。これもWTO交渉において完全自由化を

唱える米国の農業戦略の背景と考えることができ

る。

実際、９８年の穀物相場の下落場面においては、

多くの米国農家は小麦やトウモロコシから収益性

の高い遺伝子組み替え大豆に切り替えたこともあ

り、輸出増加による自国農業の回復を目指した米

国は、農産品貿易の自由化促進という観点から最

大の輸入国である日本やアジア諸国に対して輸出

圧力を強めることとなった。

WTO交渉における農業問題を巡る各国の構図

は、EU及び日本が自由化に慎重であり、特に農

業固有の性格から派生する「農業の多面的機能」２）

への配慮を重視する一方で、輸出大国の米国は

「農業の多面的機能」の乱用が自由貿易阻害要因

となることへの懸念を示し、自由化に向けた両陣

営の立場の違いを反映している。遺伝子組み替え

問題においても、双方の主張は、安全性に問題な

しとして輸出拡大を目指す米国と、安全性に多大

な疑義があるとして慎重な姿勢を貫くEUや日本

との間で、新たな火種となっている。

これまで、遺伝子組み替え作物の普及・拡大が

米国の国内農業政策や対外戦略との関連において、

また穀物相場との関係において、どのように推進

されてきたかを生産者（供給）サイドから見てき

た。次に、遺伝子組み替え作物（食品）への安全

性に関する議論、及びそれに伴う遺伝子組み替え

作物の排除運動が穀物相場にどのような影響を与

えてきたかについて、もう一方の当事者である消

費者（需要）サイドから見ることとする。

３ 消費者にとっての遺伝子組み替え作物（食品）

の意義

３．１ 安全性

�１ 安全性評価規制及び評価

�１ 国際的な枠組みに関する動向

遺伝子組み替えという新技術で作られた作物を

利用する場合は何段階もの安全性評価が必要とな

るが、作物の商品化に先立って国際的な視野から

２）WTO農業協定（９４年４月）の前文でも、「…食糧安全保障、環境保護の必要性その他の非貿易的関心事項に配慮しつつ…（hav-
ing regard to non―trade concerns, including food security and the need to protect the environment）」とあるように、非貿易
的関心事項の中に農業の「多面的機能」を含めることができると解釈される。EUは９９年７月の提案で「多面的機能」の内容
として、「特に農業の多面的な役割、食品安全性と品質、環境を保全する政策、動物愛護」が交渉の４つの主要な分野のひと
つとし、日本は食品安全性については、「消費者の関心」を踏まえた「新たな課題への対応」（９９年６月）として、多面的機能
とは別に配慮すべき事項として一つの柱を立てて整理するよう提案している（農水省：WTO農業交渉の課題と論点（平成１２
年５月））。
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も安全性に関する協議が行われてきた。特に、食

品としての安全性については、９０年以来、OECD

の専門家会合で検討され、９３年に最終報告書が刊

行された。その中で、組み替え食品の安全性を考

える上での基準として、「実質的同等性」という

考え方が示された。この「実質的同等性」とは、

従来の食品と組み替え食品との相違性を比較検討

し、組み替え後の産物（たん白質）の安全性が確

認され、栄養成分に違いがなければ、組み替え食

品は従来の食品と「実質的同等性」であり、安全

であると判断されるという考え方である。この

OECDの動向を踏まえて、各国は安全性評価のた

めの枠組みを作ってきた。

最近の動向に関しては、２０００年１月から交渉が

開始されたWTOにおける新ラウンドでの農業交

渉や、世界保健機関（WHO）と国連食糧農業機

関（FAO）が合同で設立した食品規格委員会（コー

デックス）の特別部会での検討等を通して、遺伝

子組み替え食品の安全性に関する国際的な指針作

りが行なわれている。

�２ 米国における安全性規制・評価

米国では、８０年代半ばに遺伝子組み替え技術が

産業化の段階を迎えたことから、遺伝子組み替え

にかかる研究に対する規制を明確にし、種々の規

制の調和を図るため、８６年６月に大統領府による

「バイオテクノロジー規制の調和的枠組み」が発

表された。それ以降、遺伝子組み替え農産物は別

に特別扱いする種類ではないとの考え方から、従

来の製品に対する規制の枠組みで実施されてきた。

環境に関するものは農務省（USDA）と環境保

護庁（EPA）により規制されており、食品とし

ての安全性は連邦食品医薬品局（FDA）が所管

している。

食品としての安全性は通常の食品に適用してい

る「連邦食品医薬品化粧品法」により規制されて

おり、遺伝子組み替え技術をことさら特別の先端

技術ではなく、これまでの延長線上にある技術に

過ぎないとの考え方から、かなり厳しい規制をも

つ一般の食品と同等に評価されている。米国で、

食品として安全性が確認されたものは９９年７月の

時点で１１種４３件となっている。

�３ 日本における安全性規制・評価

日本においては、環境に関する安全性と食品及

び飼料としての安全性評価に大別することができ

るが、特に食品としての安全性評価については、

９１年に厚生省よりチーズ製造用の遺伝子組み替え

微生物による食品に対し「組み替えDNA技術応

用食品・食品添加物の安全評価指針」が策定され

た。９６年には米国における組み替え農作物の商業

化に併せて組み替え種子植物の安全性評価に関す

る項目を追加し、本年５月の厚生省告示により

２００１年４月１日から、この指針に基づく安全性審

査を任意的なものから法的義務化することとなっ

た。

現在、この安全評価指針を根拠として、食品衛

生法の評価基準に基づき厚生省が安全性評価の確

認を行なった遺伝子組み替え食品は７種類２９品目

（図表６）となっている。

�４ EUにおける安全性規制・評価

遺伝子組み替え作物の市場流通に対して、人の

健康と環境保護を目的とした規制方針（EC指令９０

／２２０／EEC）が９０年４月に出され、これに基づき

各国が法律又は指針を策定し規制をおこなってい

る。この指令に基づき、９９年６月現在６種１５件が

市場流通の承認を得ているが、９９年６月に、この

指針は今後改正されることが合意され、その際、

１５カ国中１２カ国が新たな組み替え作物の販売許可

承認を凍結すると宣言している。

�２ 遺伝子組み替え食品に対する安全性論議の広

がり

上記のように各国で定める安全性規制により国
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図表６ 日本で食品の安全性が確認された遺伝子組換え作物

安全性確認日 品 種 商 品 名 性 質 申 請 者

Ｈ８．９．３ 大 豆 ラウンドアップ・レディ・大豆４０―３―２ 除草剤耐性（グリホサート） 日本モンサント�株
Ｈ８．９．３ な た ね ラウンドアップ・レディ・カノーラ（RRC７３

系統）

除草剤耐性（グリホサート） 日本モンサント�株

Ｈ８．９．３ じゃがいも ニュー・リーフ・ポテト

（BT６、１０、１２、１６、１７、１８、２３系統）

害虫抵抗性（コロラドハムシ等） 日本モンサント�株

Ｈ８．９．３ とうもろこし Bt１１ 害虫抵抗性（アワノメイガ等） 日本モンサント�株
Ｈ８．９．３ な た ね HCN９２ 除草剤耐性（グルホシネート） ヘキスト・シェーリング・

アグレボ�株
Ｈ８．９．３ な た ね PGS１ 除草剤耐性（グルホシネート） ヘキスト・シェーリング・

アグレボ�株
Ｈ８．９．３ とうもろこし Event １７６ 害虫抵抗性（アワノメイガ等） 日本チバガイギー株式会社

Ｈ９．５．２６ とうもろこし イールドガード・トウモロコシ Mon８１０ 害虫抵抗性（アワノメイガ等） 日本モンサント�株
Ｈ９．５．２６ じゃがいも ニューリーフ・ジャガイモ

（スーペリア品種、アトランティック品種）

（SPBT０２―０５、０２―０７、ATBT０４―０６、０４―３０、

０４―３１、０４―３６系統

害虫抵抗性（コロラドハムシ等） 日本モンサント�株

Ｈ９．５．２６ わ た インガードワタ（５３１、７５７系統） 害虫抵抗性（オオタバコガ） 日本モンサント�株
Ｈ９．５．２６ とうもろこし T１４、T２５ 除草剤耐性（グルホシネート） ヘキスト・シェーリング・

アグレボ�株
Ｈ９．５．２６ な た ね PHY１４、PHY３５ 除草剤耐性（グルホシネート） ヘキスト・シェーリング・

アグレボ�株
Ｈ９．５．２６ な た ね PGS２ 除草剤耐性（グルホシネート） ヘキスト・シェーリング・

アグレボ�株
Ｈ９．５．２６ な た ね PHY３６ 除草剤耐性（グルホシネート） ヘキスト・シェーリング・

アグレボ�株
Ｈ９．５．２６ な た ね T４５ 除草剤耐性（グルホシネート） ヘキスト・シェーリング・

アグレボ�株

Ｈ９．１２．１６ わ た ラウンドアップ・レディ・ワタ（１４４５系統） 除草剤耐性（グリホサート） 日本モンサント�株
Ｈ９．１２．１６ わ た BXN cotton

（１０２１１、１０２１５、１０２２２、１０２２４系統）

除草剤耐性（ブロモキシニル） 日本モンサント�株

Ｈ９．１２．１６ な た ね MS８RF３ 除草剤耐性（グルホシネート） ヘキスト・シェーリング・

アグレボ�株
Ｈ９．１２．１６ な た ね HCN１０ 除草剤耐性（グルホシネート） ヘキスト・シェーリング・

アグレボ�株
Ｈ９．１２．１６ ト マ ト フレーバーセーバートマト 日持ち性の向上 麒麟麦酒�株

Ｈ１０．１２．１４ な た ね MS８ 除草剤耐性（グルホシネート）、

雄性不念性

ヘキスト・シェーリング・

アグレボ�株

Ｈ１０．１２．１４ な た ね RF３ 除草剤耐性（グルホシネート）、

稔性回復性

ヘキスト・シェーリング・

アグレボ�株

Ｈ１１．１１．２９ な た ね WESTAR―Oxy―２３５ 除草剤耐性（オキシニル系） ローヌ・プーラン油化アグ

ロ�株
Ｈ１１．１１．２９ わ た Bollgard with BXN Cotton（３１８０７系） 害虫抵抗性（オオタバコガ等）、

除草剤耐性（ブロモキシニル）

日本モンサント�株

Ｈ１１．１１．２９ て ん さ い T１２０―７ 除草剤耐性（グルホシネート）、 アグレボ・ジャパン�株
Ｈ１１．１１．２９ とうもろこし DLL２５ 除草剤耐性（グルホシネート）、 日本モンサント�株
Ｈ１１．１１．２９ とうもろこし DBT４１８ 害虫抵抗性（アワノメイガ等）、

除草剤耐性（グルホシネート）

日本モンサント�株

Ｈ１１．１１．２９ とうもろこし ラウンドアップ・レディ・トウモロコシ（GA２１

系統）

除草剤耐性（グリホサート） 日本モンサント�株

Ｈ１１．１１．２９ な た ね PHY２３ 除草剤耐性（グルホシネート） アグレボ・ジャパン�株

（厚生省遺伝子組換食品ホームページより）
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家レベルで安全性が認定された遺伝子組み替え食

品であっても、食品として常時、継続的に人体に

摂取されるものに対する危険（または安全）に対

して、立場の違いでまったく反する主張が展開さ

れることとなる。つまり、１００パーセント安全で

あると科学的に証明できるものだけを安全と考え

る慎重な立場（消費者サイド）か、１００パーセン

ト安全を保障することはできなくとも危険性を見

出すことができないものを安全と考える立場（生

産者サイド）かの違いである。しかし、この相違

は、いわば感情的なすれ違いといえるものである。

�１ EUにおける反対運動

EUにおいては、９６年６月に遺伝子組み替え作

物（米モンサント社が開発したラウンドアップ・

レディー・ダイズ）の販売が解禁されたことに対

し、狂牛病騒動３）で多くの市民が危険にさらされ、

食の安全性について欧州全体が敏感になっていた

時期とも重なったことから、激しい消費者反対運

動が起こった。こうした反対運動を反映して一ヶ

月後のEUの環境相理事会では新たな遺伝子組み

替え食品の生産と流通は当面一切認めないことに

合意した。更に、９８年５月には世界に先駆けて遺

伝子組み替え作物の表示義務化を行ない、適用範

囲がダイズとトウモロコシの２作物２品目ではあ

るものの基準の厳しさでは、現段階で世界最高水

準のものとなっている。

WTOや他の国際的な協議機関でのEUの態度は、

「遺伝子組み替え食品には懐疑的なアプローチが

必要で、安全性の確保がなされなければ進むべき

ではない」とし、一貫して慎重なものとなってい

る。

�２ 日本における反対運動

遺伝子組み替え作物が日本に最初に輸入された

のは９６年秋のことであるが、時を同じくして特に

表示を求める点で消費者反対運動が盛り上がった。

当時、全国的な問題に発展した環境ホルモン問題

で消費者運動は下火となり、９９年の表示問題が浮

上して、再燃することとなった。

３．２ 表示問題：遺伝子組み換え作物の排除への

動き

前述の様に、激しい反対運動が起こったEUで

は、９８年に表示義務化を行ない、それは「遺伝子

組み換え食品ではない」と表示するためには食品

の原料レベルで０．１％未満の混入率（１０００粒に１

粒の割合）にしなければならないという非常に厳

しいものであった。このような表示制度の確立に

より、特に狂牛病で大きく揺れた英国を中心とし

て多くの小売業で商品への混入状況のチェックが

行なわれ、米国産遺伝子組み換え作物はヨーロッ

パ市場から排除される動きが広がった。

日本においても、２年以上に及ぶ議論の末、９９

年９月に農水省により２００１年４月から遺伝子組み

換え食品に対する表示の義務化を実施する方針が

示された（図表７）。

この表示義務化をきっかけにして、食品業界は

消費者が遺伝子組み換え食品に対して高い不安感

を抱いていることを踏まえて、遺伝子組み換え作

物を避ける方向に転換し始めた。豆腐業界はもと

より、表示義務のないビール業界にまで波紋は広

がり、分別流通４）により非遺伝子組み換え作物を

確保する動きが高まった。このようにして、表示

３）牛肉によるクロイツフェルト・ヤコブ病の感染問題であるが、狂牛病という牛の脳を破壊する病気は人間には感染しないと科
学者が保証したにもかかわらず、その後の研究でクロイツフェルト・ヤコブ病が狂牛病の原因であるプリオンという物質によ
り起こる可能性があることが指摘されて、ヨーロッパ中を震撼させた。また、科学者への不信感を募らせるもととなった。

４）生産、流通過程において一貫して区分することにより、混入を避ける方法。代表的な分別流通の経路は次の通りに整理するこ
とができる。
・種子の厳選（証明書付き）→農場の環境条件の確認→収穫と専用カントリーエレベータへの搬入→専用貨車による輸出港へ
の運搬→輸出港でのチェック→専用船での日本への輸送→選別工場→卸売業者
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問題を端に日本においても、米国産遺伝子組み換

え食品の排除の動きが高まってきた。

「安全性は確立されておらず、消費者の選択権

の確保のためにも表示が必要である」とするEU

や日本の動きに対し、米国は、「既に安全性規制

や評価による承認を得ており、安全性は確認され

ている。表示することにより、遺伝子組み換え食

品は安全でないという誤解を招くことになり、非

関税障壁となりうる」との懸念を表明し、WTO

やコーデック委員会等における大きな争点に発展

した。

最近の動向として、米国においても、消費者団

体やNGO（非政府組織）等の要求が激しくなっ

たことを受けて、米農務省は安全性評価の再検討

図表７ 遺伝子組み替え食品の表示の内容及び実施の方法

食 品 の 分 類 品 目 表 示 方 法

組成、栄養素、用途等に関して従来の食品と同
等でない遺伝子組換え農産物及びこれを原材料
とする加工食品

〈指定食品（予定）〉
高オレイン酸大豆並びに同大豆油及びそ
の製品（現在、安全性評価申請中で確認
後指定予定）

・「大豆（高オレイン酸・遺伝子組
換え）」等の義務表示

従来のものと組成、栄養素、用途等は同等であ
る遺伝子組換え農産物が存在する作目（大豆、
トウモロコシ、ジャガイモ、（ナタネ、綿実））
に係る農産物及びこれを原材料とする加工食品
であって、加工工程後も組み換えられたDNA
又はこれによって生じたタンパク質が存在する
もの

〈指定食品（予定）〉
豆腐・豆腐加工品
凍豆腐、おから、ゆば
大豆（調理用）
枝豆
豆もやし
納豆
豆乳
味噌
煮豆
大豆缶詰
きな粉
煎り豆
コーンスナック菓子
コーンスターチ
トウモロコシ（生食用）
ポップコーン
冷凍・缶詰トウモロコシ
これらを主な原材料とする食品
ジャガイモ（生食用）
大豆粉を主な原材料とする食品
植物タンパクを主な原材料とする食品
コーンフラワーを主な原材料とする食品
コーングリッツを主な原材料とする食品

・遺伝子組換え農産物を原材料とす
る場合
→「大豆（遺伝子組換え）」、「大豆
（遺伝子組換えのものを分子別）」
等の義務表示
・遺伝子組換えが不分別の農産物を
原材料とする場合
→「大豆（遺伝子組換え不分別）」
等の義務表示
・生産・流通段階を通じて分別され
た非遺伝子組換え農産物を原材料
とする場合
→「大豆（遺伝子組換えでない）」、
「大豆（遺伝子組換えでないもの
を分別）」等の任意表示又は表示
不要

従来のものと組成、栄養素、用途等が同等であ
る遺伝子組換え農産物が存在する作目（大豆、
トウモロコシ、ジャガイモ、ナタネ、綿実）に
係る農産物を原材料とする加工食品であって、
組み換えられたDNA及びこれによって生じた
タンパク質が加工工程で除去・分解等されるこ
とにより、食品中に存在していないもの

醤油
大豆油
コーンフレーク
水飴
異性化液糖
デキストリン
コーン油
ナタネ油
綿実油
マッシュポテト
ジャガイモ澱粉
ポテトフレーク
冷凍・缶詰・レトルトのジャガイモ製品
これらを主な原材料とする食品

表示不要
・ただし、生産・流通段階を通じて
分別された非遺伝組換え農産物を
原材料とする加工食品にあって
は、「なたね（遺伝子組換えでな
い）」、「なたね（遺子組換えでな
いものを分別）」等の任意表示が
可能

（注）「主な原材料」とは全原材料中重量で上位３品目で、かつ、食品中に占める重量が５％以上のもの
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や表示の必要性について発言するようになり、９９

年１１月にシアトルで開催されたWTO閣僚会議で

は表示の義務づけを主張するEUや日本に対して

柔軟な態度を示した。

４ 穀物相場への影響

４．１ 遺伝子組み替え食品排除運動による相場の

下落：動揺する米国

遺伝子組み替え作物の作付け状況を見ると、世

界全体での栽培面積が９６年の約１７０万haから、９９

年には３，９９０万haまで２０倍以上にも増加しており、

栽培国は、米国、カナダをはじめとして１２カ国に

も上っている（図表５）。特に、米国では、ダイ

ズが９８年で全米の面積の３８％であったものが、９９

年では５４％にまで急拡大している。

このような拡大の背景は、遺伝子組み替え作物

が生産しやすく、高い生産性を有し、効率的な農

業経営の実現を可能にするものであり、その上、

価格維持のための輸出振興という米国政府の支援

という、生産者にとって好条件を備えたもので

あった。さらに、９８年以降の穀物価格の下落は、

低コストで高収益という遺伝子組み替え作物への

商品シフトを間接的に支援することになった。

しかし、こうした作付け面積の拡大に警鐘を鳴

らすかのように、食品安全上の立場から消費国で

あるEUや日本を中心に組み替え食品の排除運動

が高まった。その結果、９９年７月には多くの遺伝

子組み替え作物の価格が急激に下落することと

なった。一方、非組み替え作物は需要が急激に増

加し、米国内では分別流通にかかるコストより大

きい約２５％程度のプレミアムが上乗せされ、価格

が急騰した。

穀物価格の下落のために、効率的経営を目指し

て導入された遺伝子組み替え作物（不分別）の更

なる価格暴落は、苦境にあえぐ米国農業者を直撃

するとともに、消費国の不買運動への危機感を募

らせるものとなった。９９年秋の全米トウモロコシ

生産者協会のレポートでは２０００年の遺伝子組み替

え作物の作付け面積が減少するとの見方をしてお

り、また、非組み替え品種を増産するよう求めた

との報告もあり、米国農業者の動揺ぶりを示して

いる。実際、非遺伝子組み替え作物の分別流通に

本格的に取り組む米国穀物会社も増加しており、

中には遺伝子組み替え作物を買い上げない会社ま

で出現したことからも、米国の混乱ぶりが窺える。

４．２ 非遺伝子組み替え作物（大豆）の先物取引

の上場と穀物相場の動向

２００１年４月からの表示義務を控えて、日本の食

品業者は原料の非遺伝子組み替え作物（食品）へ

の切り替えを進めており、その動きに呼応して商

社も北米産を中心に分別品の調達を急いでいる。

こうした非遺伝子組み替え作物の流通量の拡大に

応じて、需給の実態を反映した公正な取引価格を

形成する目的で、非遺伝子組み替え作物（大豆）

の先物取引が東京穀物商品取引所に本年５月に上

場された。なお、非遺伝子組み替え作物の上場基

準として、農水省のガイドラインである「組み替

え品混入率の目安を５％程度」としている。

上場後の売買高や価格動向は（図表８）の通り

であるが、売買高に関しては、IMO（インディ

アナ、ミシガン、オハイオの主要穀物産地産の不

分別）大豆に比較してNON―GM（非組み替えの

分別）大豆の取引が活況を呈しているのが読み取

れる。

価格については、価格差が約２千円前後で推移

しており、現物取引における約６千円の価格差と

比較して小さいものとなっている。この価格差の

違いは取扱商品に関する品質保証面の相違、つま

りオーダーメイドで具体的ニーズに的確に答えら

れる現物取引と一定の条件の下でニーズに応える

レディーメード（先物取引）の違いと考えること
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ができる。品質を求める非組み替え大豆という特

性を考慮すると、産地や品質を細かく規定できな

い先物市場での価格形成の限界を示しているとも

いえる。

４．３ 遺伝子組み替え作物に関する市場の動向

前述のように消費国を中心とした遺伝子組み替

え作物の排除運動の高まりにより、生産者サイド

の都合、特に米国といえども自国の都合だけで事

態の進展を図ることができず、消費国の動向を見

据えた行動をとることの重要性を体験することと

なった。そして、非遺伝子組み替え作物の需要拡

大の動きを受けて、米国の生産者及び穀物業者は、

遺伝子組み替え作物の拡大路線の見直しや分別流

通の仕組みを確立することにより、消費国のニー

ズに応えようとしている。米国農業者の中には遺

伝子組み替え作物の持つ様々なメリットと消費国

のニーズを反映した非遺伝子組み替え作物のプレ

ミアム価格を比較し、両者を選別する動きが生じ

てきている。

また、非遺伝子組み替え作物と遺伝子組み替え

作物の差別化を図ることができるようなレディ

メード型の先物商品も登場し、流通市場の新たな

枠組みも形成されつつある。

９８年、９９年と穀物相場の続落により米国農業の

経営状況は深刻な状況に陥ったため、９６年農業法

で直接固定支払制度に移行したにもかかわらず、

米国政府は臨時措置として９９年、２０００年と２年連

続で農業事業者に対して追加支援施策を講じた５）。

このような時限的な措置で急場をしのぐことはで

きても、農業経営の基盤は市場メカニズム重視へ

と移行してしまったことは事実であり、今後も市

場の動向を敏感に捉えた経営が求めつづけられる。

今後、遺伝子組み換え作物に対する消費国から

図表８ NON―GMO大豆とIMO大豆相場（東京穀物取引所）

５）９８年１０月に総額６０億ドル、９９年８月にも７５億ドルに上る農業支援パッケージが決定された。９８年１０月の内訳は、�１（アジア危
機によるアジア向け輸出の減少を補償するという名目で）市場喪失補償として、２８．５７億ドルを固定支払契約農民に支払う、
�２過去５年間に３年作物不作に直面した農民に８．７５億ドルの補償を行なう、�３９８年に作物災害にあった農民に対し、１５億ドル
の補償を行なう等で総額６０億ドル。９９年８月決定の内訳は、�１市場喪失補償として、５５．４億ドルを追加的に支払う（固定支払
い額５１．３億ドルと併せて１０６．７億ドルの固定支払額となる）�２固定支払いに預からない大豆、畜産、野菜生産者等に１０．１８億ド
ルを補償する、�３作物保険の保険料補助として４億ドルを支払う等で総額７５億ドルとなる。
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の風当たりは強く、無条件に受け入れられること

はないとしても、様々な国際的な会合における精

力的な協議の結果、例えばある程度合意形成がで

きつつある表示制度などが確立されれば、消費者

サイドの選択権、つまり、消費者自らの意志によ

り食の安全性を確保することができることとなる

ため、遺伝子組み換え作物に関する市場の混乱は

落ち着きを取り戻すものと考えられる。

４．４ 遺伝子組み換え作物に対する今後の取り組

み

米を除く大半の穀物において１０％をはるかに下

回る自給率の低さ、つまり他国で生産する穀物に

依存している日本は、EUや他の食糧輸入国の立

場と多いに異なるものである。つまり、現在のよ

うに需給がある程度均衡しており、穀物市場から

自由に購入（輸入）できる内は、生産国に対して

ある程度の発言力や穀物市場への影響力も行使す

ることができるものの、近い将来の食料不足にお

いては、消費国の立場は相対的に低下し、消費者

ニーズを前面に出して遺伝子組み換え作物だから

購入しないということは非現実的となることは容

易に想像できる。

そのためにも、自給率の向上という問題に取り

組むとともに、新技術の所産である遺伝子組み換

え食品の安全性を消費者として納得できる評価制

度を早急に確立し、公開された情報に基づき各自

が判断・決定することができる仕組み作りを構築

することが求められる。

５ まとめ

遺伝子組み替え作物が穀物市場に登場し、それ

が拡大していく局面において、生産者及び消費者

サイドの両面からそれが需給環境にどのような変

化をもたらしたか、また、市場価格の動向が生産

者や消費者の行動にどのような影響を及ぼしてき

たかを考慮してきた。

将来の避けられない食糧危機の有望な解決策と

期待されて、鳴り物入りで登場し、順調に拡大の

波に乗ったかに見えた遺伝子組み替え作物であっ

たが、現在は、思わぬ消費者サイドの抵抗に遭い、

進路を見失っている状況である。目的地へのイン

ディケーターとしての機能を有する市場価格は迷

走し、その目盛りの大きな振幅に生産者サイドに

動揺が走ったが、現在は目盛りの振幅に耐えられ

る仕組みを構築することが求められている。

市場価格という目盛りがどのように振れようと

もそれに耐えうる頑強な体制作り（米国農業の基

盤強化、日本の食糧自給）も重要ではあるが、目

盛りが振れすぎないような仕組み作り、つまり、

遺伝子組み替え作物に対する需給両サイドのコン

センサスに基づく、普及・拡大を目指すことが重

要である。そのためにも、需給両サイドが食品と

しての安全性に対して共通の認識に立ち、可能な

限りの情報に基づいて各自の責任で選択できるよ

うな仕組みを早急に確立することが必要である。
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１ 刊行物等の発行

�１ 金融・経済解説紙等の発行

「NEWS BRIEF（経済指標解説）」（随時発行）

「IPTPトピックス（金融経済解説）」（適宜発行）

「IPTP ECONOMIC WEEKLY（週単位の経済・金融分析）」（毎週金曜日発行）

「IPTP ECONOMIC MONTHLY（月単位の経済・金融見通し）」（毎月発行）

２ 広報活動

�１ P―sat放映

「デジタルパーク郵政館」毎週水曜日放映（１ch）

「月例経済・金融概観の解説」（１０月）

「月例経済・金融概観の解説」（１１月）

「小規模事業所のDM利用状況」（１１月１４日）

「アメリカ郵便庁の技術開発状況」

�２ 新聞・雑誌・学会誌等への掲載

「郵政研がDMリスポンス率を集計 第１４回全日本DM大賞応募作品から」（DM NEWS３３７号）

「日本における遺産動機と経済行動」保険展望（１０月号）

「地方財政計画」かんぽ資金（１０月号）

「６月の地域経済指標の総合的な動き」かんぽ資金（１０月号）

「平成１２・１３年度経済・金融見通し」郵政（１０月号）

「平成１２・１３年度経済・金融見通し」逓信協会雑誌（１０月号）

「平成１２・１３年度経済・金融見通し」郵便局経営（１０月号）

「平成１２・１３年度経済・金融見通し」郵政研究（１０月号）

「知的所有権」かんぽ資金（１１月号）

「７月の地域経済指標の総合的な動き」かんぽ資金（１１月号）

「平成１２・１３年度経済・金融見通し」保険展望（１１月号）

「Web調査の利用可能性」日本工業新聞［シンクタンクの目］（１０月４日）

「インターネットコマースの取引信用に関する新しい動き」情報通信ジャーナル（１０月号）

「各国の一番最初の切手」郵政（１０月号）

「ブックレビュー」逓信協会雑誌（１０月号）

「エレキテル」朝日新聞掲載（１０月２日）

「２０世紀初頭の郵便局」郵政（１１月号）

「ていぱーく１２０％活用術」郵政研究（１１月号）
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「初代貯金のユウちゃん」郵政東北

「エンボッシング・モールス電信機」文化時報

３ 学会・大学・講演会等での発表

「BIS比率と長期貸出」日本金融学会秋季大会（１１月５日）

４ ていぱーくの特別展

・日蘭交流４００周年記念「郵便切手の原画展」ハウステンボスギャラリー（９月８（金）～１１月

１４（火））

・げーむぱーく２０００ ～ボンボン人気キャラクター大集合！～（１０月６日（金）～１０月２９日（日））

◆ Opinion―読者の声― ◆

本号に掲載した論文等について、皆様からのご意見をお寄せください。本誌の中で随時取り上げ

ていきます。宛て先は下記まで、所属先及び氏名を明記の上、お送り願います。

なお、郵政研究所では大学・研究機関等のホームページと積極的にリンクを設定していきたいと

考えております。リンクをお考えの方は下記までE―mailにてお知らせ下さい。

【御意見等の宛て先】

〒１０６―８７９８ 東京都港区麻布台１―６―１９ 郵政省郵政研究所 研究交流課

TEL：０３―３２２４―７３１０ FAX：０３―３２２４―７３８２

URL http：／／www.iptp.go.jp／

E―mail：www―admin@iptp.go.jp

８３ 郵政研究所月報 ２０００．１１

http://www.iptp.go.jp/


編集後記

去る１０月１１日、郵政研究所の運営顧問でいらっしゃる猪瀬博先生（国立情報学研究所

長）がお亡くなりになられました。猪瀬先生には平成９年２月より５年近くにわたり、

郵政研究所の研究のご指導をいただきました。穏やかな笑顔が素敵な方でした。心より

ご冥福をお祈りいたします。

郵政研究所では、研究の成果のほとんどをインターネットで公開しています。

郵政研究所ホームページアドレスはこちら→ http：／／www．iptp．go．jp／

月報の送付先につき、住所変更等ございましたら、FAXにて下記までお知らせくださ

い。（倉澤）

FAX ０３―３２２４―７３８２

http://www.iptp.go.jp/
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